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1

第1章　　序論

1．1はじめに

　地盤材料の変形が進むと、極度に変形の集中した領域が現れ、この領域は消えることなく成長して、

破壊へと至る。このような現象を解析するために、非線形な構成式を用いた研究が行われてきた。破

壊時近傍の非線形性を表現するために、非関連流動則に基づいたモデル、非共軸性を仮定したモデル、

降伏曲面にとがり点を用いたモデル（Vertexモデル）、ひずみ軟化モデルなどが用いられている。これ

らの構成式を用いれば破壊以前の分岐現象が表現でき、せん断帯が発生する条件を予測することが可

能となる。

　通常、これらのモデルでは、ひずみに対する応力の関係は各物質点ごとに与えられる、つまり、構

成関係が点ごとに与えられる局所理論に基づいて定式化されている。しかし、局所理論に基づいた古

典的弾塑性構成関係を用いると、剛性マトリックスの正定値性がひずみ軟化領域で満足されなくなる。

また、境界値問題の微分方程式の構造も、分岐後において、動的問題では双曲性の喪失、静的問題で

は楕円性の喪失をもたらし、解の一意性がなくなる。したがって、得られる解は有限要素メッシュサイ

ズに強く依存することになる。地盤材料を初期状態から破壊まで連続して数値解析するためには、こ

れらの問題点を解決しなければならない。

　地盤材料、例えば砂の供試体に加わる外力が小さいときには、個々の砂粒子の挙動はほぼ同一と考

えられる。しかし、外力が大きくなり、すべりが発生するときには、すべりは非常に小さい範囲で発

生するため、その付近の砂粒子の挙動が砂の供試体に及ぼす影響は無視できない。通常の長さの尺度

で観察すると均一であるとされる材料でも、より小さい尺度で観察すれば、様々に異なった微小要素

から構成されており、当然不均一になっている。このような微視的な材料の不均一性を取り入れた連

続体モデルを一般化連続体（generalized　conti皿um（Kr6ner（1968），　Herrmann（1972）））という。特に、

材料の変形が大きくなり破壊に近づく過程においては、材料の微視的不均一性が果たす役割は大きく、

個々の要素の挙動や、要素間の相互作用を厳密に評価した力学理論が重要となる。地盤材料のような

粒状材料では、材料の特性長さとして、粒子径やせん断帯の幅などが非常に重要な意味を持つことに

なる。

　非局所理論は、一つの点の応力が周りの点のひずみの影響を受けて決定され、構成関係が点ごとで

なく、周囲のひずみ場の影響が加味されて記述される。したがって、ある領域の点同士の相互作用が

構成関係に取り込まれている。非局所理論は一般化連続体力学の一つである。非局所理論の考え方は

新しいものではなく、各種結晶の格子構造の発展により、原子に作用する原子間力は隣り合う原子間

距離の変化に依存することがわかっていた。すでに19世紀に、Voigt，　Boltzmann，　Cosseratらによっ
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て、この非局所理論は認められていた。しかしながら、力学的モデルの中に、材料の不均質性の影響

をそのまま取り込むことが困難であったため、最近に至るまであまり適用されてこなかった。非局所

理論は、微視的力学と巨視的力学のギャップを埋める橋渡しのできる理論であり、破壊力学、転位、複

合材料、流体力学、電磁気学の分野で広く応用されている。

　Eringen（1992）は、非局所理論が最近まで用いられなかったことについて、次のように述べている。

力学において時間の非局所性、つまり、履歴効果は広く受けいれられ、多くの構成関係に用いられて

いる。しかしながら、空間的な非局所性にはほとんど注意が払われていなかった。Eringenは、非局所

理論に基づいた弾性論を展開した（Eringen　and　Edelen（1972））のち、この非局所理論の考え方をさ

まざまな問題、例えば、高周波～短周波の卓越する問題、転位とクラック近傍における応力の特異点

（Eringen　and　Kim（1974））、流体力学（Eringen（1972））、熱力学（Eringen（1974））、電磁気学等へ応用

している。

1．2非局所理論

　非局所理論では、1つの点の応力が周りの点のひずみの影響を受けて決定され、構成関係が物質点

ごとでなく、周囲のひずみ場の影響が加味されて記述される。したがって、点間の相互作用が構成関

係に取り込まれている。

　線形弾性を仮定すると、局所理論と非局所理論のそれぞれを用いた構成関係は以下のようになる。

σ（x）＝o（x）ε（x）

・（・）－fv・（・，y）E（・）d・，

y∈v

（1．1）

（1．2）

ここで、σ（x）とε（x）は点xにおける応力とひずみであり、積分領域Vは相互作用の働く領域である。

C（x）を通常の弾性係数とすると、C（x，y）は拡張された弾性係数と考えることができる。

　非局所理論の簡単な例として多重連結した1次元バネー質点モデルがある。この理論はKunin（1982）

によって格子理論（Lattice　theory）の1っとして、厳密に体系化されている。

　非局所理論を用いた有限要素解析を紹介する前に、通常の古典的（局所的）モデルを用いた解析結果の

問題点を紹介する。図1．1に示すような軟化特性を有する材料よりなる片持ばりを考える（和田1991）。

図1．2は有限要素解析による荷重一変位関係を、メッシュサイズの大きさの関数として模式的に示した

ものである。固定壁にもっとも近傍する要素Aが最大応力点を越え、ひずみ軟化領域に入ると、応力

が減少しはじめ、荷重も低下しはじめる。すると、A以外の要素は最大応力点に達しないまま除荷が

起こる。要素の寸法を小さくすると、要素Aのひずみの局所化が顕在し、荷重一変位応答として極端
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な場合には、図1．2の1の応答のようなスナップバック現象を予測することさえある。結局・既往の

局所理論に基づく構成式では、ひずみ軟化挙動をともなう破壊領域の局所化現象を適切に評価してお

らず、要素寸法に強く依存する応答結果を与える。このように、局所理論に基づく構成式（材料の特

性長さを含まない構成式）を用いたせん断帯解析では、局所化する領域の大きさが特定できないため・

解は有限要素メッシュサイズに依存する。もし、材料が残留強度を持たなければ、局所化した領域で

消費されるエネルギーは、メッシュサイズを小さくしていけばゼロになる。そして、最終的にスナッッ

プバック現象を予測することになる。したがって、局所理論では、要素寸法を破壊領域の幅より小さ

くできなく、破壊領域内の挙動を解明できないことがわかる。

0 ε　0 ε

図1．1軟化材料で作られた片持ちばり（和田，1991）

0

　　　P

δ

図1．2　荷重変位曲線（要素寸法は1，2，3，4の順に大きくなる）（和田，1991）

一方、非局所理論では、破壊過程において生じる微視的構造の変化、っまり、材料内に生じるミクロレ

ベルの不連続性を連続体として表現できる。破壊近傍で微視的クラックが大量に発生し、破壊が観察

されると、場の方程式は楕円型ではなくなり、力学の数学的表現は意味をなさなくなる。この問題を

解決する唯一の方法は、連続体表示の中に微視的構造の変化を取り組むことである。このようにする

ことによって、支配方程式は楕円型を保ち、局所的変形を追跡できるようになる。微視的構造の効果

は、非局所理論を用いて巨視的レベルの構成関係の中に取り込むことができることである（（L2）式）。
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古典的な局所理論に基づいた連続体力学の枠内でせん断帯解析を行うと、せん断帯の厚さは不確定の

ままである。しかし、非局所理論の枠内で同じ問題を解くと、有限なせん断帯幅（厚さ）が得られる。

　非局所理論は種々提案されているが、ここでは、次の3つの理論を取り上げる。

1）マイクロポーラー連続体理論（micr“polar　continuum　theory）もしくはコセラ理論（Cosserat　the－

　　ory）（Cosserat　and　Cosserat（1909），De　Borst　and　Milhluhaus（1991））

2）積分平均化理論（averaging　integral　theory）（Kr6ner（1968））

3）勾配連続体理論（gradient　continuum　theory）（L’Hermiteら（1952））

以上の3つとも、ミクロな不連続性を表現するために、長さの次元を有し、（材料の構造単位が）破壊

領域の寸法に比例すると考えられる特性長さ（char㏄teristic　length）を構成式中に導入している。した

がって、ひずみ軟化領域においても有限の消散エネルギーを確保することができる。

　本研究の目的は、弾粘塑性構成式を用いて数値解析を精度よく行うために、非局所理論に分類され

るひずみ勾配や粒子回転の勾配を導入した弾粘塑性構成式を用いて数値解析を行い、これら非局所理

論の性質を把握することにある。粘土の変形現象を初期値一境界値問題として予測する場合、有限要

素法を用いるのが有効な手段である。有限要素法によって数値解析を行う場合、精度をよくするには

一般的に有限要素サイズを小さくすれば正解に近づくと考えられる。しかしながら、地盤材料の破壊

時に発生するせん断帯を有限要素解析を用いて予測したとき、メッシュサイズを小さくすればするほ

ど、せん断帯の幅までも小さくなってしまい、っいにはせん断帯の幅がゼロになるという事態に陥る。

せん断帯の幅は、地盤材料の特性長さ（土粒子の粒径など）に依存するためゼロではない。これに対

して、非局所理論を用いて数値解析を行えば局所理論と違い、考えている点近傍の影響を考えるため、

このような現象を回避できる。本論文では、勾配依存型構成式を用いて初期値一境界値問題を解き、

勾配の効果を把握することにする。

1．3本論文の構成

　本論文の構成は以下のとおりである。

　第2章では、本論文全般で使用する弾粘塑性構成式の説明を行った。

本研究の特色は、先に述べたとおり、弾粘塑性構成式を用いて粘土の挙動をシミュレートする点にあ

る。本章では、足立・岡の超過応力型弾粘塑性構成式（Adachi　and　Oka（1982））の誘導過程を述べ、有

限変形理論に基づいた有限要素法によって離散化した。非局所理論の一つである勾配依存理論をもと

に、粘塑性体積ひずみの二階空間勾配を構成式に組み込んだ（Aifantis（1987））。そのため、構成式を形

状関数を用いて離散化した。
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　第3章では、勾配依存型理論を用いた、飽和粘土の変形解析を行った。本章では、第2章で導いた

支配方程式を用いて、3っの簡単な初期値一境界値問題を取り上げた。その解析結果から、粘塑性体

積ひずみの二階空間勾配項を組み込んだ弾粘塑性構成式が、勾配項によってどのような結果を導き出

すかを考察した。3っの解析とも、飽和粘性土を解析対象とし、また、境界では非排水条件、平面ひ

ずみ条件という共通の境界を与えた。3つの解析の一連の結果から、勾配依存理論が解析結果に及ぼ

す影響を検討した。

　第4章では、勾配依存型理論を用いた、1次元地盤材料での波動の伝播解析を行った。勾配依存理

論の動的作用を考えるために、柱状地盤材料を1次元の棒として考え、その自由端からソリトン型応

力波を入力し、応力波が供試体内を伝播していく様子から、勾配依存型理論の性質を考察した。弾粘

塑性構成式、粘塑性ひずみの発展則、波動方程式は差分法を用いて定式化した。解析においては、粘

性項、ひずみ軟化項、粘塑性ひずみの二階空間勾配項のパラメータに着目した。供試体は、均一な地

盤材料と不均一な地盤材料を仮定し、両者に同じ入力波を与えて、内部での伝播特性を明らかにした。

　第5章では、Cosserat理論（Cosserat，E．　and　Cosserat，F．，（1909））に基づく弾粘塑性構成式を導き、飽

和粘土の変形解析を行った。コセラ連続体理論を参考に、偶応力と粘塑性回転速度を導入した弾粘塑

性構成式を導いた。弾性変形に対しては、コセラ弾性体理論を用いた。本章では勾配依存型理論とは

異なり、微小変形理論を用いて数値解析を行った。本章では、簡単な初期値一境界値問題を考え、有

限要素法によって数値解析を行い、それらの結果から、粘塑性回転速度が数値解にどのような影響を

及ぼすかについて検討した。また、簡単な数値解析で得られた結果を考慮し、盛土下の粘性土地盤の

変形のシミュレーションを行った。数値解析の結果から、コセラ効果が層状地盤に及ぼす影響を明ら

かにした。

　第6章では、第3章から第5章までの結果に基づき、勾配依存型理論とコセラ連続体理論の両理論

を用いて、同じ境界条件を仮定し、初期値境界値問題にっいて、有限要素法により数値解析を行い、

それらの結果を比較した。勾配依存型理論による解析では、有限変形理論を用い、コセラ連続体理論

による解析では、微小変形理論に基づいているため、直接的には結果を比較することはできなかった

が、それぞれの結果について両理論の影響を考察した。

　第7章では、得られた解析結果を基に、本論文の結論をまとめた。
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第2章弾粘塑性構成式を用いた有限変形有限要素法の定式化

2．1概説

　本章では、次章の数値解析において使用する弾粘塑性構成式についてその誘導と、内容について示

す。まず、足立・岡の弾粘塑性構成式（1981，1982）の誘導を行い、その後有限変形理論に基づき構成式

を変形する。ここで、勾配依存理論に基づいて粘塑性体積ひずみの二階空間勾配項を誘導された弾粘

塑性構成式に導入する。求められた粘塑性体積ひずみ二階空間勾配依存弾粘塑性構成式をUp－dated－

Lagrangian法に基づいて有限要素法を用いて離散化する。ここでは、有効応力原理に基づいて、固体・

流体2相混合体のつり合い方程式と流体相のつり合い式（連続式）を誘導し、その後弱形式化を行い

支配方程式を離散化する。

2．2足立・岡の弾粘塑性構成式

2．2．1弾粘塑性構成式の誘導

　足立・岡（1981，1982）は、Perzyna（1963）による弾粘塑性理論と、Roscoe（1963）らによるCam　Clayモ

デルに基づき時間依存性をも表現できる正規圧密粘土の構成式を提案した。さらに、等方的正規圧密

粘土の構成式に相対応力比fi＊を導入し異方圧密粘土に対しても適用できるよう拡張している。

動的降伏関数fd、及び静的降伏関数∫、は次式で与えられる。

　　　　　　　　　　　　　fd一聖一嘉一bσ器’一・　　　（2・・）

　　　　　　　　　　　　　　　　　l　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　t　　　　　　　　　　　　ノ
　　　　　　　　　　　　　fs一袈＋舳篇一bσ器）一・　　　（2・2）

（2．1）式、（2．2）式の（s），（d）はそれぞれ静的、動的を意味する。静的とは二次圧密が終了した状態を表

し、動的とはそれ以外の状態を表す。

ここで（2．1）式、（2．2）式において

η10）　　　：相対応力比　　ηlb）＝｛（ηら一η∴（0））（η∴一η∴（0））｝1／2

　　　　　　　　　　　t　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　t
　　　　　　η∴＝3・ゴ／σm，η∴（。）＝S・ゴ（・）／σm（・）

M傘　　　：Critical　StateでのV2　i5／σ㌫の値

∨Gt275J　　：3蓼の二次不変量　　；Vl［」5＝∨1St，！：；］1　tl

Siゴ　　　：偏差応力　　；Siゴ＝σ’iゴーσ’mδiゴ，Siゴ（0）＝σ’iゴ（0）＿σ’m（0）δり

δσ　　　：Kron㏄kerのデルタ
σ’香@　　：平均有効応力　　；σ’m＝5（σ’11＋σ’22＋σ’33）

σ’香io）　：単位平均有効応力
σ’高凵@　：硬化パラメータ

ただしSiゴ（o）などの下添字（0）は、その値が異方圧密終了時の値であることを表す。



粘塑性ひずみ速度テンソル努について考える。以下簡単のためf（のの（d）を省略する。

関連流れ則より

　　　　　　　　　　　己習一・〈Φ（F）〉轟，〈Φ（F）〉一｛Φ㍑三：1｝

　　　　　　　　　・Φ（F）－M’σhCN・・P｛mN（・n（篇）＋嘉一宗・・）｝

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　f一κ、
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　F＝
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　Ks

ここで、
σ’香B　：初期圧密応力　　　　　　　CN，mN　：粘塑性パラメータ

　7　　：粘性係数　　　　、　　　　　　　e　　　：間隙比

　λ　：圧縮指数　　　　　　　　　　κ　　：膨潤指数
　vep　：粘塑性体積ひずみ　　　　　　　κ、　　：硬化パラメータ

また、∫＝0は、降伏関数を表し、F＝0は静的降伏関数である。Φは材料関数である。

CN，m知には以下に示す関係がある。

初期粘塑1生ひずみ速度をξ8Pとすると、

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　CN一謀

二次圧密速度をαとすると、

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　λ一κ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　mも＝
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（1＋e）α

である。

また、～鉄について

　　　　IJ
　　　　　　　　　　　　　　　　　f一蓋＋・n（σhσhy）一・

η傘　：相対応力比　　　　　　M’　：Critical　Stateでの4互の値
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　σmσ’香@：平均有効応力　　　　　σ’my　：硬化パラメータ

連鎖則を用いると、

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　∂f∂σh　　　　　　　　　　　　　　　　∂f　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　∂f∂Skl
　　　　　　　　　　　　　　　　房＝～死砺＋爾耳

ここで、Siゴは偏差応力テンソルである。（Siゴ＝σ1ゴーσtm　6iゴ）

（2．9）式の右辺のそれぞれの成分を求めると、

　　　　　　　　　　　　　蒜一晶（ηi「ηti（・）　Skl　　　η’　σh2）＋歳

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　∂σ’　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　1
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　㌶＝5δ1ゴ

8

（2．3）

（2．4）

（2．5）

（2．6）

（2．7）

（2．8）

（2．9）

（2．10）

（2．11）
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よって、（2．9）式は（2．14）式となる。

　　　　　　　　　　　　∂∫　　1

　　　　　　　　　　　　　2ゴ

このことから、（2．3）式は次式になる。

　　　　　　ホ　　　　　　ホ∂∫　　　　　1　η夫t一ηた1（o）　1

∂Skl　M卓　η＊　σh2

舞一δ・・δ1ゴー；輌

　　　　　　　　ホ　　　　　　ホ　　　　　　　　　　　　　　　　　ホ　　　　　ホ

疋一
ﾒδザ誤麗蹴・＋警嘉三

ξ穿一”・f〈Φ（F）〉（融一；鷲竃砺句嘉漂）

一方、ひずみ速度テンソルの弾性成分は、一般化されたHooke則より次式で与えられる。

　　　　　　　　　　　　　　　ε；一吉＆ゴ＋（　　κ1十e）♂mσLiδ・ゴ

ここで、Gはせん断弾性係数、σ㍍は平均有効応力速度、　Sε」は偏差応力速度である。

以上のことから、全ひずみ速度テンソルは（2．15）式、（2．16）式より次式で与えられる。

（2．12）

（2．13）

（2．14）

（2．15）

（2．16）

e・」一
g場＋（1＋i）。，mσ己δ・＋・〈Φ（F）〉（融一；織蜘辮簑））（2・17）

2．2．2有限変形理論を用いた弾粘塑性構成式

　本研究で用いる粘土の有限変形弾粘塑性構成式の誘導を以下に述べる。なお、誘導にあたって次の

点を考慮した。

・有限変形理論を用いた構成式の拡張。

・構成式の数値積分における解の安定性、精度向上のため、接線剛性法（Peirceら（1984））を導入。

・クリープ破壊を説明するため、ひずみ軟化項を導入。

弾性ストレッチングテンソルD；と有効Cauchy応力のJaumann速度陽の間に、次のような関係を仮

定する。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　Tiゴ＝CT声Dも　　　　　　　　　　　　　　（2・18）

ここで、0緬は弾性接線剛性マトリクスである。

また、弾1生ストッレチングテンソルと全ストッレチングテンソルD小粘塑1生ストッレチングテンソル

D穿との間に、次の関係を仮定する。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　Diゴ＝D；j＋D穿　　　　　　　　（2・19）
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正規圧密粘土の構成式（Adachi　and　Oka（1982））に関しては、関連流れ則を仮定しており、隅を有効

Cauchy応力テンソルとして、　D穿は次式で与えられる。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　D粋（・1’）磯　　　　（2・2・）

　　　　　　　　　　　　F一繧〈Φ（F）〉一｛Φ品：三1；｝　　　（2・2・）

ここで、∫＝0は降伏関数を表し、Φは材料関数、7は粘性係数、κは硬化パラメータである。

また、Okaら（1988）は、従来の超過応力型の弾粘塑性構成式では表現できなかったクリープ破壊を表

現するため、限界状態においてのひずみ速度非依存性を考慮し、第二材料関数の導入を行った。

粘塑性ストッレチングテンソルは（2．22）式となる。

D謬一”・’〈¢・（恥（ξ）轟
（2．22）

（222）式で、第二材料関数Φ2（ξ）は次式のように仮定した。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　Φ2（ξ）＝1＋ξ

　　　　　　　　　　　　　　　、＿　　　M｝η6）
　　　　　　　　　　　　　　　～－G6｛M｝一ηf’n（η㌫；；η㌫・°・）｝

　　　　　　　　　　　　　　ilt。）一（ηhn一ηhn（。））（・h。・一・ninn（。））s

ここで・G5は軟化パラメータ・ル弓は破壊応力比・ηlb）は相対応力比である。

第二材料関数は次の二つの条件を満たす。

　　　・限界状態でξは無限大になりΦ2（ξ）も無限大になる

　　　・ξは正の値をとる

（2．22）式において、

　　　　　　　　　　　　　　　　’）’〈Φ1（F）〉Φ2（ξ）＝〈Φ（」F，ξ）〉

とおくと、（2．22）式は、（2．27）式と書きかえることができる。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　」　　　∂鳴

この構成式では、粘塑性体積ひずみvepが硬化パラ1一タとして用いられる。

よって、（2．27）式より、

　　　　　　　　　　　　　　　　　　abv・’一〈Φ（F，ξ）〉農

D7－〈Φ（F，ξ）〉旦

（2．23）

（2．24）

（2．25）

（2．26）

（2．27）

（2．28）
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（2．28）式を増分形で表現すると次式となる。

　　　　　　　　　　　　　　　　　△v・・一〈Φ（F・ξ）〉是△t　　　（2・29）

ここで、Φ（F，ξ）の時間微分をとると、式（2．26）から、

　　　　　　　　　φ一漂）Φ・（η）＋Φ・（F）∂芸））T，・・＋∂芸ll：）Φ・（ξ）ab”p　（2・3・）

（2．30）式において以下の置換をする。

　　　　　　　　　　　　　　（∂Φ1（F∂T’輌ゴ）Φ・（η）＋Φ・（F）∂謄））－A・・　　（2・3・）

これにより、（2．30）式は次式となる。

　　　　　　　　　　　　　　　ぽゴT’1・＋∂；i穿）Φ・（ξ）abep　　　（2・32）

（2．32）式に客観性のある応力速度を導入する。客観性のある応力速度として、有効Cauchy応力のJau－

ma皿速度鴬，を用いる。これは、次式で定義される。

　　　　　　　　　　　　　　　Ttiゴ≡T’iゴ＿WikT’kゴ十T’訣碗ゴ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（2．33）

ここで、慨ゴはスピンテンソルである。

縫を（AS・」・＋・Bδ・」）とおくと・（2・33）式より・

’　∂票、φ・・芸㍗・ゴ＋（刷Bδ・・）（一晒＋T’・k・Wk・）　（2・34）

AおよびBはスカラー関数、Siゴは偏差応力テンソルである。

ここで、

　　　　　　　　　　Siゴ（T’ik　IVkゴーv・VikT’k」・）＝　SijT’ε★w刃一5ゾ㌦T’旬

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　＝　SijT’ik　WkJ’　－sた汎偏ゴ7「’ゴε

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　＝　　（Siゴ7「’ik＿SkiT’ゴi）じ臨ゴ　　　　　　　　　　　　　　　　　（2．35）

5藪」，T，ゴは、対称テンソルであるから、

　　　　　　　　　　　（SiゴT’ik－SkiT’ゴi）Wkゴ＝　（sゴiT’ik－SkiT’iゴ）VVkゴ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　＝　　0　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（2．36）

また、

　　　　　　　　　　　　δ・ゴ（T’ikWkゴーw・kT’kゴ）＝T’輌工・一咋丁’た・

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　＝　Ttik　Wki－w寂丁’ik

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　＝：　　0　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（2．37）



（2．36）式、（2．37）式を（2．34）式に代入して、

∂Φ　．　　　　　　∂Φ　．
∂T’輌ゴT’iゴニ ≠秩fiゴT’づ」

上式の関係を考慮すると（2．32）式は次式となる。

　　　　　　　　　　　　　　　　　¢一鋼＋∂；i9）Φ・（ξ）・ep

上式を増分型で書くと、（2．40）式を得る。

　　　　　　　　　　　　　　△td＞一△Φ一鋼△t＋∂；i9）Φ・（ξ）△v・・

（2．40）式よりΦ（F，ξ）の増分を求めると次式となる。

　　　　　　　　　　△Φ一Φt＋△t一Φ・　＝△tfO・一・Ai・T’・・△t＋∂芸；9）Φ・（ξ）△vep

ここで、関数Φに関してパラメータθ（0≦θ≦1）を用いて、差分化を行うと

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　Φ＝（1一θ）Φt十eΦt＋△t

ただし、ΦはΦ（t≦T≦t＋△t）、またΦtは¢t＝Tである。

（2．41）式を（2．42）式に代入して次式を得る。

Φ一（1一θ）Φ・　＋θ｛Φt＋鋼△t＋∂芸嘉）Φ・（ξ）△vv・｝

さらに（2・18）式、（2・27）式、（2．29）式を（2．43）式に代入して

　　　　Φ一（1一θ）¢t＋θ｛⌒卿・1一Φ∂鵬）△t＋∂芸l！多）¢2（ξ）Φ∂多‘△t｝

（2．44）式を変形して、

　　　　Φ［・＋（θ△t）｛A，・Cf…，bltlSili｛，一∂芸l！多）Φ・（ξ）∂鶏｝］一・t＋（θ△t）勘軸

上式において（2．46）式のようにおくと、

　　　　　　　　　　［・＋（θ△・』1∂｝／、、一∂2／9！：）Φ・（ξ）∂鷺｝］一・＋C’

よって、（2．45）式は（2．47）式となる。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　1
　　　　　　　　　　　　　　　　Φ＝・＋ξ’｛Φ・＋（θ△‘膓¢・klDkl｝

12

（2．38）

（2．39）

（2．40）

（2．41）

（2．42）

（2．43）

（2．44）

（2．45）

（2．46）

（2．47）
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（2．47）式を（2．27）式に代入して

D7－、t－4．｛¢・　＋・（eA・）A・・CfU・Drs｝鑑

さらに、（2．48）式を（2．18）式に代入して

T・i・一傷・ρ・一傷・1［、tT．｛¢t＋（θ△・）A四（㍍現｝蒜］

　　一鋼1一傷一蒜、ltl（θ△・）A四（）fUrsDrs

　　　　　　　　　　　　　一傷一∂蒜、：ξΦ・

上式において、（2．50）式のように置き直すと、

磯一傷・一・；一∂鶏、t－i，（θ△t）Apq　Cfiiki

（2．48）

（2．49）

（2．50）

最終的に正規圧密粘土における弾粘塑性構成式の、接線剛性法を用いた速度関係の表現として次式を

得る。

　　　　　　　　　　　　　　T・1ゴー鋼1－・；－1手ξ∂㌃　　　（2・5・）

2．2．3粘塑性体積ひずみの二階空間勾配項の導入

　変形の局所化挙動の解析を試みる手段として、Aifantis（1987）は、材料の弾粘塑性構成式に塑性ひず

みめ空間二階微分を導入する方法を提案した。本節では、粘塑性体積ひずみの二階微分（勾配項）の

導入を行う。勾配項を導入する目的は次の2点が挙げられる。

（1）物理的な目的

材料の特性長さ（粒径など）を考慮していない有限要素解析ではせん断帯の幅の予測ができない。そ

こで、弾粘塑性構成式の中に、長さの次元を持ったパラメータを導入することにより、せん断帯の幅

が予測可能となる。また、材料の不均一性を高次の勾配を導入することにより評価できる。

（2）数学的な目的

材料の特性長さ（粒径など）を考慮していない有限要素解析ではメッシュ分割の大きさにより、得られ

る解に差異が生じることが知られている。解析においてひずみ勾配は局所化の制限子として働く、つ

まり有限要素解析などにおいて、メッシュの大きさとともにせん断帯の幅が限りなく小さくなるので

はなく、ある有限の大きさに収束する。

　前節で述べた弾粘塑性構成式に粘塑性体積ひずみの二階勾配項を導入すると、（2．4）式は次式のよう

になる。

　　　　　　・Φ（F）一・・V・・’・LCパ申（in（篇）＋景一≡碑一ぽ∋｝（2・52）
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ここで、塑性ひずみ勾配の項を導入する力学的イメージを明らかにするために一次元圧縮のモデルを考

える。そのモデルに対して塑性ひずみの二階微分の項を導入した粘塑性構成式を以下のように考える。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　∂2εvp
　　　　　　　　　　　　　　　　　eep＝f（・，・ep）＋βπ　　　　　　（2・53）

ξΨ：粘塑性ひずみ速度　σ：応力　　β：材料定数　εep：粘塑性体積ひずみ、ただし、変形について

は圧縮を正とする。

ここで、図2．1のような場合について考えると、粘塑性ひずみの二階微分をとることによりA点のよう

に、曲線が上に凸の箇所では警は負の値となり、β＞0の場合、（2．53）式より、εVPの増加は抑制さ

れる。またB点のように下に凸の箇所では、繋は正の値となりεVPは増加する。その結果ひずみの

局所化が抑えられることが分かる。

逆にβ〈0の場合はA点のような上に凸の箇所でεmpは増加し、　B点のように下に凸の箇所ではε”Pは

増加が抑制される。その結果、図2．1のようにA点の付近で局所的変形が進行することがわかる。

εP 許ボ

β＞0

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　X

　　　　　　　　　　　　　　　　図2．1粘塑性ひずみの分布図

2．3Updated－Lagrangian法に基づく有限要素法の定式化

　固相および流体相からなる2相系材料の有限要素定式化を有限変形理論に基づいて行う。定式化に

おいて、土粒子骨格の変形と間隙水移動の連成問題の支配方程式は、Biot（1963）の理論に基づいた2

相混合体理論を用いて誘導した。
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2．3．1間隙水圧と有効応力テンソル

　有限要素定式化においては、公称全応力速度を用いて速度型のつり合い式を解くが、2相系に対し

て構成式は土粒子骨格の有効応力を用いて定義されているため、間隙水圧を導入する手法をとらなけ

ればいけない。有効応力の定義式およびその速度形式は直接表記法を用いると、それぞれ以下のよう

に定義される。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ク　　　　　　　　　　　　　　　　　　　T＝T　十Uwl　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（2．54）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　T＝T’十abwl　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（2．55）

ここで、Tは全Cauchy応力テンソル、　T’は有効Cauchy応力テンソル、　Uwは間隙水圧、∬は単位テンソ

ル、ドット（）は時間微分を表す。また、有効応カテンソル、全応力テンソル及び間隙水圧は引張り

を正とする。ただし、計算結果の図示では間隙水圧は圧縮を正とする。

（2．55）式にCauchy応力のJaumann速度T（（2．56）式）を適用する。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　T＝T＿WT十TW　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（2．56）

　　　　　　　　　　　　　　　　ci’ニTt十abw　l－Wコ「十TW　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（2．57）

ここでWはスピンテンソルである。公称応力速度5とCauchy応力のJaumann速度の関係は次式で表

される。

　　　　　　　　　　　　　　S＝　i1’十レVT＿TW十（trL）コ「＿L7「　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（2．58）

ここで、5は公称応力速度テンソル、Lは速度勾配テンソルである。

（2．57）式を（2．58）式に代入して、

　　　　　　　　　・　　　　　　　　　　・’　　　　　　　　　S　　＝　　T　－abwl－VVT十TVV十WT－TVV十（trL）1「－LT　　　　　　　　　　　　（2．59）

　　　　　　　　　　　　・’　　　　　　　　　　＝　　コ「　＿thwl十（trL）T＿LT　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（2．60）

（2．54）式、（2．55）式を用いると

　　　　　　　　　　・　　　　　　　　　・t　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　t　　　　　　　　　　　　　　　　　　t

　　　　　　　　　　s　＝　T一輪∫＋（trL）（T－　Uwl）－L（T－Uwl）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　＝　T一妬1＋（trL）T－（trL）Uwl－LT＋LUwl

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（2．61）

（2．61）式において、次のようにおく。

　　’t　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　’
コt

s＝T＋（trL）T－LT
（2．62）
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（2．61）式は、次式となる。

　　　　　　　　　　　　　　　り　　　　　’　　　　　　　　　　　　　　　Sニぷ　＿dwl＿（trL）Uwl十LUwl　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（2．63）

（2．62）式を成分表示すると、

　　　　　　　　　　　　　　　　るt　　　　　　・t　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　’　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　5‘ゴ＝TiゴーLik　Tkゴ十TiゴtrL　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（2．64）

（2．64）式の右辺第2項を次のように置くと、

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　t　　　　　　　　　　　　　　　　　　［＿L．Tkゴ】＝Aiゴ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（2．65）

（2．64）式は、次式となる。

　　　　　　　　　　　　　　　　　・　　　　　　　・ぐ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　t　　　　　　　　　　　　　　　　S6ゴ＝宅」＋Aゴ＋Tiゴt・L　　　　　　　　（2・66）

（2．63）式を変形して、

　　　　　　　　　　　　　　S＝5〆一也wl－Uwl（trL）十UwlLT　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（2．67）

（2．67）式のUwl（trL）一　UwlLTについて（Bu＝Uw1（trL）一　u．ILTとおく）、これを成分表示すると次式

となる。

　　　　　　　　　　　　馴ジ盟1匡i｝　（2・68）

（2．68）式をBu＝［U］｛L｝とおくと、（2．67）式は次式のように表現できる。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　゜　　　　　゜タ　　　　　　　　　　　　　　　　　S＝S　－thwl－Bu　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（2．69）

2．3．2固体・流体二相混合体のつり合い式（速度型）

　固体・流体2相混合体のつり合い式を離散化するにあたり、図2．2に示す境界条件を定義する。

　　　　　　　　　　淫縛

　　　　　　　　　　　　　　　　　　図2．2　境界条件
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速度型のつり合い式は公称応力速度Sを用いて次のように示される。ただし、ここでは物体力の項を

無視した。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　divS＝0

（2．70）式をテンソル表示すると、

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　5劾ゴ＝0

上式の両辺に仮想速度δViを乗じて弱形式を考えると、

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ゐ畠・・δ・・dv－・

ここで、

　　　　　　　　　　　　　　　　（5‘」δu∂，」＝Siゴ，ゴδu‘十SiゴδVi，ゴ

より、

　　　　　　　　　　　　　　　　＆ゴ，ゴ6Vi＝（s、ゴδVi），ゴーSiゴδ鞠

であるから、（2．72）式に代入して、

　　　　　　　　　　　　　　　fv（3鋼沖一f．Siゴ剛・一・

（2．75）式の左辺第1項より、Gaussの発散定理を用いて、

　　　　　　　　　　　　　　　fv（5靭鋤一L（Si・6・・）n・dr・

（2．75）式の左辺第2項より、LiJ＝z，i，ゴ（Liゴは速度勾配テンソル）の関係を用いて、

　　　　　　　　　　　　　　　　f．Siゴδ・・，・dv－f．　s・」　6Li」　d・

（2．76）式及び（2．77）式を（2．75）式に代入して、

　　　　　　　　　　　　　　f，．（畠・δ鋼眠一∫。岳・δ鋼・一・

（2．78）式より、

　　　　　　　　　　　　　　　／．s・」’6L・」dv－f。．（畠・δ蝸砥

（2．79）式の左辺に（2．69）式を代入して、境界条件を考えると、

　　　　　　　　f．Sl」δLi」dV　’　f．aw6i」6Li」d・　一　f．Bui」6L・ゴδ・－L＆凧

上式において、平面ひずみ条件下で次の関係式が成り立っ。

　　　　　　　　　　　　　δiゴδLi）＝δLll十δL22＝δDll十δD22＝δDii

072（

）172（

）272（

）　

）

口δ4▲9一り白

572（

）672（

）772（

）872（

）972（

）082（

）182（
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これと（2．68）式を代入すると（2．80）式は次のようになる。

　　　　　　　　ゐ』ψ卿鍋ゐ1σ』δ・－L＆δ蝿　（2・82）

上式に有効公称応力速度と有効Cauchy応力のJaumann速度との関係式（2．64）式を代入して、次式を

得る。

f．％’6Li・’dv＋／．A・」6L・」dv＋慢Lδ島・吻＋人輌砺吻＋f．B・・」6L・j’dv一ん＆餌砥

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（2．83）

（2．83）式の左辺第1項において応力の対称性により以下の関係がある。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　’　　　　　　　　　　　　t　　　　　　　　　　　　　　　　　　　Ti」δLi」　＝　TlゴδDiゴ　　　　　　　　（2．84）

また、左辺第4項において以下の関係がある。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　δiゴδDザ励D　　　　　　　　　（2．85）

（2．84）式、（2．85）式の関係を、（2．83）式に代入して次式を得る。

ゐ輌吻＋ゐ鋼吻＋人噺Lδ塩・ψ一＋f．B・・」6L・j’dv－Lふ凧（2・86）

ここで（2．86）式を直接表記法によって表すと、

f．δD’f“d・＋f．6LTAdv＋f．δL’T’・・Ldv＋方δDT⑭＋f．δLTB・d・　一　f，．6・’・S・drs（2・87）

式をマトリクス表示するために、以下の各関係式を定義して用いる。

　　　　tA＝－TL＝【DsHMl｛vl｝

Bu＝UwltrL－Uwl．LT＝｛Ul［M】｛v＊｝

　　D＝IBI｛vi｝
　　　　　　　　　　　　【Bl；ストレッチングー節点速度マトリクス

　　　　　　　　　　　　｛vl｝；節点に置ける速度ベクトル

　　V　＝　IN］｛v＊｝

　　　　　　　　　　　　V；要素内の任意の点での速度ベクトル

　　　　　　　　　　　　｛N］；要素内の任意の点での形状マトリクス

　　L　＝　【M】｛v“｝

　　　　　　　　　　　　【ルT］；速度勾配一節点速度マトリクス

　trD　＝　IB”1｛vt｝

　　　　　　　　　　　　［B。］　i体積ひずみ一節点速度マトリクス

　　輪　＝　［Nhl｛a膓｝

　　　　　　　　　　　輪；間隙水圧速度ベクトル

　　　　　　　　　　　｛輪｝；節点に置ける間隙水圧速度ベクトル

　　　　　　　　　　　［Nhl；4節点の間隙水圧速度形状マトリクス
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また、構成式を以下の関係式でマトリックス表示した。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　A　’
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　Tニ［C】D＿［Q］　　　　　　　　　　　　　　　（2．88）

　　　　．　t
ここで、Tは有効Caushy応力のJauma皿速度ベクトル、【Clは粘塑性剛性マトリクス、［Q】は粘塑性

に起因するベクトルである。

また、（2．56）式から、次のようになる。

　　　　　　　　　　　　　　　　　，t　　　　　　　　　　　　　　　　　T＝【C］D－［Q］十W＊　　　　　　　　　　　　　（2．89）

ここで、W’はW’＝VVT－TWで、スピンテンソルに関するベクトルである。以上のマトリックス

を用いて（2．87）式を変形し、仮想速度が任意であることより両辺を｛δv’｝Tで除すると次式になる。

　　　　人｛BITIq［B】｛vl｝d…人【B｝Tρ｜僻人【BIT酬蜘人｛M】T｛功｛Ml｛が｝吻

＋f．｛M］’IT’ld…L　＋　f．［B・1｛Nh】｛tht｝d・　＋　f．［M】’【U］　［Mj｛v’｝dv－f．．　［N］’S・　dr．（2・9・）

さらに以下のように各マトリクス、ベクトルを定義する。

　　　　　　　　　　　　　　　　　【Kl一ゐ｛B】T【Cl［B1由

　　　　　　　　　　　　［K・1一ゐIM｜T｛功IM1』∫JM】Tlσ】1馳

　　　　　　　　　　　　　　　　　［K・］T－．ん1」B・］T［N・ldv

　　　　　　　　　　　　　　　　　　［F］一九INITA・砥

以上のマトリクスを用いて（2．90）式を変形する。

（2．91）

（2．92）

（2．93）

（2．94）

【珂｛vl｝一 薰hB｜Tlqd一ゐIBIT［酬刷κ・】｛が｝一陶丁｛輪｝＋ゐ岡Tl輌L一国（2倒

仮想速度と仮想変位の関係は、Euler近似を用いれば次式で定義される。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　｛△u’｝
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　｛v＊｝＝
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　△t

ここで、△u＊は仮想変位ベクトルである。

また、間隙水圧速度に次式で定義される時間差分を用いる。

｛abる｝一｛u；｝t＋

ﾖ｛鋤

（2．96）

（2．96）式を（2．95）式に代入して、

　　　　　　　lK］｛△ul△t｝一 ∫IB】TIQ】dv　＋　［K・1｛芸L　l疏】T｛uも｝£＋斎｛uも｝・

（2．97）



　　　　　　　　　　　　＋∫．IB］’｛vv’｝dv＋∫．IM］TIT’ld…L一国

上式を変形すると、最終的なっり合い式の弱形式が得られる。

　　　　　　｛【Kl＋［KL】｝｛△ut｝一｛K。IT｛輪｝t＋△t

　　ニムt［Fj－【K。］T｛uも｝t－△t

2．3．3流体相のつり合い式

　流体相のつり合い式を離散化するにあたり、図2．3に示す境界条件を定義する。

　　　　　　　　　　　　　v
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　r．水圧境界
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（2．98）

人【M］’IT’］d・t・L＋ムヅ。【B］T［Q］・dt・一△・∫JBIT｛門吻（2鋤

rv　流速境界

Uwニa．　on　r．

V＝Uonrv

　　　　　　　　　　　　　　Uw

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　図2．3　境界条件

kを透水係数、γωを水の単位体積重量として、ダルシーの法則から、流体相の釣り合い式は次式の連

続式で表される。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　k
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　－uωμ十D“＝0
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　7w

ここで、Diiはストレッチングテンソルを表す。

水圧境界r．上でa．＝0となる試験関数㌦を考え、連続式の弱形式を求める。

　　　　　　　　　L（融＋恥由一÷∫汽⑭＋f．Diiawd’v－・

上式の両辺にGaussの発散定理を適用すると、

　　　　　　　　　÷九．譜』d・一“／　f．aZ，・U・，ld・　＋　f．aZD　・dv－・

ここで以下のような各マトリックスを定義する。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　Uw＝［Nhl｛ub｝

　　　　　　　　　　　　　　　｛Uw，i｝＝　［Nh，i】｛ub｝＝［Bhl｛鳩｝

（2．100）

（2．101）

（2．102）

（2．103）

（2．104）
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　　　　　　　　　　　　　　　　　　D弱＝trD＝［Bvl｛が｝

これらを（2．102）式に代入して、

　　　　　奇L．r．｛＾＊uω｝T［N・］’IB・］｛・i｝｛n｝d・一㍍｛ab｝T［B・】’IBh】｛・6｝dv

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　＋∫押丁｛aa｝T［B・］｛v＊｝dv－・

試験関数の任意性を考慮し、上式の両辺を｛＾傘勉Ψ｝Tで除して次式を得る。

㍍．r．岡TIB・｜｛・｝dS｛・も｝一÷人【B・】丁剛吻｛・t｝＋f。［Nh】丁陶輌｝一・

ここで次の各マトリックスを定義する。

　　　　　　　　　　　　　　　　　【K・1一㍍【B綱吻

　　　　　　　　　　　　　　　　　（K・］－f．（N・］T［B・］dv

　　　　　　　　　　　　　　【v］一÷九．r．［N・］’［B・］｛n｝ds｛・も｝

これらの各マトリクスを（2．107）式に代入して、

　．　　　　　　　　　　　　　一【K。1｛v＊｝＋［Kh］｛uも｝＝【v】

仮想速度と仮想変位の関係は、Euler近似を用いれば、次式で定義される。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　｛△u＊｝
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　｛v＊｝＝
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　△t

ここで、△u＊は仮想変位ベクトルである。

（2．112）式を、（2．111）式に代入すると、液体相のつり合い式の弱形式が得られる。

　　　　　　　　　　　　　一【Kv】｛△u’｝＋△t［Kh】｛輪｝t＋△t＝△t［v】

2．3．4構成式の弱形式化

（2．105）

（2．106）

（2．107）

（2．108）

（2．109）

（2．110）

（2．111）

（2．112）

（2．113）

　　粘塑性体積ひずみの二階空間勾配を形状関数を用いて定式化する場合、従来の節点変位・間隙水

圧の他に、粘塑性体積ひずみを独立変数として、節点において定義する必要がある。そのため、つり

合い式・連続式のほかに、粘塑性体積ひずみの発展式（構成式）を離散化する（Okaら（1994））。

粘塑性体積ひずみの発展式の弱形式を、次式で表す。

　　　　　　　　　　　　　fv（アーalv”・一・・▽2v”・－9（ab”p））δ・epdv　＝・　　（2…4）
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ここで、

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　∫一漂＋Z遠　　　　（2．115）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　m　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　my
ここで、vmp＝∫　dvepは粘塑性体積ひずみを表す。

降伏関数、すなわち粘塑性体積ひずみの発展式を書き換えると、

　　　　　　　　　　　　　　　　　　がノP＝G（σkt，vep，▽2vep）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（2．116）

Taylor級数を用いて展開し、二次以降を無視すると、

　　　　　　　　　　　　ab・p一ψ；・＋農σ・1＋器餌∂（㌫▽2bep　　（2・・17）

ここで、

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　▽2vmp・＝β　　　　　　　　　　　　　　　　　（2．118）

　　　　　　　　　　　　　　∂G　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　∂G　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　∂G
　　　　　　　　　　　　　　房＝IG・】，～西＝G…，dr＝G・　　　　（2・119）

とおくと、

　　　　　　　　　　　　　　　ψρ＝｛，ぎ＋［Gσ）bkl＋Gvvpabvp＋Gββ　　　　　　　　　　　　　　　　（2．120）

また、全ひずみ速度は、次式で与えられる。

　　　　　　　　　　　　　同＝｛L・］－1［di］＋［ξζ］＋［A）abVP＋【、4’1同＋［A”】β　　　　　　　　（2．121）

ただし、【L・r1は弾性コンプライアンステンソル、A一蕊パー莞A・・一箒である．

また、｛Ll－1＝【V］－1＋【A“］

と、おくと

　　　　　　　　　　　　　　【司＝ILI同一ILHξζ｜－IL1レ1】が～ρ一ILI【Aホ「β　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（2．122）

（2．122）式を、（2．120）式に代入すると、

　　　　ab”p＝Ooep＋［G。1｛［L］［e’］　一　［Lll・r召］　一　［L］［A］o”p－【L｜【∬「β｝＋G。・pab”P＋Gββ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（2．123）

　　　【1－（Dvvp＋［Gσ】【L】｛Al］abvp＝心ぎ＋【Gσ｜［Ll［ξ｜－IGσ］［q［ξζ］＋IGβ一｛Gσ】【L工［・4口‖β　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（2．124）

ここで、

　　　　　　　　　　　　　　　　　H＝1　一一　G。・p＋IGσ1固凶

　　　　　　　　　　　　　　　　　　朝＝ぽ一［G。】［L】lsζ｜

　　　　　　　　　　　　　　　　　　RニGβ一【（］σ】lL】レy＊】

とおくと、（2．124）式は次式となる。

　　　　　　　　　　　　　　　　　Hψup＝Qζ＋［Gσ］【L］［t】＋Rβ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（2．125）
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よって、粘塑性体積ひずみの発展式の弱形式は、

　　　　　　　　　　　　　∫v｛RB－Habvp＋Q6＋【G・】IL］［e］｝δbePd・一・　　（2・126）

ここで、

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　β＝▽2ψep　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（2．127）

なので、

　　　　　　　　　　　　　　δ｛bVP▽2ψoρ＝▽（δoep▽abVP）一▽δOUP▽｛bVP　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（2．128）

（2．128）式を（2．126）式に代入して、

　　　f。R｛▽（δab”・▽ab”p）一▽6ab・・V・ep｝d・　＋　f．δab”P｛－H・”p・＋・Q9＋【C・｜【L】同｝d・一・（2・・29）

f。R▽δab・PVbV・d・　一　f．R▽（δ・”PV・v・）d・　一　f．δab”’｛－H・ep・＋・Qζ＋【G・llL］［ξ］｝dv　＝・（2・・3・）

ガウスの発散定理を第2項に適用すると、

　　f。R▽δab・PV・・”・d・・　一　Rf．δabmpVabVPftds－f．δ・”p・｛一晒φζ＋【G・】［L1同｝dv－・（2・131）

ここで、形状関数IN「、節点での粘塑性体積ひずみベクトル｛がプ｝、ひずみ速度速度関係マトリクス

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　’（B］、節点での速度ベクトル｛゜±｝、また［N’1＝▽［N’】を用いて、

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　■　　　　　　　　　　　　　　　　　　　｛，ep＝［N“］｛ab”p｝

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　t　　　　　　．　　　　　　　　　　　　　　　　　　　▽ぴp＝［N「｛ぴp｝

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　1ξ｜＝［B】｛が｝

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　w－［藁］

とすると、（2．131）式より、

　　　　　｛δ・・p’｝Tf．R［N’］”［N’］’dv｛abvp’｝＋｛δabvp’｝’f．H［N’］T［N’］d・｛abep’｝

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　一｛δabep’｝’∫．（N’］’【G・】［L｜［B］d・｛u’｝

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　一｛δabep’｝T∫．［N’］TQ8d・

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　｛δabep’｝TR∫。囲Tw｛ab’r・’｝｛・｝dS

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　＝　0

（2．132）

（2．133）

（2．134）

（2．135）

（2．136）
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｛δabVρ’｝を除して、

ここで、

　　　　　　　　　　　【K、1＝∫V（R［N・］T［N・1’T＋H［N・｜T｛1V「T）dv

　　　　　　　　　　　［K。］　＝　一∫。［N“］’［G。1岡IB】dv

　　　　　　　　　　　lFI－∫。　［N’1’Q8d・　＋　R∫、【N・］T｛Nイ｛ab・p・｝｛n｝d・

とおくと、降伏関数の弱形式は次式で得られる。

　　　　　　　　　　　　　　　　lK、】｛ab”p°｝＋｛K2】｛が｝＝［F，］

また、Eulerの近似式を用いると、

　　　　　　　　　　　　　　｛ab・p’｝一｛△iご｝，｛が｝一｛筈｝

よって、（2．138）式は、

　　　　　　　　　　　　　　［K、】｛△v”lp’｝＋［K。】｛△u＊｝＝△t［F，］

（2．99）式、（2，113）式、（2．140）式より、有限要素法による支配方程式をまとめると、

　　　　　　　　　　　　1欝】欄：】］｛　　△ul｛ut，，t＋△t　△uΨ｝｝

一［醐一｛K”］T｛uw｝t一綱1〆1竃綱輌一綱囲吻

と表すことができる。

各マトリクスを誘導するために必要な式を付録2．1に付した。

2．4まとめ

ゐ（珂1V＊1Tl1VイT＋珂1“IT囲）姉ザ｝一人囲TIG・11Ll【Bld・｛が｝

　　　　　　　　　一人　　　一R∫。問TW｛・・p＊｝｛・｝d・一・
（2．137）

（2．138）

（2．139）

（2．140）

］　（2・・4・）

本章では、次章の数値解析において使用する弾粘塑性構成式にっいてその誘導と、内容について示

した。有限要素法による支配方程式の離散化は以下の流れで行った。

　●足立・岡の弾粘塑性構成式（1981，1982）の誘導

　●有限変形理論に基づく構成式の変形

　・勾配依存理論に基づいて粘塑性体積ひずみの二階空間勾配項を誘導された弾粘塑性構成式に導入



　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　25

　・粘塑性体積ひずみ二階空間勾配依存弾粘塑性構成式をUpdated－Lagrangian法に基づいて有限要

　　素法を用いて離散化

　　　一有効応力原理に基づき固体・流体2相混合体のっり合い方程式と流体相のっり合い式を誘導

　　　一弱形式化を行い支配方程式を離散化

離散化した支配方程式を解析プログラムに組み込み、次章で行う数値解析に用いた。
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第3章勾配依存型弾粘塑性モデルを用いた粘土の変形解析

3．1概説

　本章では、前章で誘導した弾粘塑性構成式を導入した有限要素プログラムを用いて数値解析を行う。

特に、非局所理論の導入の妥当性を確認するために、変形が局所的に発生する境界条件を用いて、初

期値境界値問題を解く。まず、第一に層状地盤を仮定した一次元的せん断変形を起こす境界値問題を

考え、粘塑性体積ひずみの二階空間勾配項が、数値解析結果にどのような影響を及ぼすか検討する。

このとき、勾配項の影響だけでなく、せん断速度・透水係数など、粘土の変形挙動に関係するパラメー

タと勾配項の関係も明らかにする。

次に、粘性土の二次元的変形を考え数値解析を行う。このとき、境界条件をトリガーとしてせん断帯

を発生させ、粘塑性体積ひずみの二階空間勾配項が粘性土の変形、特にせん断帯付近の挙動にどのよ

うな影響を及ぼすか検討する。

弾粘塑性構成式を用いた粘土の変形解析では、粘性材料自体が非局所的性質を示す。また、土一水連

成解析でも、同様に、間隙水が非局所的な性質に等価な性質を示す。そのため、勾配理論を導入して

も、空間勾配そのものの非局所モデルの局所化制限子としての性質を把握することに困難がある。そ

こで、二種類の数値解析結果をもとに、飽和粘土供試体の両側面に微小な初期不整を与え、数値解析

を行う。この境界により、同じモードの変形で、局所的に変形を集中させ、構成式の持つ勾配項の非

局所的性質を把握しやすくなる。先に行ったせん断変形の場合の数値解析結果の妥当性を検証すると

ともに、粘塑性体積ひずみの二階空間勾配項が、数値解析結果にどのような影響を及ぼすか明らかに

する。

3．2これまでの研究

　地盤材料のように粒状体の集合と考えられる材料は、変形が進行すると、粒と粒の間が滑ることに

よりせん断破壊に至る。せん断破壊を予測することは、地盤の破壊現象を予測する上で非常に重要な

問題である。一般的に数値解析においては、これら粒状体の集まりを均一な材料と見なし、連続体力

学に基づいて解かれる。連続体について変形解析を行う一般的な解法として有限要素法が挙げられる。

有限要素法のような近似解法では、要素メッシュを小さくすればするほど、真の解へ収束することが

知られている。粘土が、せん断帯をともなって破壊に至る場合をシミュレートするとき、実際にはある

程度のせん断帯の幅が存在するにも関わらず、有限要素解析の精度を挙げるため要素メッシュを小さ

くしていくとせん断帯の幅が小さくなりすぎる（あるいはなくなる）という問題が現れる。この問題

を回避する方法として、非局所理論を用いた研究が多く行われている。コンクリート材料の研究分野

で空間的な勾配の概念を最初に導入したのはL’Hermiteら（1952）であり、収縮ひび割れの形成が収縮
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圧縮のみならず、その空間的な勾配にも依存すると考える必要があると示した。また、Aifantis（1987）

は、内部状態変数だけでは記述できない現象（例えば、せん断帯の幅、間隙、進展速度など）が依存

することを述べている。

　先に述べたとおり、地盤の破壊を解析するためには、せん断帯の発生とひずみの局所化後のひずみ

軟化挙動を解析しなければならない。特に、せん断帯については、発生条件やその方向だけでなく、厚

さや分布を把握できることが好ましい。数値解析において、せん断帯が発生すると、支配方程式の楕

円性が失われることにより問題が不適切になる。支配方程式の楕円性を回復させるためにも、非局所

理論は有効である。ここでは特に、数値解析におけるLocalization　limiterとして、ひずみの空間的勾

配依存構成式を用いて、その効果を検討する。高次の塑性ひずみ勾配、ここでは2階勾配が果たす役

割について、1次元問題を例に考えてみる。塑性ひずみ速度が塑性ひずみの2階勾配に依存するとし

て、次の関係を仮定する。

　　　　　　　　　　　　　誓一β麗＋f（・・，・）（β〉・，・f＞・）　　　（3・1）

いま、x座標のある部分でひずみの局所化がおこり、塑性ひずみがその部分で大きく蓄積しているよう

な状況（図3．1）を考える。このとき、塑性ひずみの最大の点で、2階勾配は負になる。したがって、

（3．1）式中のβの値が正であれば、その場所での塑性ひずみ速度は負となり、それ以上の局所化が起き

ないことがわかる。

εP

β＞0

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　X

図3．1　塑性ひずみの空間的分布とβの果たす役割

このように、塑性ひずみの2階勾配は、βの値が正であれば、localization　limiterとして働くことがわ

かる。一方、βの値が負であれば、♂の増大は加速される。

　局所理論を用いれば、ひずみ軟化領域において支配方程式の楕円性が喪失し、著しいメッシュサイ

ズ依存性が現れるが、勾配理論はlocahzation　limiterとして作用し、支配方程式を楕円形のまま保持

する役割を果たす。したがって、変形が局所化した以後の挙動も安定的に解析することが可能となる。
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また構成式中に材料の特性長さのパラメータが含まれるため、せん断帯の幅などが予測可能となる。

さらに、クラックの進展解析においては、クラック先端のひずみの特異点を除去することができる。

勾配連続体理論は、localization　limiterとして用いられることが多いが、βの値を負にすることによっ

て、局所化をさらに促進するunstabilizerの役目も果たすことができる。　Okaら（1992）は、βの値を負

とした勾配項を弾粘塑性構成式に組み込み、不安定化子（unstabilizer）として勾配項の果たす役割を検

討している。彼らによれば、勾配項の導入によって、パターン的な局所変形が再現できることが明ら

かになっている。Vardoulakisら（1991）は、砂や岩を用いた三軸圧縮試験の数値シミュレーションを勾

配連続体理論に基づく構成式とコセラ理論を用いて行った。供試体寸法を種々に変えた解析を行うこ

とによって、勾配理論に基づく構成式の方が、コセラ理論より顕著な寸法効果を示すことがわかった。

　これまで、勾配項を含まない足立・岡の弾粘塑性構成式を用いて飽和粘土に対して、種々の数値解

析が行われてきた。本章では、第2章で提案した粘塑性ひずみの2階勾配を考慮した弾粘塑性構成式

を有限要素法により離散化したプログラムを用いて、簡単な初期値境界値問題を取り上げ、勾配項が

変形解析結果に及ぼす影響を考察する。本論文で用いる有限要素解析プログラムにおいて、その特徴

である有限要素における各自由度の定義を図3．2に示す。ひずみは変位を空間微分したものである

ため、ひずみ、応力、間隙水圧の近似度を合わせるという意味で、変位は二次の形状関数を用いて表

現する。変位は1要素8節点、間隙水圧については1要素4節点のアイソパラメトリック要素で定義

す60また、勾配項に関係する粘塑性体積ひずみについては、2階の空間勾配項を形状関数の微分を

用いて定義するため、1要素8節点のアイソパラメトリック要素で定義する。

　　変位　　　　間隙水圧 粘塑性体積ひずみ

図3．2　有限要素における自由度の定義

3．3層状粘土地盤のせん断変形解析

　勾配項を含んだ弾粘塑性構成式による数値解析において、勾配項が数値解析結果に与える影響を検

討するために、半無限地盤がせん断力を受ける場合を想定し、図3．3のような境界条件を持つ解析

モデルを考える。
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強制変位

22 o●
21 O●
20 o●
19 o●
18 o●
17 o●
16 O●
15 O●
14 o● 弱要素

岨
13

P2
O● ／　　積分

11
賀

10 O●
987

O●
潤怩

n●

・・t1・m

6 o● ○5 o● 1cm
4 O●
3 o●
2 O●
1 o●

図3．3　有限要素メッシュと境界条件

このモデル地盤では、変形の局所化のトリガーとして層状地盤中に強度の低い層を仮定し、11個の

有限要素正方形メッシュを用いた。図3．3で、色の濃い要素のある深さを強度の弱い層とした。強

度の弱い層は表3．1に示す通り破壊時の応力比を10％小さく設定した。要素境界全体としては非排

水状態であるが、各要素間の間隙水の移動は許した。また、変位境界については、各要素とも鉛直方

向には動かず、水平方向のみ変形可能とした。図3．3の地表面（要素供試体上部端面）に強制変位

を与えた。この、強制変位によって、中心にある弱要素に変形が集中し、塑性体積ひずみが蓄積し易

いと考えたため、弱要素を層状地盤の中心の深さに設定した。図中の白丸と黒丸はそれぞれ、各要素

の積分点を表し、図に向かって左側の積分点に、地表面から遠い順に番号を1から22番まで付した。

解析に用いた材料定数を表3．1に示す。ここで、勾配項にかかる係数β＝m’α3（以後β）を種々に変

化させ、粘塑性ひずみの2階空間勾配項が粘性土の変形解析結果に与える影響を考察する。勾配項に

かかる係数βは一1，0，5の3ケース、ひずみ軟化に関する係数G6は、20，50，100，150の4ケースとした。
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表3．1　材料定数
圧縮指数 λ 0，372

膨潤指数 κ 0，054

初期平均有効応力 σ㌦ 588（kPa）

間隙比 e 1．28

粘塑性パラメータ m’ 21．5

粘塑性パラメータ C 4．5×10－8（1／5ec）

破壊時の応力 Mホ 1．05

弱要素の破壊時の応力 Mホ 0．94

せん断弾性係数 σ 12946（kPa）

透水係数 ん 1．16×10－12（cm／5ec）

ひずみ速度 ξ 1．0（％／min）

軟化パラメータ G… 20，50，100，150

1つ目の解析ケースとして、ひずみ軟化に関する係数Giを100とし、解析を行った。図3．4aに見

かけのせん断応カー水平変位関係を示す。勾配項にかかる係数βを種々変化させた結果である。ここで、

見かけのせん断応力とは、供試体上端面の3っの節点の水平反力を上端面の長さ（1cm）で除したも

のである。また、水平変位とは、供試体上端面の左側の節点の水平に移動した量である。このときの

水平変位速度は0．004cm／3ecである。

ら’・10α変形速度司oo4（・m／＄・c）

3

ひ∈

o
＞25
己
亭ミ　2

性

振t5 249
ぐ塾　1e

　　　’@　　　、@　、Q47　　〔　　　　　、　　　　　　、
一一一 ﾀ＝－1

@　　β＝0
←705只 245

@0．7　　　　　0戊5
β計5

眠
o

0 02　　　軌4 ρ6 08 1

水平変位量 （cm）

図3．4a見かけのせん断応カー水平変位関係

図3．4aでは、軟化している部分の応力に微小ではあるが差異が見られる。前節で示したとおり、勾

配項が正（項＞0）の場合（β＞0）は塑性ひずみの発生を抑制する。そのため、変形量が小さくなり、

節点反力は大きくなると考えられる。逆に、勾配項が負（項く0）の場合は、塑性ひずみの発展を加速

させ、節点反力は小さくなると考えられる。この現象は、塑性ひずみの発達するひずみ軟化域におい

て確認できる。図3．4bに粘塑性体積ひずみの分布を示す。横軸に積分点番号、縦軸に粘塑性体積

ひずみを示した。このときの水平変位量は0．68cmである。粘塑性体積ひずみが発達している積分点1

1を拡大してみると、β＝5の場合、粘塑性体積ひずみが抑制されており、β＝－1のときは、粘塑性

体積ひずみが大きくなっている。同様に、間隙水圧の分布を図3．4cに示す。弱要素では間隙水圧は
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他の部分に比べて小さくなっている。この部分を拡大してみると、正のβでの間隙水圧は、ゼロまたは

負のβの結果に比べて大きくなっている。

9’＝1　CO，褒形速度＝0．004（cm／s●c）

．◆・．・φ’’

’

随　臼ロ　咽oo
@oo　oo

1111

…㎜㎜…㎜㎜

　ooO

βββ

t3579111315171921
　　　　積分点番号

図3．4b粘塑性体積ひずみの分布

　“　7　6

図3．4c　間隙水圧の分布

2つ目のケースとして、粘塑性体積ひずみの2階空間勾配項にかかる係数βをβ＝＋5、ひずみ軟化に

関するパラメータG6をG6＝100とした場合に、変形速度を0．OOIcni／sec、0．OOscm／sec、0．01cm／sec

の3種類に変化させ数値解析を行った。図3．5aに見かけのせん断応カー水平変位関係を示す。

き’

鴇1．5
一衰形速度＝0．00（cm！舗c）

一変n多速度＝0．005（cπ1／sec）

一変形速度＝0．008（cm／sec）

図3．5a見かけのせん断応カー水平変位関係

水平変位速度が大きいほど、見かけのせん断応力が大きくなっているのが明確にわかる。水平変位速

度の変化によって弾性域も変化することがわかる。図3．5bに粘塑性体積ひずみの分布、図3．5c

に間隙水圧の分布を示す。粘塑性体積ひずみ（図3．5b）については、変形速度が小さいほど全体的

に大きな値をとっているが、供試体内での分布の仕方は、同じで、供試体中心部にひずみが集中して

いる。また間隙水圧は、供試体中心部の値が小さくなっており、粘塑性体積ひずみと同じように、変

形速度が小さいほど全体の間隙水圧が大きくなっている。
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図3．5b粘塑性体積ひずみの分布 図3．5c　間隙水圧の分布

3つ目のケースとして、粘塑性体積ひずみの2階空間勾配項にかかる係数βをβ＝＋5、変形速度を

0．004an／secとして、ひずみ軟化に関するパラメータGiをG…＝20，50，100，150と4種類に変化させ数

値解析を行った。図3．6aに見かけのせん断応カー水平変位関係を示す。

図3．6a見かけのせん断応カー水平変位関係

ひずみ軟化に関する係数伺はその値を大きくすると軟化の傾向が弱くなる係数である。この係数を変

化させたときの粘塑性体積ひずみの分布（図3．6b）と、間隙水圧の分布（図3．6c）を示す。粘

塑性体積ひずみの分布については、軟化の度合いが大きい場合（例えばG5＝20のとき）の方が供試

体中心部に粘塑性体積ひずみが集中している。このとき、供試体中心部以外は、粘塑性体積ひずみの

値は全体的に小さくなっている。また、間隙水圧の分布については、供試体中心部の変形が集中した

部分ではGiの値が変化してもほとんど違いはないが、それ以外の部分では、　G》＝150の軟化傾向の

小さい場合の方が値が大きくなっている。
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図3．6b粘塑性体積ひずみの分布 図3．6c　間隙水圧の分布

3．4層状粘土地盤のせん断変形解析の考察

　塑性体積ひずみの2階空間勾配項を導入した弾粘塑性構成式を用いた有限要素解析プログラムによっ

て、粘性土の局所的な変形を数値解析した。境界条件により、供試体中央に変形が局所化するように

設定した。ここでは、塑性体積ひずみの2階空間勾配項に関する係数だけでなく、ひずみ軟化に関す

る係数および変形速度を種々に変化させて、勾配項との関係についても比較した。

　同じひずみ軟化の状態で、変形速度一定で勾配項に関する係数を変化させた場合、勾配項全体の値

が小さくなると、粘塑性体積ひずみの発生が押さえられて、軟化の傾向が小さくなった。

　勾配項を正の値で固定して、ひずみ軟化に関する係数も一定にし、変形速度のみを変化させた場合、

変形速度が速い場合はせん断応力は大きくなり、粘塑性体積ひずみも間隙水圧も全体的に小さくなっ

た。

　勾配項を正の値で一定に保ち、変形速度も一定に保ったとき、ひずみ軟化に関する係数を変化させ

て解析を行った。ひずみ軟化に関する係数を変化させると、変形の集中した部分では、軟化の度合い

が大きい場合の方が、粘塑性体積ひずみ発生が大きい。

3．5粘土供試体の二次元平面ひずみ圧縮変形解析

　3．2節で行った層状地盤の変形解析の結果をもとに、粘性土が平面ひずみ状態で二次元的に変形する

境界条件を設定し数値解析を行う。図3．7に変形解析に用いた粘性土の境界条件を示す。また、解

析に用いた粘性土の材料定数を表3．2に示す。図3．7のように供試体上部端面から1．0％／minの

見かけの軸ひずみ速度で強制変形を与え変形させる。このとき、供試体の変形状態は左右対称である
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示したとおり供試体の右部のみを用いて解析を行った。境界に対して非排水条件であるが、供試体内

部での間隙水の移動は可能とした。同境界条件で粘塑性体積ひずみの二階空間勾配項に関する係数βを

変化させ、この変化が粘土の変形、特にせん断帯付近の試料の挙動にどのような影響を及ぼすか、解

析結果から考察する。

　　　強制変位速度
（みかけのひずみ速度＝10％／min）

図3．7　粘土供試体モデルと境界条件

表3． 2　解析に用いた粘性土の材料定数

圧縮指数 λ 0，372

膨潤指数 κ 0，054

初期平均有効応力 σLo 588（☆Pα）

間隙比 e 1．28

粘塑性パラメータ
ητ’ 21．5

粘塑性パラメータ 0 4．5×10－8（1／・ec）

破壊時の応力 M° 1．05

せん断弾性係数 G 12．9（MPα）

透水係数 夫 1．16×10－12（㎝・／5ec）

軟化パラメータ G6 100

上記の条件を用いて、解析対象部分を表3．3のように3種類のメッシュ構成に分け、それぞれのメッ

シュについて粘塑性体積ひずみの二階空間勾配項にかかる係数βを0と10と設定して、計六通りの数値

解析を行った。3種類のメッシュはそれぞれ（横×縦）、200要素（10×20）、800要素（20×40）、3200

要素（40×80）で構成されている。
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表3．3　数値解析のケース
200要素

i10×20）

800要素

i20×40）

3200要素

i40×80）

勾配項なし

iβニ0） ケース1 ケース3 ケース5

勾配項あり

iβ＝10） ケース2 ケース4 ケース6

図3．8に勾配項なしのケース（ケース1、ケース3、ケース5）及び図3．9に勾配項ありのケース

（ケース1、ケース3、ケース5）での軸ひずみ一軸差応力関係を示す。ここで軸ひずみとは、供試体

高さで変形量を除したものであり、軸差応力とは、σ1一σ3を示す。すぺてのケースにおいて軸ひずみ

3％程度まではほぼ同じ曲線であるが、それ以上の軸ひずみになると、メッシュサイズの違いにより挙

動に大きな違いが現れている。勾配項なしのケースでは、メッシュ数の大きいケースの方が軸差応力

が小さいのに対して、勾配項ありのケースでは逆に、メッシュ数の大きいケースの方が軸差応力が大

きくなっている。2つのグラフから、勾配項の導入は、軸差応力を大きくすること、また同じ大きさ

の解析対象に対して細かくメッシュを細分化させた方がより軸差応力を大きくさせることがわかる。

勾配項なし

900

800

？700
工
吉600 一　　　’　　一　　一　　一　　一　　一

R500
篇　；ll魯200

一ケース1
|一一 Pース3

100 一ケース5
o

0 2　　　　4　　　　6 8　　　10　　　12

軸ひずみ㈲

R500
授400
網300
葺200

一ケース2
－一一 Pース4

図3．8軸ひずみ一軸差応力関係（勾配項なし）図3．9軸ひずみ一軸差応力関係（勾配項あり）

図3．10に各ケースでの軸ひずみ10％時のせん断ひずみの分布を示す。ここでせん断ひずみは、

∨砺を示す。勾配項が導入されていない場合、メッシュ数が多くなるとせん断ひずみ測度の分布の

幅が小さくなっていくのに対し、勾配項が導入されている場合、メッシュ数が多くなってもせん断ひ

ずみの分布の幅は小さくなっていない。ここで、図3．8と図3．9で得られた結果と同じようにメッ

シュ数が少ない場合は勾配項の影響は現れないが、メッシュ数が多い場合（ケース5とケース6）勾

配項の影響が大きく現れていることがわかる。また、せん断ひずみが集中する部分では、勾配項を導

入していないケースのせん断ひずみの値が大きくなっていることがわかる。つまり、勾配項の導入は

せん断ひずみの集中を緩和させる。これらの結果から、勾配項の導入はメッシュサイズ依存性を緩和

させる働きを持つことが分かる。ここで、各ケースでの軸ひずみ10％時の変形メッシュを図3．11

に示す。図3．10の場合と同様に、勾配項を導入した場合（ケース2、ケース4、ケース6）メッ



シュが大きく変形した部分が集中していないことがわかる。
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図3．11　各ケースでの変形メッシュ（軸ひずみ10％のとき）
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3．6粘土供試体の二次元平面ひずみ圧縮変形解析の考察

　粘性土が二次元的に変形する境界条件を設定し数値解析を行った。3．2節と同様、塑性体積ひずみの

2階空間勾配項を導入した弾粘塑性構成式を用いた有限要素解析プログラムによって、粘性土の局所

的な変形を数値解析した。境界条件により、供試体に変形が局所化する（せん断帯の発生）ように設

定した。ここでは、塑性体積ひずみの2階空間勾配項に関する係数と有限要素メッシュ数を変化させ、

計6ケースの数値解析を行い、それらの解析結果を比較した。粘土の変形、特にせん断帯付近の試料

の挙動にどのような影響を及ぼすかを検討した。

　軸ひずみ一軸差応力関係から、すべてのケースにおいて軸ひずみ3％程度まではほぼ同じ曲線であ

るが、それ以上の軸ひずみになると、メッシュサイズの違いにより挙動に大きな違いが現れた。勾配

項なしのケースでは、メッシュ数の大きいケースの方が軸差応力が小さいのに対して、勾配項ありの

ケースでは逆に、メッシュ数の大きいケースの方が軸差応力が大きくなった。2つのグラフから、勾

配項の導入は、軸差応力を大きくさせ、また同じ大きさの解析対象に対して細かくメッシュを細分化

させた方がより軸差応力を大きくさせた。

　軸ひずみ10％時のせん断ひずみ測度の分布図と変形メッシュ図から、勾配項が導入されていない場

合、メッシュ数が多くなるとせん断ひずみ測度の分布の幅が小さくなるのに対し、勾配項が導入され

ている場合、メッシュ数が多くなってもせん断ひずみ測度の分布の幅は小さくなった。変形メッシュか

らも同様の傾向を得ることができた。メッシュ数が少ない場合は勾配項の影響は現れないが、メッシュ

数が多い場合、勾配項の影響が解析結果に大きく現れた。せん断ひずみが集中する部分では、勾配項

を導入していないケースのせん断ひずみ測度の値が大きくなった。勾配項の導入はメッシュサイズ依

存性を緩和させる働きを持っことが分かった。

3．7初期不整を持つ粘土供試体の変形解析

　前節までに行われてきた数値解析は、いずれも境界条件により強制的に局所的変形が発生するよ

うなケースであった。これまでに勾配依存型理論を用いて粘性土の変形解析が行われている（Okaら

（1997）），（Okaら（1997））。しかし、弾粘塑性構成式を用いた土一水連成解析では、粘性材料自体が非局所

的性質を示す。また、土一水連成解析でも、同様に、間隙水が非局所的な性質に等価な性質を示した。

そのため、勾配理論を導入しても、その空間勾配そのものの性質を把握することが困難であった。そ

こで、縦20cm×横10cmの飽和粘土供試体の両側面に微小な初期不整を与えた（図3．12）。このこ

とにより、同じモードの変形になり、また、局所的に変形を集中させ、構成式の持つ勾配項の非局所

的性質を把握しやすくした。
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強制変位0．01％／min
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灘騨難難難
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初期不整の形状

図3．12　初期不整を持っ粘土供試体モデルと境界条件

本節でシミュレートする粘土モデルの有限要素メッシュと境界条件を図3．12に示す。供試体の境

界は非排水状態であるが、内部では間隙水は移動できる。有限要素メッシュは、これまでの研究で要

素数が多い方が勾配項の影響が大きいことがわかっている（福島（2000））。そこで20×40の800要素

を用いた。供試体両側面に与えた初期不整は、形状は余弦波であり、その振幅は0．003cmとした（福

島（2000））。供試体両側面に同位相の初期不整を与えることによって、局所的変形のトリガーとするこ

とを目的とした。また、平面ひずみ条件下で供試体上部端面に0．01（％／mt：n）の速度で強制変位を与え

る。強制変位速度は、供試体高さで変位量を除したもの（見かけの軸ひずみ）を用いた。以上の条件

において、粘塑性体積ひずみの2階勾配項にかかる係数を種々に変化させ、供試体上部端面から強制

変位を加え変形させ、供試体の挙動について考察する。

解析に用いた粘土の材料定数を表3．4に示す。

表3．4　解析に用いた粘土の材料定数
圧縮指数 λ 0，372

膨潤指数 κ 0，054

初期平均有効応力 σLo 588（んPα）

間隙比 e 1．28

粘塑性パラメータ m’ 21．5

粘塑性パラメータ C 4．5×10－8（1／5ec）

破壊時の応力 Mホ 1．05

せん断弾性係数 G 12946（kPα）

透水係数 た 1．16×10－8（cη↓／sec）

軟化パラメータ G… 100
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解析には3種類の勾配項に関する係数βを用いた。勾配項を考慮しない場合をケース1、βニ1．0の場

合をケース2、β＝2．0の場合をケース3とした（表3．5）。

表3．5　初期不整を持つ供試体の解析ケース
β

解析ケース

00

ケース1

10

ケース2

20

ケース3

図3．13に各ケースによる計算結果の見かけの軸差応カー見かけの軸ひずみ関係を示す。ここで、

見かけの軸差応力とは、供試体上部端面の節点反力を供試体上部端面の面積で除したものである。ま

た、見かけの軸ひずみとは供試体全体の変形量を供試体高さで除したものである。

＿　β＝0．0
｡■■＿　β＝1．0

Q＿＿．　β＝2⑩

〆／〆
Cφ

■　　　　　　　　　、

　600

@500

R400吉十ミ300健謝雷209　100　　　0

438・1　　　　ψ・・己
@　　　　　　克滅438C5諺多

@438
@　　399　　　　　　　　　　4

0　　　　1　　　　2　　　　3　　　　4　　　　5　　　　6
@　　　　　　　　見かけの軸ひずみ㈲

図3．13　見かけの軸差応九見かけの軸ひずみ関係

見かけの軸差応カー見かけの軸ひずみ関係を見ると、6％まではほぼ同じ関係を持っている。しかしな

がら、拡大図を見ると、βが大きいケースの方が、微小ではあるが見かけの軸差応力が大きくなってい

る。この傾向は、弾性域が終わる1％以降から、軟化の始まる5％までほぼ同じである。また、この傾

向は先に述べた、柱状粘土地盤のせん断解析の結果と同じである。

次に、βの大きさによって、変形後のメッシュ（供試体の形状）がどのように変化するかを示す（図

3．14）。見かけの軸ひずみ6％までの各ケースの変形状態はほぼ同じであるが、見かけの軸ひずみ

が8％のとき、勾配項を考慮しないケース1ではせん断帯が確認できるが、ケース3では確認できず、

供試体全体が変形しているように見える。このことは、柱状粘土地盤のせん断解析の結果と同じよう

に、ケース3では粘塑性体積ひずみの発生が抑えられ、供試体全体の変形を抑制させていると考えら

れる。見かけの軸差応カー見かけの軸ひずみ関係では、ほとんど差異のない結果に見えるが、供試体

の変形状態は大きく異なっている。
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　　　　　　　　　　　図3．　　　各ケースの変形後の有限要素メッシュ

　　　　　（左からケース1、ケース2、ケース3、上から見かけの軸ひずみ4％、6％、8％）

勾配項に関する係数β（勾配項）の導入が、変形を抑制していることを確認するために、変形した供

試体形状を用いて、せん断ひずみ測度の分布を示す（図3．15）。ここで、せん断ひずみとは、各

節点でのせん断ひずみの不変量（vi　yiy7ily）である。変形メッシュ図から、見かけの軸ひずみ4％およ

び6％時のせん断ひずみ測度の分布状態はは各ケースともほぼ同じであったため、見かけの軸ひずみ

8％時の分布のみ示した。供試体内の分布量の敷居値を0．13とし、敷居値以上の値の部分を黒く塗りつ

ぶした。

最大値 0．554

ケース1
β＝0．0

0．459

ケース2
β＝1．0

0．436

ケース3
β＝2．0

図3．15　各ケースの変形後のせん断ひずみの分布

　　　　（見かけの軸ひずみ8％、敷居値0．13）
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図から、見かけの軸ひずみ8％のとき、明らかにケース1よリケース3の方がせん断帯の幅が大きく

なっている。各分布図の上に示したせん断ひずみ測度の最大値から、ケース3の方がケース1より、せ

ん断ひずみの値が抑えられていることがわかる。そのためケース3では、供試体全体が変形するよう

になったのではないかと考えられる。

次に、変形した供試体形状を用いて、間隙水圧の分布を示す（図3．16）。先述した図3．15と同

じように、変形メッシュ図から、見かけの軸ひずみ4％および6％時のせん断ひずみ測度の分布状態は

は各ケースともほぼ同じであったため、見かけの軸ひずみ8％時の分布のみ示した。供試体内の間隙水

圧の分布値の敷居値を500（kPa）とし、敷居値以上の値の部分を黒く塗りつぶした。また、各ケースで

の間隙水圧の最大値を図の上に示した。ケース3では間隙水圧の低い部分が若干多くなっている。ま

た、間隙水圧の最大値はケース3が最も小さくなっている。供試体全体の変形が一様であるため、間

隙水が全体に分布したすれば、このことによって変形メッシュ図に見られるせん断帯の違いとなると

考えられる。

最大値 765（kPa）

ケース1
β＝0．0

763（kPa）

ケース2
β＝1．0

の腔ぷ7

阿鷲輌

図3　16　各ケースの変形後の間隙水圧の分布

　　（見かけの軸ひずみ8％、敷居値500（kPa））

3．8初期不整を持つ粘土供試体の変形解析のまとめ

　粘塑性体積ひずみの2階空間勾配項の有限要素解析結果に及ぼす影響について、把握するために、

両側面に初期不整を持つ粘土のモデルを用いて数値解析を行った。粘土供試体の両側面に初期不整を

与えることにより、、変形状態を統一化させ、その状態で局所的変形のトリガーとすることを目的とし

た。

解析結果から、粘塑性体積ひずみの2階空間勾配項にかかる係数βを正の値とすると、（限られたβの

値であるが、）変形が抑制される。このことは、せん断ひずみと間隙水圧の局所化が抑制されたことで

あり、結果としてせん断帯の幅を変化させた。
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3．9勾配依存型弾粘塑性モデルを用いた粘土の変形解析のまとめ

　勾配依存型弾粘塑性構成式を導入した有限要素プログラムを用いて数値解析を行った。粘塑性体積

ひずみの二階空間勾配項が、数値解析結果にどのような影響を及ぼすか検討するため、層状地盤を仮

定した一次元的せん断変形を起こす境界値問題を考え、粘塑性体積ひずみの二階空間勾配項が、数値

解析結果にどのような影響を及ぼすか検討した。同じひずみ軟化の状態で、変形速度一定で勾配項に

関する係数を変化させた場合、勾配項全体の値が小さくなると、粘塑性体積ひずみの発生が押さえら

れて、軟化の傾向が小さくなった。勾配項を正の値で固定して、ひずみ軟化に関する係数も一定にし、

変形速度のみを変化させた場合、変形速度が速い場合はせん断応力は大きくなり、粘塑性体積ひずみ

も間隙水圧も全体的に小さくなった。勾配項を正の値で一定に保ち、変形速度も一定に保ったとき、ひ

ずみ軟化に関する係数を変化させて解析を行った。ひずみ軟化に関する係数を変化させると、変形の

集中した部分では、軟化の度合いが大きい場合の方が、粘塑性体積ひずみ発生が大くなった。

　境界条件によりせん断帯を発生させるような、粘性土の二次元的変形数値解析を行った。粘塑性体

積ひずみの二階空間勾配項が粘性土の変形、特にせん断帯付近の挙動にどのような影響を及ぼすか検

討した。軸ひずみ一軸差応力関係から、軸ひずみがある程度大きくなると、メッシュサイズの違いに

より挙動に大きな違いが現れた。勾配項の導入は、軸差応力を大きくさせ、また同じ大きさの解析対

象に対して細かくメッシュを細分化させた方がより軸差応力を大きくさせた。また、軸ひずみ10％時

のせん断ひずみ測度の分布図と変形メッシュ図から、メッシュ数が少ない場合は勾配項の影響は現れ

ないが、メッシュ数が多い場合、勾配項の影響が解析結果に大きく現れた。勾配項の導入はメッシュ

サイズ依存性を緩和させる働きを持つことが分かった。

　変形状態を統一化させ、その状態で局所的変形のトリガーとさせることを目的とした初期不整を粘

土供試体の両側面に与え、数値解析を行なった。粘塑性体積ひずみの2階空間勾配項にかかる係数βを

正の値とすると、（限られたβの値であるが、）変形が抑制された。このことは、せん断ひずみと間隙水

圧の局所化が抑制されたことであり、結果としてせん断帯の幅を変化させた。

　以上3種類の初期値境界値問題から、粘塑性体積ひずみの二階空間勾配を導入することで、各有限

要素の変形が抑えられることによって、変形が集中する部分が少なくなり、結果として、供試体全体

の変形を抑制させることがわかった。
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第4章勾配依存型弾粘塑性構成式を用いた地盤材料中の一次元波動伝播解析

4．1概説

　粘土や砂などの地盤材料は、材料の特性長さを持っている。したがって、斜面や基礎地盤の破壊の

際に見られるせん断帯の幅はゼロではない。また、数値解析においても、材料の特性長さを考慮して

いない有限要素解析では、メッシュ分割の大きさにより得られた解に差異が生じることが知られてい

る。このような問題を解決する方法として、偶応力を考慮したコセラ連続体理論や、構成則に塑性ひ

ずみの勾配項を導入する塑性ひずみ勾配型理論があげられる。本章では、粘塑性ひずみ勾配型理論に

着目し、弾粘塑性構成式に粘塑性ひずみの二階空間勾配項を導入したモデルの動的特性を明らかにす

るため、一次元モデルを用いて、地盤材料中を伝播する波動の数値解析を行った。

4．2一次元波動支配方程式

　本節では、ソリトン型の波の応力伝播特性を考えるにあたって、必要な一次元支配方程式（Oka　and

MUhlhaus（1994））を考え、差分法を用いて定式化する。一次元波動の支配方程式を以下のように示す。

運動方程式

　　　　　　　　　　　　　　　　　・蒜一ρ裟一裟　　　　　（…）

構成式

　　　　　　　　　　　　　　　　　　裟一r1裟＋誓　　　　　（・2）

粘塑性ひずみ速度の発展則

　　　　　　　　　　　　　　誓一・（・一・ae－VP　＋b・trp2＋・誓）　　　（4・3）

ここで、上式中では以下のようにした。
　蓑　　：全ひずみ速度　　　　　　　　　　　寄　：粘塑性ひずみ速度

　σ　　：応力　　　　　　　　　　　　　　　　u　：変位

　v　　：速度　　　　　　　　　　　　　　　　ρ　：質量密度

　E　　：弾性係数　　　　　　　　　　　　　　μ　：粘性に関する係数

誓　：粘塑性ひずみの二階微分（二階勾配）　α　：ひずみ硬化に関する材料定数

　b　：ひずみ軟化に関する材料定数　　　　　c　　粘塑性ひずみ勾配に関する材料定数

　εep　：粘塑性ひずみ

4．3差分法

　4．2節で示された構成式、粘塑性ひずみの発展則

力波の伝播特性を調べる。

差分法で定式化するために次のように定義する。

、波動方程式を差分法を用いて数値的に解き、応
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・長さ1の地盤材料において区間0＜x＜1内にn－1個の分点Xiを

　0＜τ1＜x2＜x3＜＿＜Xn＿2＜Xn＿1＜Xn＝1となるようにとる。

・ここで、△x＝iXi＝Xi＿1＋△xとおく。

　さらに、時間増分△tを用いて時刻ちをち＝tゴ＿1＋△t（」＝1，＿，m），to＝0　と定める。

　そして格子点（Xi，ち）でのひずみの関数値をε‘」と表す。

・σi，ゴ，Ui，ゴ，εVPi，ゴについても同じように定義する。

・また、時間微分、空間微分の差分法は次のように定義する。

（時間微分）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　裟一ε’，ゴ＋言εちゴ　　　　　（4・4）

（空間微分）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　裟一σ‘＋私；云：‘－1ゴ　　　　（4・5）

ここでεε，ゴは、櫛点の」時間における全ひずみを表す。次に、二階の差分は次のように定義する。

　　　　　欝一壽｛θ（・江1，ゴ＋一2・男・＋1＋・121．」＋1）＋（・－e）（・翫一2・駕略、）｝（4．6）

ここでθは差分パラメータ（0≦θ≦1）である。

　　　　　　　　　　　　　　　∂語・－u・，…一芸i多＋u・ナ・　　　（・・7）

これらの式を用いて、差分での定式化を行う。

4．4方程式の差分化

　ここでは4．3節の定義に基づき、構成式、粘塑性ひずみの発展則及び波動方程式の差分を行う。

（差分法による定式化）

構成則（4．2）式より、

　　　　　　　　　　　　　　　∂ε　　　1∂σ　　∂εtワ　　　　　∂u

　　　　　　　　　　　　　　　颪＝莇＋一玩一　尻＝・　　　　　（4・8）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　1
これを差分法を用いて表すと、

　　　　　　　蹄気ゴー±σ・・＋量四・＋￥・19・・，Ey，e，司、叫・・；云宍　　（4．9）

　　　　　　　u’＋1，ゴ＋1〔迭（u‘＋1・－u’－1・・）一±（・、、＋1一σ、、）＋・江ザ・3　（4…）

　　　　　　　u糊》云≡＋L±・i，ゴ・・一・男．、－u‘＋L；云1’－1」一：・i，ゴー・3　（4…）



（端点での差分の処理）

i＝1のとき

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　U2，」－Ul，ゴ　　　　　　　　　　　　　　　　　　U2，j十1－Ul，ゴ十1
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　△x　　，ε1，ゴ＝　　△x　　　　　　　　　　　　　　ε1，ゴ＋1＝

　　　　　　　　　　U2，・＋1孟U1計1－±・・計・一・篶．、－U2，ゴ云μ1L±σ1」一・ye」

i＝nのとき

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　μn，」　Un－1，ゴ　　　　　　　　　　　　　　　　　　μn，」十1－Un－1，ゴ十1
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　△x　　　，εn，ゴニ　　ムx　　　　　　　　　　　　　εn，」＋1＝

　　　　　　　　U殉・＋1云…π一1舟1－±・nl…一・e」．、一μπ」云…π一1」一±・n7・一・鶏

粘塑性ひずみの発展則（4．4）式より、

　　　　　　　　　　　　　　　　∂；：一・（　　　　　　　　　　　　2　∂2εepσ一aε”ρ＋b・”P＋・∂。・）

ここで差分法を用いて表すと、

　　　　　ε署・言ε男一・（　　　　　　　　　　　　　2σ・，ゴーαε裟＋b・裟）＋蓋θ（・江1計1－2・器．、＋・㌍1加1）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　＋芸（・一θ）（・江市2・；5＋・；竺1・）

　　　　　　－c竺会£・㌍1加1＋（　　　2cμθ△t1十　　　　△X2）・：号．、＋（－c芸会‘）・181加1

　　　　　　　　－・弩＋・△t（　　　　　　　　　　　　　　　2σ社一a・“”，，9・＋b・裟）＋芸芸（1一θ）（・江1ブ2・15＋・㌍、、）

ここで、

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　cμθ△t
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　P≡一
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　△x2

のようにPを定義すると（4．18）式は次のようになる。

　　　　　　P・㌍、，ゴ．、＋（1－2P）・署＋1＋P・江1，ゴ＋1

　　　　　　　　　－・3＋μ△t（・・ゴー嬬＋b・：Z）－P（1一θ）（・江、仁2・芸号＋・翫）

（端点での差分の処理）

端点では、二階微分が0になるように、次のように扱った。

i＝1のとき

　　　　　　　　　　　　　　　　　ε㌍1，ゴ＋1＝ε器＋1，ε㌍1，ゴ＝ε3
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（4．12）

（4．13）

（4．14）

（4．15）

（4．16）

（4．17）

（4．18）

（4．19）

（4．20）

（4．21）



これを（4．20）式に代入すると

　　　　　　　　（1－P）・男＋1＋P・i＋1，ゴ＋1－

　　　　　　　　　　　　　　・署＋・△t（・i，ゴー碍＋b・穿）－P（1一θ）（・江、，、一・3）

よって

　　　　　　　　　（1－P）・篶．、＋P・路．、一

　　　　　　　　　　　　　　・篶＋μ△t（・・」一蝿＋b・擦）－P（・一θ）（・認一・男）

i＝nのとき

　　　　　　　　　　　　　　　　　・器1，ゴ．、＝・署ゴ．、，・：算、，ゴ＝・署ゴ

これを（4．20）式に代入すると

　　　　　　　　（1－P）・2，，ゴ．、＋P・3＋1＝

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　2　　　　　　　　　　　　　　㌶＋μ△t（・i，ゴー・・18＋b㌶）－P（1一θ）（・㌍1仁・⑳

よって

　　　　　　　　　（1－P）・江、，ゴ＋1＋P・㌃ゴ．、

　　　　　　　　　　　一認＋μ△t（・n，ゴー・認＋b・寄）－P（・一θ）（・；竺ザ・認）

運動方程式

（4．1）式より、

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　∂2u　∂σ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ρ諏＝蕊

これを差分法を用いて表すと、

　　　　　　　　　　　　　　芦＋1誌≒1°一晶（u・，・＋1　一・2・・，ゴ＋・・，」一・）

　　　　　　　　　　　　　；△t2（・i＋1〔・・）－2△・（u・，・＋1－2・〔・一・）

　　　　　　　　　　　　2△xu・，・＋i－i△t2（σi＋・・一σ1－・，」）＋2△・（2一り一・）

（端点での差分の処理）

i＝1のとき
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　∂σ＿（σ2，ゴーσ・，ゴ）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　∂x　　　　△x
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（4．22）

）324（

　424（

（4．25）

（4．26）

（427）

（4．28）

（4．29）

（4．30）

（4．31）



　　　　　　　　　　　　　△xu・計・一；△t2（…一σ1」）＋△・（2－・チ・）

i＝nのとき
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　∂σ　（σ。，ゴーσn－・，ゴ）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　∂x　　　　△x

　　　　　　　　　　　　△xu。，、＋1－！△t・（。ntゴー。n．、，、）＋△・（2Un，ゴー・。，、一．．．、）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ρ

（4．11）式、（4．20）式、（4．30）式及び、境界条件よりつぎのマトリクスとベクトルが得られる。

Aマトリクス

1

Dベクトル

△x

1－P　　O　　O　　　P

－1／2△xO－1／E　O　－1　0　1／2△x
　　　　　　　　　　　　2△x

　　　　　　　　　P　　O　　O　1－2P　　O　　　O　　P

　　　　　　　　　　　　　　　　　　－1／△x　O　－1／E1／△x　－1

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　1

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　P　　　　O　　　O　　1－P

D（1）

D（2）

D（3）

D（3i－2）

D（3i－1）

D（3i）

D（3n－2）

D（3n－1）

D（3n）

f（t）

；△t2（・・，ゴーσ1，ゴ）＋△x（2Ul，ゴーu・，ゴー・）

・謬μ1△t（・・，ゴー・・謬曙2）＋響（1一θ）（鵜一・認）

『一±σr・；号
；△t2（・i＋1，ゴー・i－・，ゴ）＋2△x（2Ui，ゴーu・，ゴー1）

・18＋μ△t（・i，ゴー嬬＋b・男2）＋響（1一θ）（・鐸、，ゴー2・：写＋・貿、，ゴ）

『一±・n，ゴー認
0

・ge”＋・△t（σ。，ゴー蝿＋嬬）＋鵠（・一θ）（・器1，、一・認）
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（4．32）

（4．33）

（4．34）
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［（▲）

σ1，ゴ＋1

Ul，」＋1

・篶．、

σ‘，」＋1

Ui，ゴ＋1

・器＋1

σn，ゴ＋1

Un，ゴ＋1

・鴇＋1

　　D（1）

　　D（2）

　　D（3）

D（3i－2）

D（3i－1）

　　D（3i）

D（3n－2）

D（3n－1）

　D（3n）

（4．35）

D（1），D（2），D（3）はそれぞれ（4．14）式，（4．32）式，（4．22）式によるi＝1の場合の端点での処理の右

辺にあたり、D（3n－2），D（3n－1），D（3n）はそれぞれ（4．15）式，（4．34）式，（4．25）式によるi＝nの

場合の端点での処理にの右辺にあたる。また固定端ではu＝0なのでD（3n－1）＝0とし、応力を自由

端から加えるのでD（1）＝∫（t）とした。これらのマトリクスとベクトルをプログラムに組み込み解析

を行う。

4．5　ソリトン（孤立波）解

　ここでは、解析に用いる応力波について考える。入力する応力波に関して、岡ら（1994）は、非線形

ひずみ勾配依存構成式の波動特性としてソリトン解の存在を報告している。次にその内容について示

す。

簡素化するためにここでは次の構成式のみを取り扱う。

構成式

　　　　　　　　　　　　　　　　　σ＝（αε一bεエェー3bε2）　　　　　　　　　　　　　　　（4．36）

波動方程式

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　∂2u　∂σ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ρ扉一5．7　　　　　　　（4・37）

以上より

　　　　　　　　　　　　　　　　　∂2u　∂（ae－　一　3bε2－bε。r）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（4．38）　　　　　　　　　　　　　　　　ρ扉＝　　　∂x

X＝X－Cotを用いて左辺を書き換える。ここでCO：速度

　　　　　　　　　　　　　　　　ρ蒜一μ嘉一嬬∂篇、　　　（4・39）

ここでε＝器を用いると

　　　　　　　　　　　　　　　　　　μ鑑一嚇　　　　 （4・4・）



（4．37）式及び（4．39）式より

　　　　　　　　　　　　　　　　ρ巖一∂（αε一3bε一bεxx　　　　　∂x）

Xで積分する。

　　　　　　　　　　　　　　　　嬬ε＝αε一3bε2－bεxx十E

ここでE＝定数

E＝0とおくと

　　　　　　　　　　　　　　・’ε一3k2－be。。＝0（at＝α一㎡）　　　　　　（4．43）

広田の方法（Hirota（1976））を用いて、勾配依存型構成式におけるソリトン解を求める。ここで

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　・－2芸1・9。f　　　　（4・44）

として（4．42）式を変形すると

　　　　　　　　　　　　　　　　　（AD茎一b1）：）（f・f）＝0　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（4．45）

広田の方法を用いると

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　f＝1＋C・k・x　　　　　　　　　（4．46）

と求められる。（k・1は定数）（4．43）式，（4．45）式より

　　　　　　　　　　　　　・一麟一～＝　　　
（4．47）

　　　　　　　　　　　　　　　　一巽・恥・ecん21曇・X＋・・1

ここでC＝eη・：定数である。

X＝0とおくと
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　・一（2c層1十C），　　　　（4・・8）

このとき、X→ooでε＝0となり、このことは得られた解がソリトン解であることを示している。

4．6均質材料中の一次元波動伝播解析

　ここでは均質地盤中の波動伝播解析を一次元モデルを用いて行う。

解析方法及び解析材料

　51

（4．41）

（4．42）

図4．1に示すように片側自由、片側固定の均質な弾粘塑性体を考え、応力を自由端から与える。これを
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一次元モデルで解析を行う。

応力

自由端（x＝0）
固定山（x＝1）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　図4．1解析方法

境界条件を次のように示す。

ε（x，O）＝0σ＝（x，　O）＝OU（1，t）＝0σ（O，　t）＝f（t）（t＞0）

入力波形

入力する波形は、svpニ0において既に局所解として求められているソリトン解（岡ら（1994））より以

下の式とする。

σ（O，t）＝f（t）＝100／c・sh2（0．05（t－to）－10）

t＝撃　to二響（to＝1）

△t＝5．0×10－5（sec）

また入力する波形は、図4．2に示す。

また、節点間隔△x、時間間隔△tは、Courant－Friedrichs－Levy（1995）による双曲型偏微分方程式の安定

性の条件0×dt＜血より次の通りとする。

△．r＝1．0×10－2（n；）

△t：＝5．0×10－5（sec）

40

図4．2入力波形
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趣
解析に使われる材料定数をここに示す。

ρ＝1．8（9／㎝3）＝1．8×103（kg／m3）

1（kg／m3）＝1（N　se～／m4）＝10－3（kN・・～／m4）＝10－3（kP・se～／m2）ニ1．8（kP・see／m2）

（】o（波速）＝100（m／sec）

ここでc・一 iより・

E＝ρC。2＝1．8×（100）2（kPa）＝1．8×1〔雌P・）

θ＝0．5

4．7均質材料の解析結果

　ここでは、一次元波動伝播解析において求められた応力伝播、ひずみ、変位、粘塑性ひずみについ

て、それぞれの解析結果を紹介する。それぞれのケースにおいて用いられたパラメータを表4．1に示す。

表4．1解析パラメータ
α（kPa） b（たPα） c（んPαm2） μ（1／8ec☆Pα）

CaseO 2．5×104 1．5×107 1．0×104 0．0

Case1 2．5×104 1．5×107 0．0 0．01

Case2 2．5×104 1．5×107 1．0×104 0．01

Case3 2．5×104 1．5×103 0．0 0．01

Case4 2．5×104 1．5×103 1．0×104 0．01

Case5 2．5×104 1．5×107 0．0 0，005

Case6 2．5×104 1．5×107 1．0×104 0，005

それぞれのケースの特徴

以下に、それぞれの解析ケースの特徴及び図番号について記述する。

CaseO：図4．3：弾性状態（μ＝0）

Case1：図4．4：勾配項にかかる係数c＝0、μ＝0．01（1／seckPa）

Case2：図4．5：勾配項にかかる係数c＝1．0×104、　Case1＋c

Case3：図4．6：ひずみ軟化項にかかる係数b＝1．5×103，勾配項にかかる係数c＝O

Case4：図4．7：ひずみ軟化項にかかる係数b＝1．5×103，勾配項にかかる係数c＝1．0×104、　Case3＋c

Case5：図4．8：粘性に関する係数μ＝0．005，勾配項にかかる係数c＝O

Case6：図4．9：粘性に関する係数μ＝0．005，勾配項にかかる係数c＝1．0×104、　Case5＋c

また、各図において、記号a，b，c，dは以下の通りである。

応力伝播図・a　ひずみ図：b　変位図：c　粘塑性ひずみ図：d
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4．8均質材料の解析結果の考察

4．8．1応力伝播の考察

　応力伝播についての図は、縦軸に応力（kPa）、横軸に解析材料の長さ（m）を示した。

　図4．3aは、粘性に関する係数をμ＝0（1／sec　kPa）とした場合（CaseO）は弾性体のケースであり、

応力は減衰せずに伝播している。図4．4aでは、粘性に関する係数がμ＝0．01（1／8ecたPα）で勾配項に

かかる係数をc＝0（kPa　m2）とした（Case1）場合で、応力は大きく減衰しながら伝播している。一

方、このケースで勾配項にかかる係数をc＝1．0×104（kPa　m2）とした場合（Case2）、図4．5aに示す

ように、応力の減衰はc＝0の場合と比べて小さくなっている。これは、粘塑性ひずみ速度の発展則よ

り、勾配項にかかる係数を大きくすると粘塑性ひずみの発生が抑えられるためである。応力波が伝播

するとき、応力がピークの前方で負になるのは、応力波の前方の部分で、勾配項が正（▽2ε”P）となり、

減衰が大きくなったためと思われる。

　図4．6aより、勾配項にかかる係数c＝O　（kPα　m2）、ひずみ軟化項にかかる係数b＝1．5×103（kPa）

としCaselよりbを小さくした場合（Case3）、Case1と同様の結果が得られ応力は大きく減衰してい

る。ピーク応力と波後方の応力の減衰はCase　1より小さい。図4．7aは、　Case3に対して勾配項にかか

る係数をc＝1．0×104（kPa　m2）としたCase4の結果である。　Case3に比較して応力の減衰は抑えられ

ており、Case2の結果と比べてほとんど変わらなかった。　Case1と比較するため、μをCaselより小さ

くμ＝0．005（1／sec・kPa）としたとき（Case5）の結果を図4．8aに示すが、この場合、　Case1に比べて応

力の減衰は小さい。これは、粘性に関する係数を小さくしたことにより弾性状態に近づいたためと思

われる。Case2に対して応力の減衰に関してはCase2とほとんど変化はなかった。しかし、応力が負に

なるところでは少し応力が増えた。これも粘性に関する係数を小さくすることにより弾性状態に近づ

いたため、▽2εVPが小さくなったためと思われる。

4．8．2ひずみの考察

　ひずみに関する図は、縦軸にひずみ、横軸に解析材料の長さ（m）を示した。ひずみの伝播特性は、

ほぼ応力伝播特性の結果と同じ傾向となった。

　図4．3bは、粘性に関する係数μ＝0（1／sec　kPα）の場合（CaseO）は弾性体のケースである。応

力は減衰せずに伝播していくので、ひずみも減衰しなかった。図4．4bは、粘性に関する係数がμ＝

0．01（1／sec・kPa）で勾配項にかかる係数をc＝0（んPαm2）とした場合（Case1）で、初期にひずみが大

きく発生し、波の通過後に大きいひずみが残留した。しかし、図4．5bに示すCase1について勾配項に

かかる係数をc＝1．0×104（kPa　m2）とした場合（Case2）、粘i塑性ひずみ速度の発展則より粘塑性ひ

ずみが抑えられるので、波の通過後にほとんどひずみの残留はなかった。これは、応力の伝播特性に整

合している。勾配項にかかる係数がc＝O　（kPα　m2）、ひずみ軟化項にかかる係数b＝1．5×103（kPα）
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としCaselよりbを小さくした場合（Case3）を図4．6bに示す。　Caselと比べて波の通過後にひずみは

あまり残留しなかった。これは、ひずみ軟化項が小さくなることによって粘塑性ひずみが抑えられた

ためと思われる。

　Case3にっいて、勾配項にかかる係数をc＝1．0×104（kPα　m2）とした場合（Case4）を図4．7bに示

した。ひずみの伝播特性はCase2の場合と同様であった。また、ここでは、ひずみ軟化項の影響は見

られなかった。図4．8bに示すように、勾配項にかかる係数がc＝0（kPa　m2）で粘性に関する係数を

μ＝0．005（1／sec・kPa）と場合（Case5）、っまりCaselの粘性に関する係数が小さい場合、波の通過後

にひずみが残らなくなった。これは、粘性に関する係数が小さくなることによって、弾性状態に近づ

いたためと思われる。Case2に対してμを小さくした場合のCase6の結果を図4．9bに示す。この場合の

ひずみの伝播特性は、Case2の場合とほぼ同様であった。勾配項の効果がある場合、応力が減衰せず

に伝わるためひずみの最大値も大きい状態にあることがわかる。ただし、ピークひずみ前方のひずみ

と後方のひずみ分布には差異が見られた。

4．8．3変位の考察

　変位の分布図では、縦軸に変位（m）、横軸に解析材料の長さ（m）を示した。

　図4．3cに示す、粘性に関する係数μ＝0（1／sec・kPa）で弾性状態（CaseO）の場合、ピークひずみあた

りまで変位は一定となった。図4．4cは、粘性に関する係数がμ＝0．01（1／sec・kPa）で勾配項の係数が

c＝0（kPa　m2）の場合（Casel）である。載荷端x＝Oで変位が大きく出て、伝播距離にともない変位

が減少した。図4．5cより、勾配項にかかる係数をc＝1．0×104（kPα　m2）とすると（Case2）、変位が

抑えられ、Case1と比べると載荷点での変位が小さく、全体的に変位の分布はフラットとなっている。

図4．6cは、勾配項の係数がc＝0（kPαm2）でひずみ軟化項にかかる係数b＝1．5×103（☆Pα）の場合

（Case3）である。　Case1に比較して、変位の減少が抑えられた。図4．7cに示すように、　Case3で勾配項

にかかる係数をc＝1．0×104（kPα　m2）とした場合（Case4）、Case2と同様の傾向である。勾配項の

係数がc＝0（kPα　m2）で粘性に関する係数をμ＝0．005（1／sec・k－Pα）とした場合（Case5）の結果を図

4．8cに示す。粘性に関する係数を小さくすると弾性状態に近づくため、ピーク変位の減少が抑えられ

た。図4．9cは、勾配項にかかる係数をc＝1．0×104（kPa　m2）とした場合（Case6）であるが、　Case2

と同様にピーク変位の減少が抑えられた。波が伝播するにつれ、変位が波の前部で負になっている。

これは応力伝播において、応力が負になっていることに対応して、粘塑性ひずみの2階勾配（▽2ε”P）

の影響である。

4．8．4粘塑性ひずみの考察

粘塑性ひずみの分布図では、縦軸に粘塑性ひずみ、横軸に解析材料の長さ（m）を示した。

　図4．3dに示すように、弾性状態のとき（CaseO）には粘塑性ひずみは発生しない。図4．4dでは、粘
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性に関する係数がμ＝0．01（1／sec・kPa）で勾配項の係数がc＝0（んPαm2）の場合（Casel）である。粘

塑性ひずみは載荷端xニ0でピークとなり、波が伝播していった後も粘塑性ひずみが大きく残る。

　一方、図4．5dに示すように、勾配項にかかる係数がc＝1．0×104（kPa　m2）の場合（Case2）、粘塑性

ひずみは載荷端でピーク値が抑えられ全体的になだらかな状態になり、粘塑性ひずみの発生も小さい。

図4．6dは、勾配項の係数c＝0（kPa　m2）でひずみ軟化項にかかる係数がb＝1．5×103（kPa）の場合

（Case3）である。　Case　1に比べてbが小さいため、粘塑性ひずみのピーク値が抑えられている。図4．7d

は、勾配項にかかる係数がc＝1．0×104（kPa　m2）の場合（Case4）で、　Case2と同様の結果が得られた。

図4．8dに示すように、勾配項の係数がc＝0（kPα　m2）で粘性に関する係数がμ＝0．005（1／sec・kPa）

の場合（Case5）を示すが、　Caselに比べて粘塑性ひずみは抑えられた。

　図4．9dに示すように、勾配項にかかる係数がc＝1．0×104（kPa　m2）の場合（Case6）、ひずみの発

生が小さくなり、粘塑性ひずみの分布は全体的になだらかな状態になった。応力伝播特性の考察と相

関して、粘塑性ひずみの発生は、応力の減衰に対応していることがわかった。勾配項を導入すると粘

塑性ひずみの発生が抑えられ、かつ、その分布はフラットになることが明らかである。

4．8．5均質材料の解析のまとめ

　以下に、均質地盤の解析についての考察を簡単にまとめる。

　弾性体として解析を行った場合、応力・ひずみ・変位の結果はすべて減衰せずに伝播している。

粘塑性ひずみの二階空間勾配項を導入しない場合は、すべての解析結果において、粘塑性ひずみが発

生し、応力・ひずみ・変位は減衰している。勾配項を導入すると、局所的な粘塑性ひずみの発生が抑

えられ、応力波の通過後のひずみが抑えられた。それに対応して、応力の減衰が抑えられた。さらに、

局所変形が抑えられて、応力波の通過後の変位分布はフラットとなった。ひずみ軟化項にかかる係数

を変化させても、すべての結果に対してそれらの減衰にはほとんど影響しなかった。今回の解析に用

いたひずみ軟化項の大きさでは影響が出にくかったと思われる。粘性に関する係数を小さくすると、

解析対象材料を弾性状態に近づける効果があるため、応力の減衰が抑えられた。

4．9不均質材料中の一次元波動伝播解析

　次に不均質地盤中の波動伝播解析を一次元モデルを用いて行った。以下に解析方法を示す。

解析材料及び入力波形

　不均質地盤での解析材料は4．5節（均質地盤）と同じ形状の不均質体とし、入力波形は、4．5節（均質

地盤）で用いたものを利用する。

解析方法

　4．5節で行った均質地盤を不均質地盤に変更する。その方法として弾性係数Eを各節点ごとに変化さ
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せる。これを利用し、均質地盤と同様の解析を行う。（弾性係数Eの決定）

各節点ごとの弾性係数は、疑似一様乱数を乱数発生プログラムにより決定する。その際、E＝1．8×104（kPa）

をもとに土10％の範囲で変化させることとする。

墜
　解析に使われる材料定数をここに示す。

ρ＝1．8（9／㎝3）＝1．8×103（kg／m3）

1（kg／m3）＝1（N　see／m4）＝10－3（kN　se～／m4）＝10－3（kP…c2／m2）＝1．8（kP・see／m2）

θ＝0．5

波速Coは、弾性係数を次の式に代入することにより得られ1各節点ごとに変化する。

c・一

4．10不均質材料の解析結果

　ここでは、不均質地盤の一次元波動伝播解析において求められた応力伝播、ひずみ、変位、粘塑性

ひずみについて、それぞれの解析結果を紹介する。それぞれのケースにおいて用いたパラメータを表

4．2に示す。弾性係数Eの変化割合は士10％である。

　　　　　　　　　　　　　　　　　表4．2解析パラメータ
α（kPa） b（κPα） c（kPa　m2） μ（1／8ecんPα）

Case7 2．5×104 15×107 1．0×104 0．0

Case8 2．5×104 1．5×107 0．0 0．01

Case9 2．5×104 1．5×107 1．0×104 0．01

Case10 2．5×104 1．5×103 0．0 0．01

Case11 2．5×104 L5×103 1．0×104 0．01

Case12 2．5×104 1．5×107 0．0 0，005

Case13 2．5×104 1．5×107 1．0×104 0，005

それぞれのケースの特徴

　以下に、それぞれの解析ケースの特徴及び図番号について記述する。

Case　7：図4．10：弾性状態（μ＝0）

Case　8：図4．11：勾配項にかかる係数c＝0、μ＝0．01（1／seckPα）

Case　g：図4．12：勾配項にかかる係数c＝1．0×104、　Case1＋c

Case10：図4．13：ひずみ軟化項にかかる係数b＝1．5×103，勾配項にかかる係数c＝O

Case11：図4．14：ひずみ軟化項にかかる係ta　b＝1．5×103，勾配項にかかる係数c＝1．0×104、　Case3＋c

Case12：図4．15：粘性に関する係数μニO．005，勾配項にかかる係数cニO

Case　13：図4．16：粘性に関する係数μ＝0．005，勾配項にかかる係数c＝1．0×104、　Case5＋c
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また、各図において、記号a，b，c，dは以下の通りである。

応力伝播図　a　ひずみ図　b　変位図　c　粘塑性ひずみ図・d

4．11不均質材料の解析結果の考察

　均質地盤と同様のケースで不均質地盤の解析を行った。勾配項なしの状態では（Case8：図4．11a）、均

質地盤（Casel：図4．4a）と同様に、波が伝わるにっれ応力が減少した。また、図4．12aより、勾配項を

c＝1．0×104（kPa　m2）とすると、応力の減衰が抑えられ、均質地盤と同様に勾配項の影響が確認でき

た。また、ひずみ軟化項にかかる係数b（図4．12b、図4．13b、粘性に関する係数μの影響（図4．15a、

図4．16a）も確認できた。ここでは、不均質地盤だけに見られた現象について考察を行う。

4．11．1応力伝播の考察

　応力伝播図は、縦軸に応力（kPα）、横軸に解析材料の長さ（m）を示した。図4．10aより、弾性状態の

時、不均質地盤で弾性係数を節点ごとに変化させても応力は減衰せず伝播した。波の通過後、不均質

地盤では弾性係数が変化しているため波速が変わり、伝播する波の応力に違いが生じるので残留する

応力が生じた。

　図4．11aは、粘性に関する係数がμ＝0．01（1／sec　kPa）で勾配項にかかる係数をc＝0（kPα　m2）と

しだ場合（Case8）結果である。粘性のため応力は減衰しながら伝播した。応力が減衰し、波の後方で

残留する応力はほとんど生じていない。図4．12aに示すように、勾配項にかかる係数がc＝0（kPa　m2）

の場合（Case9）、波の減衰は抑えられるが、残留する応力が生じた。勾配項が粘塑性ひずみの発生

を減少させ、波のピーク前でひずみが負になり応力も負になっている。ひずみ軟化項にかかる係数を

b＝1．5×103（kPa）としたとき（CaselO、　Case11）、粘性に関する係数をμ＝0．005（1／secたPα）とし

た場合（Case12、　Case13）も同様の結果が得られ、勾配項を導入すると、弾性状態（Case7）のよう

に、応力の減衰が小さくなった。

4．11．2ひずみの考察

　ひずみの分布図を図4．10b～図4．16bに示した。ひずみの分布図では、不均質地盤の影響が最も顕著

に現れた。図4．10bに示すように、弾性状態では、波が伝播するときピーク時にひずみが乱れて残った

が、ひずみは減少することはなかった。波の通過後には、応力伝播図と同じように、残留する応力に対

応し節点ごとのひずみに乱れが生じた。図4．11bは、粘性に関する係数がμ＝0．01（1／sec　kPa）で、勾

配項にかかる係数がcニ0（kPα　m2）の場合（Case8）である。応力の減衰とひずみの相対的減少が見

られる。ひずみの発生が小さいので、不均質地盤の影響が現れにくくなっており、波のピーク時のひず

みの乱れが小さくなっている。図4．12bに示すように、勾配項にかかる係数をcニ1．0×104（kPa　m2）



とした場合（Cas・9）・ひずみの減少が抑えられ、波のピーク時のひずみの乱れが大きくなった．また、

波の醐後には・ひずみの乱れが残った・ひずみ軟化項にかかる係数をb－・．5。…（kP。）とした場

合（Case1°・Case・・）・粘性に関する係数を・＝＝・．・・5（1／・ecぬ）とした場合（Cas。、2、　C。、。13）で

も同様の結果が得られ・勾配項を導入すると、ピークひずみの減少が抑えられ、波のピーク時のひず

みの乱れが大きくなった・また・この場合も波の通過後には、ひずみの乱れが残った。

4．11．3変位の考察

　　変位の分布図では・縦軸に変位（m）・横軸に解析材料の長さ（m）を示した．図4．、。。～図4．、6。に示

すように・すべての解析結果は均質材料と近似した傾向であり、変位の分布には、地盤の不均質性の

影響はほとんど見られなかった。

4．11．4粘塑性ひずみの考察

粘塑性ひずみの分布図は・縦軸に粘塑性ひずみ、横軸に解析材料の長さ（m）を示した．図、．、。d～図

4・16dより・均質材料に対して粘塑性ひずみの発生量は大きいが、粘塑性ひずみの分布には、地盤の不

均質性からの影響は小さかった。

4．11．5不均質地盤の解析のまとめ

　以下に、不均質地盤の解析についての考察を簡単にまとめる。

均質材料の場合と同様に・解析対象が不均質材料であっても、弾性体として解析を行った場合、応かひ

ずみ’変位の結果はすべて減衰せずに伝播している．また、弾性材料の場合が最も応力伝播の瀬は速

い・粘getrひずみの二階空間勾配項を導入しない場合は、すべての解析結果において、粘塑性ひずみが

発生し・応力’ひずみ’変位は減衰し・撒材料に対する結果と同様の傾向であった．勾酉己項を導入する

と・均質地盤の解析と同様に・局所的な粘塑性ひずみの発生が抑えられ、応力波の通過後のひずみが抑

えられた・それに対応して・応力の減衰が抑えられた．さらに、局所変形が抑えられて、応力波の醐後

の変位分布はフラットとなった・勾配項と雛に関する項を大きくすると、残留応力と麹ひずみを減

少させる効果があった漱化項に関する係数の↑直が大きい場合、残留ひずみが減少することがわかった。

4．12波動伝播解析のまとめ

弾粘塑性構成式に粘塑性ひずみの二階空間勾配項を導入したモデルの動的特性を明らかにするため、

一次元モデルを用いて・地盤材料中を伝播する波動の数値解析を行った．均質及び不均質の二種類の

弾粘塑性体を考え・応力を舳端から与え、一次元モデルで解析を行った．粘塑性ひずみに関する係

数・ひずみ軟化に関する係数・幽・関する係数をパラメータとして、14ケースの解析を行った。

均質材料゜不均質材料のどちらの材料に対しても、それらを撒体としたときは、応力．ひずみ．変
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位はすべて減衰せずに伝播した。均質材料・不均質材料のどちらの解析に関しても、粘塑性ひずみの

二階空間勾配項を導入しない場合は、弾性材料の結果をのぞき、すべての解析結果において、粘塑性

ひずみが発生し、応力・ひずみ・変位は減衰した。勾配項を導入すると、局所的な粘塑性ひずみの発生

が抑えられ、応力波の通過後のひずみが抑えられた。それに対応して、応力の減衰が抑えられた。さ

らに、局所変形が抑えられて、応力波の通過後の変位分布はフラットとなった。均質材料・不均質材

料のどちらの解析に関しても、ひずみ軟化項の係数の影響はあまりみられなかった。

　均質材料・不均質材料のどちらの解析に関しても、粘塑性ひずみの勾配項の係数を大きくすると、

粘塑性ひずみの発生が押さえられ、材料内の応力の伝播状況は、弾性材料に対するものに、近似する

ことがわかった。
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第5章コセラ連続体理論を用いた粘性土の変形解析

5．1概説

　すでに　第1章で述べたように、古典的な連続体構成モデルによる解析では、せん断帯の発生条件

や不安定開始条件などは解析できるが、破壊後挙動は解析できない。これは、支配方程式が、非適切

となり、数学的解析が困難となるためである。

　このような問題は、ひずみ勾配依存型などの非局所化構成式で解決できるが、他の方法として、コセ

ラ兄弟（E．Cosserat，　F．Cosserat（1909））による回転の勾配と偶応力を考慮するCosserat（コセラ）体

モデルがある。Milhlhaus（1986），MUhlhaus　and　Vardoulakis（1987）らによって、コセラ体モデルはせ

ん断帯など変形の局所化問題に適用されてきた。一方、コセラ連続体理論は、層状材料の変形問題に

も用いられてきているが、これは偶応力により、曲げに対する層間のインターフェイスの強さを表現

する方法である。層状地盤のバックリングや摺曲変形の問題を古典的な異方hlE材料に対する平均化手

法のみで解決することはできないことにが明らかとなり、MUhlhaus（1986），MUhlhaus　and　Vardoulakis

（1987）らによって提案されてきた方法である。コセラ体は物理的に見れば粒状体の粒状性を直接表現

するものであるため、砂などを念頭に時間依存性のないモデルが議論されることが多く、コセラ弾性

体や塑性体のモデルが用いられてきた。一方、粘性土は、本質的に時間依存性を持っ材料であるため、

コセラ効果を導入する際にも粘性を考慮する必要がある。以上の理由により、本章では、粘性土を対

象としてコセラ回転の効果を取り入れた非局所化粘塑性構成式を導き、有限要素解析によってその特

性を明らかにする。

　土の変形時、土の粒子は回転をしながら移動するため、破壊状態において、変形の集中するせん断

帯が発生するような場合、せん断帯近くにおける土粒子の回転の動きは重要である。また、土石流な

どの解析では、速い流れ場で土の粒子が回転しながら互いに衝突し伝達しあうため、回転の動きを取

り入れた解析が定着しつつある（Onishi（1978），Campbell（1991））。一方、これまでに、土の挙動の解析

においても、土粒子の回転を考慮した非局所化理論の一つであるコセラ連続体理論を用いて研究がな

され・その効果も実証されてきている（Bardet　and　Proubet（1991），　Yoshida　et．aL（1997））。コセラ連続

体理論とは、連続体力学において、付加的な物質点の自由度して回転（スピン）を考え、回転に対す

る偶応力（モーメント）を取り入れたものである。

　本章においては、コセラ連続体理論を導入した弾粘塑性構成式を用いて、土の変形解析を行う。解

析方法は、有限要素法である。数値解析により得られた解析結果から、コセラ連続体理論が、粘土の

変形解析に及ぼす影響について考察した。
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5．2コセラ連続体理論

5．2．1粒子の回転と偶応力

　Xiにある点がUiだけ変位するとすれば、その近傍Xi＋d：iにある点の変位はUi＋duεで与えられる。

変位が連続である限り、dUiは、

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　dUi一誇血ゴ　　　　　　　（5・・）

と書ける。さらに登を、その対称部分と反対称部分に分解すると、（5．1）式はさらに次のように変形

できる。

以下、ベクトルやテンソルの成分計算については、アインシュタインの総和規約を用いて、aiXi＝

Σ　；＝i　aixiと表記している。

　　　　　　　　dUi－｛鑑＋芸）＋㍑調｝d・j－（・・」＋臓

　　　　　　　　　　E・」一；傷＋劉ひずみテンソル

　　　　　　　　　w・」一；陪劉剛体回転を含めた回転テンソル

ω蓼とそれに対応する回転ベクトルφ元とは、次の関係にある。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　1
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　φ・ニーieiゴ・ωゴ・

（5．2）

（5．3）

（5．4）

（5．5）

ただし、e触は交代記号であって、　i，j，kが1，2，3の偶置換であれば＋1、奇置換であれば一1、置換で

きなければ0とする。

また、ベクトルφ，の方向は回転軸の方向を、その大きさは回転量を与える。

粒状体のような不連続な粒子からなる材料において、粒状体の変形は接点でのすべりや回転によって

起こる。したがって、変位場が不連続となるため、一般には変位uεを直接微分することはできない。そ

のため、特に粒状体を考える場合、巨視的回転Φとは独立に構成粒子自身が回転していると見なけれ

ばならない。よって粒子自身の微視的回転φcを巨視的回転φとは独立に考えなければならない。材料

が純粋に連続であれば、微視的回転Φcはその存在理由を失う。しかし、不連続な粒子からなる粒状体

を、連続体力学の枠内で近似的に扱おうとすれば、粒子自身の回転を含んだより一般的な理論構成が

求められる。E．，Cosserat　and　F．，Cosseratによって提案されたコセラ連続体理論（1909）では、その理論

の中で偶応力（couple　stress）が重要な働きをする。平均的回転φ、φcの場所的変化（曲率）は偶応力に

よって引き起こされると考えられる。

微視的構造をより精度よく表現するためには、より多くの情報を物体の点に付し、変形量や回転量の
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高次の量を用いることが望ましい。例えば、粒状体では、回転量は粒子の回転量と関連づけられる。

コセラ連続体理論においては、変形勾配με」から粒子の回転に対応するスピンテンソルω5との相対的

ひずみテンソルεσを以下のように考える。

　　　　　　　　　　　　　　　＿　　　　　　　　　　　c　　　　　　　　　　　　　εゴ↑　　－　　1uち」一ω6ゴ

　　　　　　　　　　　　　　　　　1　　　　　　　　1
　　　　　　　　　　　　　　　＝5（Ui，ゴ＋uゴ，i）＋i（uり一uあ‘）一崎

　　　　　　　　　　　　　　　　　1
　　　　　　　　　　　　　　　＝i（uる，」＋uゴ，《）＋ωザω；　　　　　　（5・6）

ただし、ωij＝｝（u6，」肩一uゴ，《）である。したがって、連続体スピンωりが粒子スピンωξに等しい場合、εは通

常のひずみテンソルとなる。一方・暢はそれに対応する回転ベクトルφεと次のような関係がある（例

えば、Spencer，A．，1980）。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ω；＝－eiゴkipi　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（5・7）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　1
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　φ1＝－ielゴ酬　　　　　　　　（5・8）

ゆえに、

　　　　　　　　　　　　　　　　　　εゴ｛ニu↓」十eiゴkiPZ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（5・9）

2次元の場で（5．9）式に表される運動学的関係を示すと、図5．1のようになる。

ζン

　　　U↑

ε12＝U2，1＋e213φ§

　＝u2，1一φ§

φ3c

図5．1せん断時の運動学的関係

偶応力は、単位面積あたりの偶力と定義される。図5．2には、エ1、．T2軸を含む二次元平面に、物質点0
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近傍の応力、偶応力の成分がそれぞれσ、」、mゴ3として示されている。偶応力の成分につけられている

最初の添字は作用している面を、二番目の添字は偶応力の作用方向を指定している。したがって、偶

応力M3jの添字3は、単位面積当たりでのエ3を軸とする偶力であることを意味する。応力や偶応力に

場所的変化がある場合（図5．2）、カのつりあいとモーメントのつりあいが成立していなければならな

い。力のっりあい式は物体力がないとして、次式で与えられる。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　甦＋塑一〇　　　　　　　（5．・0）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　∂x2　　　　　　　　　　　　　　　　　　　∂Xl

　　　　　　　　　　　　　　　　　　≧＋≧＝6　　　　　　（5．・・）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　∂x2　　　　　　　　　　　　　　　　　　　∂Xl

σ11

　　　ト

miこ心

　σ21
　　　　　　m23

　σ22

13

　σ11

図5．2応力と偶応力の成分

偶応力の有無に関わらず、力のつりあい式は同じ形式で書かれるが、一方、モーメントのつりあいは、

偶応力のある場合次式で表される。

　　　　　　　　　　　　　　　讐＋㍑＋σ12・一…一・　　　（5・・2）

偶応力が存在しないか、あるいは偶応力に場所的変化のない特別な場所にのみ、

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　σ12＝σ21　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（5．13）

が成立する。

偶応力は、回転の場所的変化、つまり曲率（curvature）に対応している。二次元ではXi方向の曲率は、
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嘉・あるいは筈・と書ける（一般的な三次元の場合、回転は回転ベクトルφ、φ・で与えられ、従って、

Xi（i＝1，2，3）を回転軸とする三っの成分を持たなければならない。しかし、図5．1の場合、　x3軸が回転軸

となり、また回転量Φ3、φ§のみが意味を持つので、ここではただ単にそれらをφ、φ・と記すことにす

る。

コセラ弾性体では、偶応力と曲率の関係として、次式が仮定される。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　∂φ3　　1
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　尻＝巫mる　　　　　　　（5・14）

ここで、η。は曲率弾性係数（elastic　moduIus　of　curvature）と呼ばれる定数である（コセラ弾性体では、

回転が巨視的回転Φに制限されていることに注意する）。η．をせん断剛性率μで割れば、長さの二乗の

次元を持つIZが得られる（Mindlin（1963））。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　iZ一竺　　　　　　　　（5．・5）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　μ

1．は偶応力理論に特有のパラメータであり、偶応力の効果を見るうえで非常に重要である。土石流の

ように、粒子の集合体が速い流れの場を作るとき、各粒子は高速で回転している。このような高速で

回転する粒子が互いに衝突を繰り返せば、偶力が接点を介して伝達される。このことから、偶応力は、

高速に流れている粒状体で重要な働きをするものと考えられている。このように、高速で流れる粒状

体の運動を考える場合、偶応力への配慮は既に定着している（Onishi（1978））。しかし、通常のせん断破

壊のような遅い挙動を対象にする分野では、偶応力への正しい評価が普及しているとは言い難い。し

かし、近年この分野においても、偶応力への関心は急速に高まっている。例えば、せん断帯の形成に

は偶応力が重要な効果を及ぼすと考えられ、コセラ弾性理論では偶応力と曲率の関係として、すでに

述べた次式が用いられる（MUhlhaus　and　Valdoulakis（1987））。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　∂φc　　1
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　尻＝玩m・　　　　　　　（5・16）

ここで注意すべきは、曲率が巨視的回転ではなく、粒子の回転φcによって定義されている点である。個

別要素法を用いた数値シミュレーションの結果でも、せん断中粒子の回転は活発で、粒状体の変形に

大きく貢献するといわれている。最近の研究成果を次に要約しておく。

1．偶応力を取り入れた理論には、長さの次元を持つパラメータが必ず含まれる。このような理論

　によって初めて、せん断帯の方向だけでなくその幅についても予測が可能となる（Milhlhaus　and

　Valdoulakjb（1987））。

2．せん断帯の粒子構造の解析から、偶応力の存在が示唆されている（Milhlhaus　and　Valdoulakis（1987））。

3．剛体要素法による数値シミュレーションによっても、せん断帯中の粒子の回転量の分布は、偶応

　力理論と整合的である（Bardet　and　Proubet（1gg　1））。
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5．2．2有限要素定式化

　この節では、コセラ連続体に対する有限要素定式化を示す。コセラ連続体理論においては、物体点

の幾何学的（運動学的）状態変数として、位置だけでなく、回転量（φgも変形量に含んでいる。

回転量を考慮したことで次のような回転速度（spin）が物質点に存在する。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ω：＝φ：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（5．17）

この角速度から慣性テンソル∬ijを介して生じる、新たな角運動量ηi

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ηi＝∫輌ゴω∫　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（5．18）

を角運動量保存則に考慮しなければならない。この時、物質点における回転量を生ぜしめるようなト

ルクriを表面力tiと同様に、また物体偶力μ‘を物体力g‘と同様に考慮する必要がある。

したがって、運動量保存則より

　　　　　　　　　　　　　　　抗・dy－f，v　・・dS＋f。　P9・dV　　　（5・・9）

また、角運動量保存則より、

’記解鋼γ＋芸かρdγ一

　　　　　　　　‘。鋼・写…d3琉一・9・dV＋‘。m獅・・＋f。　Pμ・dv－・　（5・2・）

と書ける。ここで、ρは密度を表す。運動量保存則は通常の連続体におけるそれと変わるところはな

い。運動量保存則（5．19）式にCauchyの応力定理（tiニσゴinゴ）を用いて部分積分すると、局所形とし

て次の平衡条件を得る。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　ρVi＝σゴt，ゴ十ρ9i　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（5．21）

また、角運動量保存則（5．20）式に偶応力テンソルMiJ（rt＝mゴinゴ）を導入して部分積分し、（5．21）式

を代入すると、局所形として次式を得る。

　　　　　　　　　　　　　　　　JO7）i＝mゴi，ゴ十PILi－e巧先σゴk　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（5．22）

速度や角運動量の時間的変化が無視できる場合、（5．21）式、（5．22）式の左辺は0と考えられる。よって、

（5．21）式、（5．22）式は、

　　　　　　　　　　　　σゴiJ＋ρ9i＝0　（運動量保存則の平衡条件）　　　　　　　　　　（5．23）

　　　　　　　　　　mゴ、」＋ρμε＋e壌σ声＝0　（角運動量保存則の平衡条件）　　　　　　　（5．24）
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（5・24）式において・偶応力勾配や物体偶力がともに作用しなければ、通常の連続体（eiゴkσゴk＝0）とな

んら変わらない。以下平面ひずみ解析を行うために、二次元における変形量u、応力σ、ひずみεの各

成分を次のように書き下す（これにより一般性を失うことはない）。

　　　　　　　　　　　　　　　u＝｛u・，u・，φ§｝T　　　　　　　　　（5．25）

　　　　　　　　　　　　　　σ＝｛σ1・，σ22，σ33，σ・2，σ2・，M3、，M32｝T　　　　　　（5．26）

　　　　　　　　　　　　　　・＝｛・・1，ε22，ε33，・・2，・・、，・、、，・32｝T　　　　　　（5．27）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　κε」：曲率

運動量、各運動量保存則の平衡条件、および運動学的条件をまとめて書けば以下のようになる。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　LTσ＝0　　　　　　　　　（5．28）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ε＝Lu　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（5．29）

ただし、二次元平面における行列Lは次のような演算子である。

L＝

∂

砺
0

0

0

⊥∂x2

0

0

…丁・豊

（5．30）

（5．29）式は、運動量、角運動量保存則から決まるので、運動学的条件は行列Lを通じて、（5．30）式のよ

うに定義される。支配式と境界条件を列記すると、以下のようになる。

運動量保存則の平衡条件

　　　　　　　　　　　　　　　　　　σゴi，」十ρ9i＝O　inV　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（5．31）

角動量保存則の平衡条件

　　　　　　　　　　　　　　　mゴi，ゴ十ρμ‘十eiゴ★σ」★＝O　in　V　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（5．32）

運動学的条件

　　　　　　　　　　　　　　εゴi＝Uも」－eiゴkiPZ　，　　　　κ‘ゴニφξゴ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（5．33）

弾性コセラ体の構成関係

　　　　　　　　　　・iゴ＝・；＋・㍑，σ・ゴ＝D・、・1ε寒・，miゴ＝μ鶴　　　　（5．34）
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境界条件

　　　　　　　　　　　　　　Ui＝両　　on　Su，　　　　φ：ニφ…　　on　3φ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（5．35）

　　　　　　　　　　　　　σゴiπ」＝万　　㎝Sσ，　　　　mゴiπ」＝亨㌃　on　Sm　　　　　　　　　　　　　　　　　（5．36）

ここで、

　　　　　　　　　　　　　　　　　　S＝SuUSσ，S＝SipUSm

　　　　　　　　　　　　　　　　　　O＝Su∩Sσ，0＝5φ∩Sm

初期条件

　　　　　　　　　　　　　　　　　　σiゴ＝σiゴlt＝o　in　V　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（5．37）

有効応力の原理（圧縮を正として）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　σiゴ＝σ‘」－Uwδiゴ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（5．38）

ここで、

σiゴ　：Cauchy応力テンソル　9i　：　物体力　　　　　　　δり　　：　クロネッカーのデルタ

ζil鷲；ll　l竃繋；㍍㌫≧テンY…
κり　：曲率テンソル　　　　σ；」　：　有効応力テンソル　　Uw　　：　間隙水圧

であ’る。

有限要素法を用いて境界値問題を解くためには、（5．32）式、（5．33）式に対する弱形式を求める必要

がある。そのため任意の仮想変位と仮想回転量δUi、δφ元を用いる。仮想仕事の原理より（5．32）式に

（δUi＝O　on　Su）、（5．33）式に（δφε＝O　on　SiP）を乗じて、その両方を領域Vで積分する。

　　　　　　　　　f。　6Ui（・・’・，・＋ρ9・）・dV＋ゐδφ・（m・i，・＋ρ…一・eiゴkσ・・）dV－・　（5・39）

付録（5－1）に示す誘導により、次のようになる。

　　　　　　　　ρ綱γ＋fv・1ゴk・・kδip・dV＋f。　M・ゴ6ki」dV

　　　　　　　　　－f。　P9・δ・・dv＋ゐρ按δ繊ムδ・・万d烏＋ムδ剛ふ　（5・4・）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　」

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（εゴi＝Uちゴ十iPkekiゴ　より）

　　　　　　　　fv　aiゴδ・1ゴdV＋ゐ噛w＋fv　P・6Ekk　dV

　　　　　　　　　－／。　P9・6・・dV＋f。　P…6ip・dv＋ムδ・・万輪＋ム娠d5m　（5・4・）
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一方、間隙水については、通常の式や条件がそのまま成立する。

水の質量保存則（圧縮を正として）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ξkk＝Vi，i　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（5．42）

ダルシー則

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　Vi＝＿ん九，」　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（5．43）

ここで、Viは間隙水の平均流速ベクトル、　kは透水係数、　h，ゴは動水勾配を表す。　hはh＝Uw／7w＋zで

表される全水頭である。

境界条件

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（5．44）　　　　　　　　　　　　　　　　　　Vi＝Vi　　　on　Sv

ここで水の質量保存則（5．43）式を、境界Sを持つ任意の要素の領域Vで積分すると、

f。　tkkdV一か・・d5

一方、（5．44）式のダルシー則から（5．46）式は、

f。　SkkdV＝－kiゴ皇郵5

（5．45）

（5．46）

となる。ここにniは境界に立てた単位法線ベクトル成分である。（5．47）式は赤井・田村（1978）になら

うと、左辺は、

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　Skk－cTtiN　　　　　　　　（5．47）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　Bv－f。　CdV　　　　　（5．48）

により空間的に離散化され、

　　　　　　　　　　　　　　　　　f．δ・vdV一恥N　　　　（5．49）

となる。ここに、εvは体積ひずみ、uNは節点変位ベクトルである。一方、平面問題の場合右辺は、図

5．3に示されるような要素Mを取り込む要素を考える。全水頭が要素の重心で代表されており、鉛直透

水係数、水平透水係数が等しいと仮定すれば、（時間tから時間t＋△tまでの△tにおける間隙水の流入

量が等しいとすれば）差分法により、

　　　　　　　　　舩・皇・1・＋△tn・dS－△曇（hlt＋△t　一　hiit＋△t　　　　　li）bi

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　4
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　一α7・hlt＋△一Σ　a・7。h、it＋△t　　　　（5．50）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　i＝1
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を得る。ただし、α＝△εΣオ時　　，　ai＝△‡Σオ時である。

●ん∫＋2

●方，＋3

要素M

@　乃

@4
●　力，＋1

ぴ

b，

　　　　　　　　　　　　　図5．3要素Mを囲む要素と水頭の代表位置

以上、（5．49）式（5．50）式により、最終的に水の連続式に対する要素に対する離散化された方程式が、

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　4
　　　　　　　　　　　　　BI△uN＋α叫・．△一Σ　a・ty・hnlt＋△t－0　　　　　（5・51）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　i

と求まる。このようにして得られた離散化連立方程式を代数的に解けばよい。以下に結果のみを示す

が、偶応力の効果が考慮されたことにより節点あたりの自由度が一っ増加することを除けば、連立方

程式（5，52）式は通常の連続体に対するそれと変わらない。

　　　　　　　　　　　謬｛　△uNtywh。lt＋△t｝一△㌫：蹴hlt　（5・52）

ここに、u＝NuN　，九＝Nhh　，　h，i　＝　Bhh

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ε＝Bu

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　εv＝Bvu

▲K一 mL　BTDBdV

Kh－ ﾚB細・dγ

Kv一

A＝AtKh

AF－
?C．　NT・dS
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△q－△毒 ?τ輻d5

　　　　　　　　　　　　　　orwh　＝（1一θ）A7whlt＋θ7whnlt＋△t

ここで、θ＝0は前進差分、θ＝1では後退差分、またθ＝1／2は中央差分に対応する。hは要素全水頭

ベクトルである。

D＝

λ十2μ

　λ

　0

　0

　0

　0

　　佐佐　　μμ　　佐佐　　μμ

　24
λ＋0000　λ 0

0

0

0

μ12

0

0

0

0

0

0

μlg

（5．53）

ここで、コセラせん断係数μ。は、2次元の粒子運動からμ。を決定しているSchafer（1962）やMUhluhaus

ら（1990）にならいμ，＝2×μとした。

Lam6定数λ、μは、ヤング率E、　Poisson比〃を用いて、それぞれ次式のようになる。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　Ey　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　E
　　　　　　　　　　　　　入＝（1＋の（1－2の，・＝G＝2（・＋の　　　　（5・54）

5．3弾粘塑性コセラ体理論への拡張

5．3．1弾粘塑性構成式

　本研究で用いる粘土の構成式は、既に提案されている足立・岡（1982）の弾粘塑性構成式を拡張した

ものである。足立・岡の式は、Cam－ClayモデルにPerzyna（1963）らによる粘塑性理論を導入して、時

間依存性をも表現できる正規圧密粘土の構成式を導いている。さらに、相対応力比7を適用し、異方

圧密された粘土に対しても拡張している。ここでは、まず足立・岡の構成式にっいて述べる。

　基本仮定として、全ひずみ速度ξiJは、弾性ひずみ速度陽と粘塑性ひずみ速度ξ穿の和として与えら

れるとする。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ξiゴ＝ξ7＋ξ；　　　　　　　　（5・55）

静的降伏関数：fsは次式で表される。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　fs＝κs　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（5．56）

　　　　　　　　　　　　　　　　　fs一裏＋h勧　　　 （5・57）

ここで静的とは、2次圧密の終了状態を表し、動的とは、それ以外の状態を表す。そして、それぞれ指

標（s）、（d）を用いた。また、（0）は、その値が異方圧密終了時であることを示す。

ここで、
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κs：硬化パラメータ
万（。）・相対応力比万（。）一｛（η；j一η∴（。））（η；」一η∴（。））｝S

　　　　　　　　　　　　　　　　＊　Sεゴ　　．　　S‘」（o）
　　　　　　　　　　　　　　　η‘」＝琢’η‘・（°）＝石

M・・限界状態での梁の値

慨＝∨tSttZst」　tJ（Siゴの第2不変量）

5り：偏差応力（Siゴ＝σ｛ゴーσhδij，Siゴ（0）＝σ1ゴ（0）一σLδ6ゴ（0））

δσ　：クロネッカーのデルタ

σh　：平均有効応力（σh＝去（σ｛1＋σS2＋σ邑））

σh（o）：単位平均有効応力

ひずみ硬化パラメータκ。は次式で与えられる。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　Ks－・n（　　’σ　　myσhy（o））　　　（5・58）

（5．59）式の右辺について次の関係がある。

　　　　　　　　　　　　　　　　　・n（　　’　σ　　myσLy（。））一呉　　　（5・59）

ここ’で、

　　　　　　λ　　：e～k1σ㌫曲線の正規圧密時の傾き

　　　　　　κ　　：e～ln　ah曲線の膨潤時の傾き

　　　　　　vP　：粘塑性体積ひずみ

　　　　　　σ’　：圧密降伏応力
　　　　　　　my
　　　　　　σhy（o）：圧密降伏応力の初期値

である。

Perzynaの弾粘塑性理論では、静的降伏関数：F（超過応力関数）＝0、動的降伏関数：fを次式で導

入する。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　f一κ。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（5．60）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　F＝
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　κs

ここでκ。は、ひずみ硬化パラメータである。

Perzynaの理論は、　F＞0の時、　Fが静的降伏関数からの超過応力に対応するために、超過応力型の理

論と呼ばれている。

　粘塑性ひずみ速度テンソルε穿は、σ1ゴを有効応力テンソルとして次式で表される。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　ξ穿一’）’〈Φ（F）〉哉　　　　（5・61）



　　　　　　　　　　　　　　　”・’〈Φ（F）〉一｛71Φ（F）〉：：三1

ここで、7〈Φ（F）〉（’）’：粘性係数）として足立・岡（1982）は実験より次式を与えている。

　　　　　　　　　　or〈Φ（F）〉－M’・h・exp｛mt（h篇＋景一⊇）｝

ここで、パラメータは以下のように定義される。

　　　　　　　σん　：初期圧密圧力

　　　　　　　C，m’：粘塑性パラメータ

　　　　　　　7　：粘性係数

C，m’には、以下に示す関係がある。初期粘塑性体積ひずみ速度をξ潔oとすると、

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　o＝遇

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　M°

2次圧密速度をαとすると、

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　，　　λ一κ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　m　＝　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（1＋e）α

　　　　　　　　　　　　　　　　　∫一齋＋・n（σhσ’　my）一・

η10）　：相対応力比　　　　　　M’　：限界状態（Critical　State）での癖の値
σt香@：平均有効応力　　　　　σ’my　：初期圧密応力

　（5．62）式に、連鎖則を用いると、

　　　　　　　　　　　　　　　　∂f　　∂f∂σh　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　∂f∂Skl
　　　　　　　　　　　　　　　　砺＝柘可＋砺耳

それぞれの成分を求めると

　　　　　　　　　　　　　　蒜一嘉（η差「η；1（。）5た1　　　　ηホ　σh2）＋晶

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　鵠一16，・

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ホ　　　　　　ホ　　　　　　　　　　　　　　　　　∂f　　＿　　1　ηkl一ηた1（o）　1

　　　　　　　　　　　　　　　　∂Skl　M＊　η卓　σh2

　　　　　　　　　　　　　　　　　轟一鋤一1⑭・

よって、（5．66）式は次式となる。

　　　　　　　　　　　蒜一融一㍍憲靹＋嘉蒜
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（5．62）

（5．63）

（5．64）

（5．65）

（5．66）

（5．67）

（5．68）

（5．69）

（5．70）

（5．71）
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以上より、（5．62）式は次式となる。

　　　　　　　　　ξ㍑一7〈Φ（F）〉（1ni’一壽⑨

一方、ひずみ速度テンソルの弾性成分は、次式で与えられる。

　　　　　　　　　　　　　　　ξ⊇5・」＋（、＋…）♂mσ忌δ・」

よって、全ひずみ速度テンソルは（5．72）式、（5．73）式より

　　　　　　　　　　　　　1　．　　　　k　　　　1
　　　　　　　　ξiゴ　・＝

㌶δザ3獅ゐ）・’三5耐Mηあ）・’m商⑩

　　12b　si・＋（、＋，）。’mσ亮δ・ゴ

＋・〈¢（F）〉 i玩句一3嚇鞠鷲1：）

（5．72）

（5．73）

（5．74）

となる。

5．3．2弾粘塑性コセラ体理論

　足立・岡（1982）によって提案されている粘塑性モデルでは、

．　　　　ξ；7－・〈Φ（F）〉亮　　　　（5・62）

ここで、ty〈Φ（F）〉は以下のように定義される。

　　　　　　　　　　　　　・〈Φ（F）〉一｛ty　1Φ（F）〉ぽ；iミ；

なお、ξ㍑は、粘塑性速度ひずみテンソル、σ；Jは有効応力テンソル、fは動的降伏関数、Φはひずみ速

度依存性を表現する材料関数、Fは動的降伏関数、〈〉は〈x＞＝1（lxl＋x）（MaCauley’s　bracket）であ

る。また、弾粘塑性構成式は、次式を用いる。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ξ・ゴ＝ξ㍑＋Sl」　　　　　　　　（5・56）

ここで、

　　　　　　　　　　　　　　　　　f一聖＋h嘉一・　　　（5・66）

　　　　　　　　　ty〈Φ（F）〉一蝋臼中｛mt（聖＋b篇一；圭㌢う｝　（5・63）

そして、

　　　　　　　　　　　　　　　司。）＝（η∴一η∴（。））（η∴一η∴（。））　　　　　　（5・76）
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ここで、0，m’は粘塑性パラメータ、　M’は破壊パラメータ、ずは応力比の不変量、λは圧縮指数、κは

膨張指数、eは間隙比である。次に、上記のモデルを偶応力と回転の自由度を持ったコセラ連続体に拡

張する。偏差応力の第2不変量J2を与えるスカラーは、均等径を持った2次元粒状体では、次のよう

に表現できる（Milhlhaus　and　Vardoulakis（1987），Milhlhaus（1989））。

　　　　　　　　　　　　　　　　3　　　　　1　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　1
　　　　　　　　　　　　　　ゐラ鍋」一互嚇・＋碇m・・miゴ　　　　（5・77）

ここで、miゴは偶応力テンソルである。　mij＝0のとき、応力の対称性からSij＝Sゴi，（i≠のより

5gゴ＝Sりとなり、（5．76）式は2J2＝Siゴ56」として成立する。

（5．77）式の拡張を用いて、（5．76）式で与えた＝n’を拡張してみる。地盤の初期状態での偶応力miゴはゼロ

と仮定すると、

　　　　　　苑）一｛；（η∴一η∴（・））（η∴一η∴（・））

　　　　　　　　　　　　　　　　一；（η∴一η∴（・））（栖（・））＋諜莞｝±　（5・78）

（5．78）式においてmij＝0とすると、（5．78）式は（5．76）式と一致する。以上の拡張によって、粘塑性ひ

ずみ速度ξ言および粘塑1生曲率速度櫻は、以下のように求まる。

　　　　　　　　　　　　　　　　　ξ㍑一’・‘〈Φ（F）〉亮　　　　（5・79）

　　　　　　　　　　　　　　　　　㌶一’y〈Φ（F）〉畿　　　　（5・8・）

（5・79）式・（5・8°）式を求めるためには・嘉および蒜の演算が必要である・これらを計算すると以下

のようになる。

　　　　　　　　　　　　　　　亮一蒜篭＋蒜篭　　　　　　（5・8・）

ここで、

蒜一2希（；η濃＋；遷＋；互iき＋毒咋・・碗・）＋晶

また、ηら＝η∴一η㍍o）である。

　　　　鵠一誌・

畿一4th＿。h（3ηti　＋　fitk）

篭一δ厩砕吻

　　∂∫　＿　　2　　1miゴ

　∂miゴM＊σ詞。）t62

（5．82）

（5．83）

（5．84）

（5．85）

（5．86）
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5．4弾粘塑性コセラ体理論を用いた有限要素解析

5．4．1単純せん断のシミュレーション

　本節では、コセラ連続体理論を導入した弾粘塑性モデルにより、簡単な初期値境界値問題を設定し

た。コセラ連続体理論における重要な特性長さのパラメータ1。を変化させ、その変化が解析結果に与

える影響を検討した。弾粘塑性コセラモデルの基本特性を把握するために、図5．4のような要素供試体

を用いて、飽和粘土をせん断変形させるシミュレーションを行った。

　せん断変形させるために、図5．4のように供試体上面左端に強制変位を与えた。要素は5×5の正方

形メッシュを用い、境界は非排水とした。ただし、供試体内部要素間の間隙水の移動は可能とした。有

限要素メッシュ下部節点の回転を拘束し、それ以外の節点の回転拘束していない。飽和粘土の材料定

数は、大阪沖積粘土を用いた室内試験より得られたパラメータを適用した（表5．1）。

強制変位

　　　たい　

図5．4境界条件

コセラ連続体理論導入の効果を把握するために、特性長さのパラメータ1、を3通り（lc＝Ocnl：コセラ

連続体の効果を考慮しない場合、1cm、5cm）に変化させた。また、コセラ連続体理論と変形速度効

果の関係を把握するために、強制変位速度を2通り（0．1Cin／η↓jn、　O．OOIcm／min）に変化させ解析を

行った。解析ケースを表5．2に示した。

表5．1解析に用いた弾粘塑性材料定数

粘塑性パラメータ：η1’ 21．5 粘塑性パラメータ：c 4．5×10－81／s㏄

水平方向の透水係数：ね／7ψ 1．16×10－12cη・／sec 破壊応力比：Mホ 1．05

鉛直方向の透水係数：㌧／7ω 1．16×10－12cm／s㏄ 先行圧密応力：σ；。 588kPα

先行圧密応力時の応力比：κo 1．00 現在の応力：輪 588たPα

現在の応力比：1ζo｛ 1．00 圧縮指数：λ 0，372

膨張指数：κ 0，054 せん断弾性係数：G 12945．8たPα

初期間隙比：eo 1．28
●
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表5．2解析ケース

Zc＝0．Ocm lc＝1．Ocm ～cニ5．Ocm

変位速度o．1cη・／mη Case　1 Case　2 Case　3

変位速度0．001c肌／m‘π Case　4 Case　5 Case　6

5．4．2解析結果

　本節では、5．3．1節で行った数値解析の結果を表す。図5、5に、Casel、　Cαse2、　Case3のせん断応力

～せん断ひずみ関係を示す。このときの強制変位速度は0．1cm／minである。せん断応力は・供試体上

部の節点反力の総和を上部端面の長さで除したものであり、せん断ひずみは供試体上部左端節点の変

位を用いて示している。図より明らかなように、せん断ひずみ10％までは、lc＝Ocmからlc＝1㎝1の

値では、順にせん断応力が大きくなっていることがわかる。

£16
K　14

旨12
逼10

　　　　　　　　図5．5せん断応力～せん断ひずみ関係（強制変位速度0．1cm／’m　・i．n）

図5．6に、0α8e4、　Case5、　Case6のせん断応力～せん断ひずみ関係を示す。このときの強制変位速度

は0．OOleni／minである。図5．5の傾向と同じように、　lcが大きくなると、せん断応力も大きくなって

いる。2つの図から、強制変位速度によらず、特性長さlcは、その値を大きくすると・粘土供試体の

せん断応力を大きくしている。

K　14

日12
逼10

図5．6せん断応力～せん断ひずみ関係（強制変位速度0．OOlcm／η1iπ）
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さらに、特性長さZcと変形速度の関係を明らかにするために、　lc＝Oanからlc＝300cmの値で同じ

数値計算を行った。lc＝0のときのせん断ひずみ3％時のせん断応力でs　lc＝Ocmからlc＝2cmでの

せん断ひずみ3％時のせん断応力を除して得られた、基準化した大きさの値と、特性長さlcの関係を図

5．7に示した。

Bロ“口“BロUω

B
口“口M口ΩU－

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　0　　　　　　　　　　　　1　　　　　　　　　　　2
　　　　0　　　　　　　100　　　　　　200　　　　　　300
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　1c（cm）　　　　　　　　　　　lc（cm）

　　　　　　　　　　　　図5．7基準化したせん断応力によるlcの効果

図から、強制変位速度10cm／min、0．01㎝1／miπの二つの関係がほぼ一致しており、　lcの効果は速度に

依存していない。また、lc＝10㎝1以上のlcでは、基準化したせん断応力はほとんど変化していない。

5．4．3まとめ

　前節の解析結果より以下のことが示された。

飽和粘土供試体を用いた、せん断変形の数値解析では、

　．見かけのせん断応カーせん断ひずみ関係から、特性長さlcが大きくなるとせん断応力の値も大

　　きくなる。（図5．5、図5．6）

　．せん断応力は強制変位速度によって変化するが、コセラ連続体理論を用いた場合の特性長さlcの

　　影響は、変位速度に依存しない。（図5．7）

　．特性長さlcの影響は、　Ocmから徐々に大きくすると、それとともにせん断応力も大きくなるが、

　　lcがある値以上になるとせん断応力は変化しない（図5．7）。

5．4．4盛土の変形解析

　盛土を構築した場合の地盤の変形を予測する研究において、粒子の回転運動を考慮するために偶応

力を導入した研究が報告されている。　Yoshidaらの弾塑性コセラモデルを用いた有限要素解析（1997）
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では、偶応力を考慮しない場合と、考慮した場合にっいて、数値解析結果からその効果を鉛直沈下量

などから評価している。その結果は以下のとおりであった。

1．偶応力を考慮するしないにかかわらず、盛土を構築した時に回転量が一番大きいのは、盛土のり

　尻部の地表面である。

2．特性長さを大きくすると、1．で述べた回転量が押さえらる。

3．同じ荷重条件の場合において、lc＝0（偶応力を考慮しない場合）に比べてlcを大きくした方が

　盛土中心部の鉛直沈下がおさえられる。

本研究では、前節において拡張した特性長さlcの表現できるコセラ連続体理論を導入した弾粘塑性モ

デルを用いて、数値解析を行う。特に、側方変位に着目して、盛土を構築したとき基礎粘土地盤の挙

動を有限要素法を用いた数値解析によって詳しく調べる。

ここでは、岡らが行った解析（1991，1992）をもとに基礎粘土地盤の7層のうちの地表面にある第1層は

通常乾燥したクラスト層（弾性）としてモデル地盤を仮定して、有限要素解析を行った。図5．8に採用

したモデル地盤の有限要素メッシュ図を示す。軟弱地盤の厚さは13．8mであり、その下は堅固な地盤

で支持されている。本研究では、盛土の盛立て速度は0．3m／dayで解析を行い、盛土材料の単位体積重

量は、1．857tf／m3であり、弾性体と仮定した。また、クラスト層にもコセラ弾性体理論を適用させた。

図5．9は、解析メッシュの層序を示している。本研究では、コセラ特有の特性長さlcを考慮してその値

を変化させ、基礎である地盤の挙動を検討する。

（日）O．◎

o◎．

_

昧螺餐誌

排水境界

＜コ1

ぐ1纂

く］1蓋

ぐぼ
く1

72・0（m）

0010・0　2003040・0　50．060．070．0（m）

　　図5．8有限要素メッシュと排水条件（単位：m）
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1層（クラスト層）

5
盛土

W層（弾性体）

層

3層

ε

； 5層

6層

7層

720m

層

　　　　　　　　　　　　　　　　図5．9モデル地盤の層序図

　解析に用いた材料定数を表5．3、表5．4、表5．5に示す。表5．3は弾粘塑性材料で、表5．4は弾性材料、

表5．5は盛土の材料定数であり、各層ごとに従来の研究（Okaら（1991，1992））を参考にパラメータを選

定した。なお、盛土材料にはコセラ連続体理論は適用させていない。

　　　　　　　　　　　　　　　　　表5．3弾粘塑性材料定数

層番号 2　　　　3　　　　4　　　　5　　　　6　　　　7

粘塑性パラメータητ’ 17．8

粘塑1生パラメータ0 0．14×10－6（1／5ec）

破壊応力比M＋ α98

透水係数ね，レ有 0．91×10－3（m／min）

先行圧密応力σ；。（げ／m2） 5．82 4．69 7．2 9．0 14．0 18．0

現在の応力σ㌫（ヴ／m2） 1．33 1．84 2．56 3．57 4．59 7．14

圧縮指数λo 0，523 0．0719 0．0387 0，246 0．0104 0，008

圧縮指数λ1 1．0 1．14 1．04 0．56 0，409 0，409

圧縮指数λ2 0，363 0，495 0，411 0，282 0，175 0．1

膨張指数κ 0．0122 0．0149 0．0126 0．Ol26 0．0108 0．0108

ボアソン比〃 0．3

初期間隙比eo 1．7 2．3 1．8 1．8 1．4 1．4

e～Iog★関係の勾配λ夫 0．85 1．15 0．9 0．9 0．7 0．7

表5．4弾性材料定数

層番号 1

深度（m） 0～0．66

盛土中央部からの距離（m） 15～72
ラメの定数入（tf／m2） 179．4

ラメの定数μ（tf／・m2） 89．7

現在の有効土かぶり圧σ。（げ／m2） 1．02

静止土圧係数κo 0．8

透水係数彪，朽／7ψ（m／min） 0．907×10－3

初期間隙比εo 1．1

e～1・gk関係の勾配湿 0．55
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表5．5盛土部分の弾性材料定数

層番号 8

盛土高（m） 0～6
ヤング率E（‡㎝∫／m2） 1000

現在の有効土かぶり圧σ。（げ／m2） 1．02

静止土圧係数んo 0．8

透水係数㌧，朽／ηΨ（m／m‘π） 0．907×10－3

初期間隙比eo 1．1

e～logk関係の勾配㌔ 0．55

下に示す図5．10は、解析によって得られた有効応力経路を示す要素番号を示したものである。

要素99

要素81
1層

要素91
盛土

8層

素63

v素45 層　　3層

■

5層

6層
要素37

7層

層

図5．10解析結果出力要素

5．4．5解析結果と考察

　まず、盛土法尻部直下の側方変位量と地表面の鉛直沈下量を図5．11と図5．12に示した。これはコセ

ラ連続体理論の影響のない場合（lcニOm）において土が破壊に至る盛土高（16．8m）のときの、　lc＝

O，1，3，4，5，7，10mの解析結果である。なお、鉛直沈下量はlc＝Omとlc＝10mの場合のみを図

5．12に示す。

〈側方変位〉

　盛土のり尻部の側方変位図（図5．11）を見ると、lcニ0～5mでは、側方変位量が最大となる層が同じ

4層目であり、lcが大きいほど、側方変位の低減が見られる。　lc＝7mでは、側方変位量が最大値とな

る層が3層目、4層目ではなく1層目と2層目になっている。lcニ10mでは地表面に近づくにつれて、

側方変位量が増加している。だだし、lc＝7m、　lc　＝　10mにおいても1層目と2層目を除いてはlc＝0

～5mよりも側方変位が抑えられる。つまり、地表面近くをのぞいては、　lcが大きくなるにつれて、側
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方変位量が小さくなっている。これは特性長さlcの効果が第1層目のクラスト層（弾性）に強く作用

しているためと考えられる。今回の数値解析でのlcの最大値10mの場合は、5．4．2節の数値解析におい

て得られた結果から、lcが数値解析結果に影響を与えない値であり、これ以上lcの値を大きくしても、

土の変形状態は変化しないと考えられる。そのために、クラスト層と他の地盤の層が同じような変形

状態を示している。

0

2
●

一4

ノ0費“

一一
⌒●）祐賭

一10

一12

一◆－lc＝O（●）

e－一　SC牢1（⇒

一か一▲Cエ3（副

→ぐ一一1Cエ4　（●）

一｛ヨー⇒lc＝5　（■）

－9－lc吉7（ロ）

十lCtlO（●）
一13．8

　0．025　　0．026　　0．027　　0．028　　0．029　　0．03　　0．031　　0．032　　0．033　　0．034

　　　　　　　　　　　　　側方変位（n）

図5．11側方変位の分布（のり尻部直下）

　・0．02

　・0．01

　0．OO

　O．01

　　．02

輯　0・03

起　0．04

　0，05

　0．06

　0．07

一←1c・0（田）

＋1c・10（司

図5．12鉛直沈下量の分布（地表面）
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〈鉛直沈下量〉

　鉛直沈下については、lcを大きくすると、盛土中心部の最大沈下量を4．2mm低減させ、のり尻部よ

り外側の盛り上がる部分においても、2mm抑える結果が得られた。　lc＝1，3，4，5，7mの解析結果は、

lc＝Omの曲線からlc＝10mの曲線まで同じ傾向を保ちながら徐々に変化していた。これより、弾塑

性モデルだけでなく弾粘塑性モデルにおいても、コセラ連続体理論を導入すると、沈下量が抑えられ

たことがわかる。

〈有効応力経路〉

　ここでは、図5．10に示した6つの要素の有効応力経路をlcにっいて各要素ごとにまとめたものを表

5．6に示した。各有効応力経路は、盛り土高3．5m時の値まで示してある。

表5．6要素と図番号の対応
要素37（盛土直下4．80m） 図5．13 要素45（のり尻直下4．80m） 図5．14

要素63（のり尻直下3．00m） 図5．15 要素81（のり尻直下1．50m） 図5．16

要素91（盛土直下0．66m） 図5．17 要素99（のり尻直下0．66m） 図5．18

まず盛土直下にあるもっとも大きな荷重のかかる要素37（図5．13）と要素91（図5．17）は、lcの値に

関係なく有効応力経路が破壊線に到達しており、土が破壊したと考えられる。特に、盛土直下の要素

91はすべてのlcでほぼ同じ経路で破壊線に達している。盛土中心部のクラスト層のすぐ下にある要素

91（図5．17）は、盛土を構築しても側方変位がほとんど生じることがなく、lcを大きくしても、効果

がないと考えられる。要素37の有効応力経路図（図5．14）から、すべてのlcにおいて破壊線と接して

いるが、lcを大きくすると有効応力経路の傾きが小さくなり、平均有効応力の大きい状態で破壊線と

交わっている。これはlcを大きくすることによって、地盤全体の剛性が高まったと考えられる。盛土

のり尻部下の要素45（5．14図）、要素63（5．15図）は5層目、4層目にあたるが、側方変位の結果から

lcを大きくすると、側方変位量が減少する。要素81（5．16図）も3層目ののり尻部下の要素であるが、

これもlc＝0～5mについては、　lcを大きくすると、側方変位量が減少する。のり尻部下のlcによって

側方変位が変化する3要素の結果を見ると、有効応力経路が破壊線から遠く、偶応力を導入しても有

効応力経路には、あまり変化がない。のり尻部下の第2層にある要素99（5．18図）は、lcを大きくす

ると、有効応力経路の曲線の傾きが大きくなっておりlc　＝　10mで破壊線に到達している。
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5．4．6まとめ

　盛土の変形解析において、得られた結果を以下にまとめる。

　・コセラ連続体理論を用いた盛り土地盤の変形解析を有限要素法によって行った。

　・有効応力経路から、盛土直下においては特性長さlcの影響は受けない。コセラ連続体の場合、回

　　転によるせん断応力に対して特性長さlcの影響が発揮されるため、盛土直下のような鉛直応力

　　のみ作用するような場合は、特性長さlcの影響は見られない。

　・側方変位図から、特性長さlcの値を徐々に大きくすると、地盤の深い位置では、側方変位量も

　　徐々に小さくなるた。

　・側方変位図から、特性長さlcの値によって側方変位量が変化する。特性長さlcの値を徐々に大き

　　くすると、側方変位量も徐々に小さくなるが、特性長さlcの値が大きくなると、地盤の深さに

　　よって側方変位量の変化の傾向が変わった。

　・鉛直変位図から、特性長さlcを大きくすると鉛直変形を抑制することができる。側方変位が抑え

　　られることによって、鉛直変位量も変化する。

　・このような数値解析で、実際の現象と比較した場合、数値解析解の方が実際の変形よりも変形量

　　が大きくなる傾向があるが（関口ら（1991）、関口ら（1994））、今回の解析では、変形量を小さくさ

　　せることが可能であるため、実現象に近い挙動を表すことができる。

5．5コセラ連続体理論を用いた粘性土の変形解析のまとめ

　本章では、コセラ連続体理論を導入した弾粘塑性構成式を用いて、有限要素法により土の変形解析

を行った。用いた構成則は、足立・岡の弾粘塑性構成式（1982）である。数値解析により得られた解析

結果から、コセラ連続体理論の導入が、土の変形解析に及ぼす影響について検討した。

　弾粘塑性コセラモデルの特性を把握するために、以下の2つの数値解析を行った。

1．飽和粘土をせん断変形させるシミュレーション

2．層状地盤上に盛土を構築するシミュレーション

両数値解析において、コセラ連続体理論特有のパラメー一一・・タである特性長さ1，を変化させ、解析対象の

変形特性を検討した。
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1．飽和粘土をせん断変形させるシミュレーションから、

◇特性長さlcが大きくなるとせん断応力の値も大きくなる

◇せん断応力は強制変位速度によって変化するが、特性長さlcの影響は変形速度に依存しない

◇特性長さlcの影響は、　Ocmから徐々に大きくすると、それとともにせん断応力も大きくなるが、　lc

　　がある値以上になるとせん断応力は変化しない

ことがわかった。

2．層状地盤上に盛土を構築する解析から、

◇盛土直下においては特性長さlcの影響は受けない、っまり、回転によるせん断応力に対して特性長

　　さlcの影響が発揮される

◇特性長さlcの値を徐々に大きくすると、地盤の深い位置では、側方変位量も徐々に小さくなる

◇特性長さlcを大きくすると側方変位が抑えられることによって鉛直変形も抑制される

ことがわかった。
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第6章異なる非局所理論を用いた粘性土の変形解析の比較

6．1概説

　これまで、勾配依存型理論とコセラ連続体理論を用いたいくつかの初期値一境界値問題について述

べた。それぞれの非局所理論の性質について検討したが、それらの特徴にっいて比較することはしな

かった。そこで本章では、両理論を用いて、同じ境界値問題を取り扱うことにより、それらを比較す

る。

　第3章では、勾配依存型弾粘塑性構成式有限要素プログラムを用いて、3種類の初期値一境界値問

題にっいて数値解析を行った。その結果、粘塑性体積ひずみの二階空間勾配を導入することで、各有

限要素の変形が抑えられ、変形が集中する部分が少なくなり、結果として、供試体全体の変形を抑制

させることがわかった。

　第5章では、コセラ連続体理論を導入した弾粘塑性構成式を用いて、有限要素法により2種類の初

期値一境界値問題について土の変形解析を行った。その結果、コセラ連続体理論特有のパラメータで

ある特性長さlcを変化させると、解析対象の変形が抑制されることがわかった。

　勾配依存型理論を用いて数値解析を行った場合、コセラ連続体理論を用いて数値解析を行った場合

のどちらの場合も、長さの次元を取り入れたパラメータを構成式中に導入することにより、地盤材料

の変形が適切に表現できる可能性があることがわかった。そこで、本章では両解析手法を同じ境界条

件の解析対象に適用させることによって、両者の特性をより深く把握することを目的とする。

　第3章で行った勾配依存型理論を用いた数値解析では、有限変形理論に基づいて数値解析が行われ

ている。一方、第5章で行ったコセラ連続体理論を用いた数値解析では、微小変形理論に基づいて数

値計算が行われている。2つの理論の違いは、本章で比較する粘土供試体の境界条件においては、変

形が進行したときの状態の差異に、大きな影響を与えている。しかしながら、本章では、勾配依存型

理論とコセラ連続体理論という2つの非局所理論が、解析結果に与える影響を考察することを目的と

するため、有限変形理論及び微小変形（勾配）理論についての差異については、直接的に比較しない

ことにする。

6．2異なる非局所理論を用いた粘性土の変形解析

　ここでは、勾配依存型理論とコセラ連続体理論を導入した弾粘塑性モデルにより、共通の初期値一

境界値問題を設定し、変形解析を行うことによって両非局所理論が解析結果に与える影響について検

討を行う。数値解析には、局所的せん断変形を発生させるために、図6．1のように要素供試体両側面

に同形状の初期不整を境界条件として設定し、図の矢印の部分に強制変位を1％／minの速度で与えた。

図6．1aは勾配依存理論に用いた境界条件、図6．1bはコセラ連続体理論に用いた境界条件である。有限



106

要素メッシュ数は、それぞれの理論に対し、5×10＝50、10×20ニ200、20×40＝800要素の計3種

類のメッシュ構成を用い、境界は非排水とした。ただし、供試体内部要素間の間隙水の移動は可能と

した。図6．1cには、供試体両側面に与えた初期不整の形状を示した。初期不整の形状は、振幅0．003cm

の余弦波で、解析対象の両側面に同位相で与えた。飽和粘土の材料定数は、大阪沖積粘土を用いた室

内試験より得られたパラメータを適用した（表6．1）。ただし、ひずみ軟化に関する軟化パラメータG…

は、コセラ連続体理論を用いた解析には使用していない。したがって、ピーク応力に至るまでの応カー

ひずみ曲線には差異がないこととなる。また、コセラ連続体理論を用いた数値解析においては、有限

要素メッシュ下部節点の1つを回転拘束し、それ以外の節点の回転は拘束していない（図6．1b）。

強敬雌W㎜

a

強鋼衰位量1％tinin

回転拘

b

　■《“o

初期不鰻の形状

　C

図6．1境界条件（a：勾配依存理論、b：コセラ連続体理論、　c：初期不整の形状）

解析ケースは、それぞれの理論において、勾配依存理論については、勾配項の導入なし（β＝0）と勾

配項の導入あり（β＝＋1）、コセラ連続体理論については、コセラの導入なし（lc＝0㎝）とコセラ

の導入あり（lc＝100cm）の4通りとした。3種類のメッシュ構成数において、この4通りについて、

計12通りの数値解析を行った。

表6．1解析に用いた弾粘塑性材料定数

圧縮指数 λ 0，372

膨潤指数 κ 0，054

初期平均有効応力 σLo 588（kPa）

間隙比 e 1．28

粘塑性パラメータ m’ 21．5

粘塑性パラメータ 0 4．5×10－8（1／sec）

破壊時の応力 M° 1．05

せん断弾性係数 G 12946（kPa）

透水係数 ん 1．16×10－12（・m／・ec）

ひずみ速度 ξ 1．0（％／nzin）

軟化パラメータ（勾配依存のみ） G… 100
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解析ケースは、勾配依存型モデルを用いた解析は”a”、コセラ連続体モデルを用いた解析は”b”とし、

それぞれのケースについて、要素分割数50要素、200要素、800要素について解析した。さらに・こ

れらの6通りのケースについて、それぞれの非局所理論を導入するかしないか各2種類、全部で計1

2種類の解析を行った。ここで、勾配依存モデルを用いたCase　aの場合、勾配項にかかる係数の値は

β＝＋1であり、コセラモデルを用いたCase　bの場合、特性長さの値はlcニ100cmである。

6．3解析結果と考察

　本節では、前節で述べた数値解析の結果を示す。図6．2に、見かけの軸差応カー見かけの軸ひずみ関

係図を示す。見かけの軸差応力は、供試体上端部の節点反力を供試体上端部長さで除したものであり、

見かけの軸ひずみは供試体高さと変形量から算出した。

図6．2　応カーひずみ関係の比較

図6．2からCase　aではこヒーク応力後のひずみでは、大きくひずみ軟化の傾向を示しているのに対し、

Case　bでは、ひずみ軟化の程度はそれほど大きくない。このことは、先に述べたように、　Case　aは

有限変形理論、Case・bでは微小変形理論に基づいて数値計算がなされているため、変形が進んだ場合

のひずみの蓄積量に違いが現れていると考えられる。ひずみ軟化の挙動は大きく違うのに対して、両

ケースのピーク強度までの挙動についてはほとんど違いは見られない。同じ材料データを用いて解析

を行っているためであり、両解析手法が同程度の精度を持っていることがよく表現されている。



108

次に、各ケースごとの変形メッシュを示す。図6．3aには、　Case　aの軸ひずみ8％のときの変形メッシュ

を、図6．3bには、　Case　bの軸ひずみ8％のときの変形メッシュ示す。

β＝Ocm2

β　＝1cm2

50elements 200elements 800elements

図6．3aCase　aの変形メッシュ（軸ひずみ8％のとき）

1c＝Ocm

lc＝100cm

50elements 200elements 800elements

図6．3b　Case　bの変形メッシュ（軸ひずみ8％のとき）
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図6．2と同様に、変形メッシュについても、Case　aとCase　bの結果には大きな違いがみられた。有限

変形理論と微小変形理論では、変形が進行していき、ひずみ軟化の領域になった場合のひずみの蓄積

量が異なることが理由と予想される。これまでの数値解析結果と同じように、勾配項の影響を考慮し

ない場合、有限要素メッシュが小さいケース（800要素）の方が有限要素メッシュが大きいケース（50

要素）よりもせん断帯がはっきりわかる。一方、勾配項の影響を考慮した場合、800要素のときは、せ

ん断帯がはっきりとわからなくなっている。Case　bのコセラ連続体を用いた解析の場合、　Case　aのよ

うな変形の仕方は見られず、ほぼ均一に変形しているように見える。また、コセラ連続体理論を導入

した場合（特性長さlc＝100㎝）の変形状態も導入しない場合（特性長さlc＝Ocm）と比べてもほ

とんど違いが見られない。この違いを確認するために、粘土供試体内の間隙水圧の分布とひずみ測度

（疏）の分布を見ることにする。それぞれのケースにおいて、軸ひずみ8％のときの間隙水圧の

分布図とひずみ測度（V’i［iii’Yii7）の分布図を示す。　Case　aの間隙水圧の分布は、図6．4aに、　Case　bの

間隙水圧の分布は、図6．4bに示した。図6．4aと図6．4bはともに、軸ひずみ8％のときの変形した供試

体の上に間隙水圧の分布状態を重ねて表示した。

β＝Ocm2

β＝lcm2

50elements 200elements 800elements

図6．4a　Case　aの間隙水圧の分布（軸ひずみ8％のとき）

図6．4aでは、間隙水圧が400kPα以上になっている部分を黒色で表した。図6．4aから、　Case　aの間隙

水圧の分布は、せん断変形が集中していると考えられる部分の水圧が大きくなっていることがわかる。

勾配項を導入したケースと導入していないケースの違いはほとんど見られない。もっとも大きい要素

分割数の解析ケースでのみ、勾配項導入の影響が少し見られ、間隙水圧の高い部分の面積が導入なし
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の場合に比べて少し大きい。

　　　　　　　　　50elements

lc＝Ocm

200elements 800elements

lc＝100cm

図6．4bCasebの間隙水圧の分布（軸ひずみ8％のとき）

コセラ連続体理論を用いた解析ケースでの間隙水圧の分布を図6．4bに示した。　Case　bでは、変形メッ

シュ図からもわかるとおり、すぺての要素分割数の解析ケースにおいて、同じような変形をしている。

このことから、Case　bでは、要素供試体内の間隙水圧の分布はほぼ同じになっていることがわかる。

ここで、間隙水圧分図の黒色の部分は、間隙水圧が125kPa以上の部分であり、要素供試体内において

全体的に間隙水圧が大きくなっている。特にコセラ理論を導入した解析ケースでは、どのメッシュ構

成数の場合でも、要素供試体内の間隙水圧分布は均一である。　ここで、Case　aとCase　bでの間隙水

圧の大きさが異なっているのは、変形メッシュ図からもわかるように、要素供試体全体の変形状態が

異なること、つまり、ひずみの集中の仕方の違いによると考えられる。

次に、図6・5aと図6・5bに、各ケースについてせん断ひずみ測度の分布を示した。せん断ひずみ測度の

分布図はは、vt7Wiiの分布状態を、軸ひずみ8％のときの変形した供試体の上に重ねて表示した。図

6・5aでは、せん断ひずみ測度0．15以上になっている部分を黒色で表した。　Case　aの結果を示した図6．5a

では、勾配項を導入したケースと勾配項を導入しないケースとを比較しても、違いは見られないが、

要素分割数が大きくなるにつれて、せん断ひずみの値が大きい部分の幅が狭くなることがよくわかる。

しかし、変形メッシュ図で見られたような、せん断帯が不明瞭になるような現象は、せん断ひずみ測度

分布図からは読みとることはできない。Case　bの結果を示した図6．5bでは、せん断ひずみ測度が大き

くなっている部分を黒色で表した。ただし、要素供試体の変形状態から想像できるように、せん断ひ

ずみ測度の値は非常に小さいため、50要素のメッシュを用いた解析ケースでは、せん断ひずみ測度が
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0．066以上、200要素と800要素のメッシュを用いた解析ケースでは、せん断ひずみ測度が0．062以上の

部分を部分を黒色で表した。コセラ連続体理論の導入を行っていないlc＝Ocmの場合では、供試体内

にせん断ひずみ測度の分布に違いがあるが、コセラ連続体理論を導入したlc＝100（rnのケースでは、

すべてのメッシュ構成数でのケースで、要素供試体内のせん断ひずみ測度の分布は同じになった。

50elements 200elements 800elements

β＝lcm2

図6．5a　Case　aのせん断ひずみ測度の分布（軸ひずみ8％のとき）

1c＝Ocm

lc＝100cm

50elements 200elements 800elements

図6．5bCasebのせん断ひずみ測度の分布（軸ひずみ8％のとき）
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次に、要素供試体全体の変形状態を詳しく見ることにする。その方法として、要素供試体左側面の形

状を1っのグラフ上に表す。Case　aの供試体側面の変形状態を図6．6aに、　Case　bの供試体側面の変形

状態を図6．6bに示した。　Case　aにっいては、メッシュ構成数が800要素で、勾配項にかかる係数βを

β＝＋1としたとき、供試体の下の部分に少々乱れが見られた。それ以外は、どのメッシュ構成数の解

析結果についても、勾配項を導入した場合と導入しない場合を比較して、違いはほとんど見られない。

Case　bについては、コセラ連続体理論の影響を考慮しない場合の要素供試体側面の形状は構成要素数

の違いによって異なったものとなっている。一方、コセラ連続体理論特有のパラメータである特性長さ

lcをlc＝100cmとした場合、その供試体側面形状はどのメッシュ構成数での解析結果でも同じになっ

ている。このことから、Case　aについては、勾配項の導入は、要素供試体全体の形状に影響を与える

ことはない。Case　bでは、コセラ連続体理論の影響によって、要素供試体全体の形状を変化させるこ

とがわかる。

β司 β31

（ε

15

P0

T

　　　50d●m●nt5

|一一 Q00d㎝●ntg

@■　●008｜●m●醜＄

τ3wに

’5

P0

求v

一15　　　－1　　㊥5　　　0　　　05

@　　　　　幅（師）
一15　　．t　　㊨5　　0　　　05
@　　　　　幅（㎝｝

図6．6aCase　aの供試体左側面の形状（軸ひずみ8％のとき）

k＝100cm

1

Aε
9
》
絢
裡

5

司．3　　－02　　－0．1 0　　　α1

幅（cm）

図6．6bCasebの供試体左側面の形状（軸ひずみ8％のとき）
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6．4異なる非局所理論を用いた粘性土の変形解析のまとめ

　本節では、勾配依存理論とコセラ連続体理論を用いて同じ境界値問題を考えた粘土の変形解析にお

いて得られた結果をまとめた。

・両側面に初期不整のある共通の境界条件を持つ粘土供試体を用いて、勾配依存理論とコセラ連続

　体理論を用いた数値解析を有限要素法によって行った。

・数値解析においては、勾配依存理論を導入した数値解析には有限変形理論が、コセラ連続体理論

　を導入した数値解析には微小変形理論が用いられた。

・見かけの軸ひずみ一見かけの応力関係図から、有限変形理論を用いた数値解析（勾配依存理論を

　導入した数値解析）では、ピーク強度を超える軸ひずみの後は、著しいひずみ軟化挙動を示し

　た。一方で、微小変形理論を用いた数値解析（コセラ連続体理論を導入した数値解析）では、軸

　ひずみが大きくなって、ピーク強度を越える変形があっても、著しいひずみ軟化挙動の傾向を示

　すことはなかった。これは、第2材料関数を考慮していないことも原因である。

・変形メッシュ図から、勾配依存理論を用いた解析では、勾配項の影響を考慮しない場合、有限要

　素メッシュが小さいケース（800要素）の方が有限要素メッシュが大きいケース（50要素）より

　もせん断帯がはっきりわかる一方、勾配項の影響を考慮した場合、800要素のときは、せん断帯

　がはっきりとわからなくなった。

●間隙水圧分布とせん断ひずみ測度分布図から、コセラ連続体理論を数値解析に導入した場合、要

　素供試体内の間隙水圧とせん断ひずみ測度の分布を均一にする影響を与えることがわかった。

・変形した要素供試体の側面図から、コセラ連続体理論を用いて数値解析を行った場合、3つの異

　なるメッシュ構成数の要素供試体の変形後の形状が同じになった。
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第7章結論

　一般的に、地盤材料の変形問題を数値解析で取扱うには、近似解法として、有限要素法が用いられ

ることが多い。有限要素法はその手法から、有限要素メッシュ数が多ければ多いほど、正解に近づく

といわれている。しかしながら、有限要素メッシュ数を多くすると、計算時間は膨大なものとなり、ま

た、データ入力、出力とも煩わしいものとなる。さらに、有限要素メッシュ数を増やしていった場合、

その数が無限大になったと仮定すれば、最も正解に近いはずである。ところが、例えば粘土の三軸圧

縮試験などを行ってできるせん断帯等は、その幅を持っているにも関わらず、無限大個のメッシュを

用いた有限要素法数値解析の場合、せん断帯の幅が消滅（Ocmになる）することになる。しかしなが

ら、実際の地盤材料では、せん断帯の幅はそれぞれの材料の特性長さ（粒径など）に依存する。この

ような問題点を解決する方法として、非局所理論が数値解析に導入されてきた（第1章参照）。非局所

理論は、一つの物質点の応力が周りの点のひずみの影響を受けて決定され、構成関係が物質点ごとで

なく、周囲のひずみ場の影響が加味されて記述される。したがって、ある領域の点同士の相互作用が

構成関係に取り込まれている。このことにより、材料の特性長さ等長さの次元を持つパラメータを構

成関係に取り入れることができる。

　地盤材料の変形を考慮する場合、破壊の予測を行うために、せん断帯あるいはせん断帯付近の挙動

を数値解析によって正確に予測することが非常に重要であり、このような問題には、数値解析に用い

られる構成関係に、非局所理論を適用させることが有効である。本論文では、非局所理論の中で特に、

Cosserat連続体理論と勾配依存型理論に着目した。それぞれの非局所理論について初期値境界値問題

を設定し数値解析を行い、これらの理論が粘土の変形挙動の数値解析結果にどのような影響をもたら

すかについて、検討したものである。

第1章では、非局所理論の概要と、本論文の構成を述べた。

　第2章では、本論文全般で使用する弾粘塑性構成式の説明を行った。弾粘塑性構成式は、足立・

岡の提案した超過応力型である。弾粘塑性構成式の誘導から、有限変形理論を導入する過程、有限要

素法による離散化を本章にまとめた。定式化において、土粒子骨格の変形と間隙水移動の連成問題の

支配方程式は、Biotの理論に基づいた2相混合体理論を用いた。

　第3章では、勾配依存型理論を用いて、飽和粘土の変形解析を行った。第2章で提案した粘塑性

ひずみの二階勾配を考慮した弾粘塑性構成式を有限要素法により離散化したプログラムを用いて、3

種類の簡単な初期値境界値問題を取り上げ、勾配項が変形解析結果に及ぼす影響を検討した。解析プ
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ログラムは、粘塑性体積ひずみの二階空間勾配を形状関数を用いて定式化するため、節点変位・間隙

水圧の他に、粘塑性体積ひずみを独立変数として、有限要素の節点において定義する必要があり、つ

り合い式・連続式のほかに、構成式をも離散化した。

　層状粘土地盤をモデルにしたせん断変形解析では、変形速度、構成式のひずみ軟化の程度、勾配項

に関する係数の3つのパラメータを変化させ、勾配項の影響を考察した。同じひずみ軟化の状態で、

変形速度一定で勾配項に関する係数を変化させた場合、勾配項全体の値が小さくなると、粘塑性体積

ひずみの発生が押さえられて、軟化の傾向が小さくなった。勾配項を正の値で固定して、ひずみ軟化

に関する係数も一定にし、変形速度のみを変化させた場合、変形速度が速い場合はせん断応力は大き

くなり、粘塑性体積ひずみも間隙水圧も全体的に小さくなった。勾配項を正の値で一定に保ち、変形

速度も一定に保ったまま、ひずみ軟化に関する係数を変化させて解析を行った。ひずみ軟化に関する

係数を変化させると、変形の集中した部分では、軟化の度合いが大きい場合の方が、粘塑性体積ひず

みの値が大きくなった。

　次に、粘性土が二次元的に変形する境界条件を設定し数値解析を行った。境界条件により、供試体に

局所的な変形が起こる（せん断帯の発生）ように設定した。ここでは、塑性体積ひずみの二階空間勾

配項に関する係数と有限要素メッシュ数を変化させ、計6ケースの数値解析を行い、それらの解析結

果を比較した。ここでは、粘土の変形、特にせん断帯付近の試料の挙動にどのような影響を及ぼすか

を検討した。軸ひずみ一軸差応力関係から、勾配項の導入は、軸差応力を大きくさせ、また同じ大き

さの解析対象に対して細かくメッシュを細分化させた方がよりその影響が大きいことがわかった。せ

ん断ひずみ測度の分布図と変形メッシュ図から、勾配項が導入されていない場合、メッシュ数が多くな

るとせん断ひずみ測度の分布の幅が小さくなるのに対し、勾配項が導入されている場合、メッシュ数

が多くなってもせん断ひずみ測度の分布の幅は小さくなった。変形メッシュからも同様の傾向を得るこ

とができた。つまり、勾配項の導入はメッシュサイズ依存性を緩和させる働きを持つことが分かった。

　最後に、縦20cm×横10cmの飽和粘土供試体の両側面に微小な初期不整を与え変形解析を行った。こ

のことにより、同じモードの変形が得られ、また、変形を局所的に集中させ、構成式の持つ勾配項の

非局所的性質を把握しやすくした。柱状粘土地盤の解析結果から、勾配項の影響をよりよく把握する

ために、変形速度・ひずみ軟化の度合いを一定として、勾配項にかかる係数のみを変化させた。粘塑

性体積ひずみの二階空間勾配項にかかる係数βを正の値にすると、限られたβの値であるが、変形が抑

制された。このことより、結果としてせん断帯の幅が変化した。

　第4章では、弾粘塑性構成式に粘塑性体積ひずみの二階空間勾配項を導入したモデルの動的特性

を明らかにするため、一次元モデルを用いて、地盤材料中を伝播する動的波動の数値解析を行った。
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均一な地盤材料と不均一な地盤材料を仮定し、片持ち梁のような形状の材料の自由端からソリトン波

応力を入力した。材料中に応力がどのように伝播するかを解析した。勾配理論を導入した場合、均一、

不均一に関わらず応力伝播が非局所的になるため、応力伝播の減衰が抑制された。

　第5章では、コセラ連続体理論を導入した足立・岡の弾粘塑性構成式を用いて、土の変形解析を

有限要素法を用いて行った。第1に、弾粘塑性コセラモデルの基本特性を把握するために、飽和粘土

をせん断変形させるシミュレーションを行った。飽和粘土供試体を用いた、せん断変形の数値解析で

は、ある一定のせん断変形までは、特性長さlcを大きくするとせん断応力も大きくなった。せん断応

力は強制変位速度によって変化するが、コセラ連続体理論を用いた場合の特性長さlcの効果は、変位

速度に依存しないことが確認された。特性長さlcの効果はlcがある値以上になると変化しないことが

確認された。

　次に、コセラ連続体理論を導入した弾粘塑性モデルを用いて、側方変位に着目し、盛土を構築した

とき基礎粘土地盤の挙動を有限要素法を用いて数値解析を行った。有効応力径路から、盛土直下にお

いてはlcの影響は受けなかった。側方変位図から、　lcの値によって側方変位量が変化（減少）した。鉛

直変位図から、lcを大きくすると鉛直変形が抑制されることが確認された。っまり、コセラ連続体理

論の導入が、変形を抑制させることが確認された。

　第6章では、第3章で用いた’勾配依存型理論に基づく解析手法’と、第5章で用いた’コセラ

連続体理論に基づく解析手法’の2つの解析手法を用いて、共通の初期値一境界値問題について数値

解析を行った。ここで、’勾配依存型理論に基づく解析手法’では有限変形理論を、’コセラ連続体理

論に基づく解析手法’では微小変形理論を用いて解析を行ったためと、これぞれの解析で用いた構成

式でのひずみ軟化についての取扱いに違いがあったため、それらの結果は大きく異なるものとなった。

勾配依存理論を用いた解析手法では、変形メッシュ図から、この解析手法によって、せん断帯の幅を

変化させることができることが確認された。コセラ連続体理論を導入した解析手法では、要素供試体

内の間隙水圧とせん断ひずみ測度の分布が均一になり、異なるメッシュ構成数の要素供試体であって

も、変形後の形状が同じになることがわかった。数値解析の結果から、第3章及び第5章で得られた

それぞれの非局所理論についての特徴を明らかにすることができた。

　2つの非局所理論の特徴をより詳細に把握するためには、ひずみ軟化の取扱いを等しくするととも

に、両非局所理論を用いた解析手法に、大変形問題にも適した有限変形理論を適用させ、共通の初期

値一境界値問題を解くことにより詳しく検討する必要がある。コセラ連続体理論を用いた解析手法へ

の有限変形理論の適用は、今後の課題として残された。
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　以上、非局所理論を用いた数値解析から得られた結果を述べた。これらのことから、両非局所理

論が数値解析結果に及ぼす影響の基本的な特性が把握できた。しかしながら、土一水連成の粘性土の

数値解析には、間隙水の移動による時間依存性や材料の粘性がもたらす時間依存性といった非局所理

論とは別の、非局所作用がある。非局所理論を用いた解析モデルにっいて、さらに充実を図るには、

実験や実測データとの比較検討を行う必要がある。本研究が、今後の非局所理論を用いた粘性土の数

値解析を行う上での基礎となれば幸いである。

　　　　　平成13年8月

岐阜大学工学部土木工学科

　　　　　　　　沢田和秀
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付録2．1　支配方程式に用いた各マトリクスの誘導

　各マトリクスを誘導するために必要な式を誘導する。

　　　　　　　　　　　　［A］一欝，［　　　　　　　　∂ξ？．A’1＝∂（▽・…⑳），閨一莞

　　　　　　　　　　　［c・・pl一蒜，1σβ1－∂（∂abvp▽2vmp），【G・】一芸

2．1．1節，2．1．2節より、陽．，O”ρは、次式とおける。

　　　　　　　　　ξ膓一Φ1Φ・｛点ゴー（η謡■・＋鷲）｝

右辺の括弧内をFiJと置くと、

（f2．1）

（f2．2）

（f2．3）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ξ｛｝＝Φ1Φ2局

ここで、

　　　　　　　　　　　φ一｛m；（1・篇）＋景一；圭i棚一証り｝

とおくと、

　　　Φ1　・　M’CN・xp　（m’N（～・嘉）＋嘉一；圭……・・▽・づ｝－M’・CN・・xp（・ip）

　　　　　　　　　　　　　　Φ、一、＋　　獅ホ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　G・｛M｝一〔｝

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　心ρ＝Φ1　fP2　Fkk

　　　　　　　　　　　　　　　　講一一一’1圭2Φ，Φ、Fi，

　　　　　　　　　　　　　　　　嘉）一一㎡・・Φ1Φ・F・j

　　　　　　　　慧一毒（Φ・Φ・局）一竃Φ・F・」＋Φ1舞局＋Φ・Φ・莞

（f2．11）式の各項については、以下のようである。

｛鋤について

農一M’CN・x・（φ）訴・＋碗N・・ρ（φ）ぱ＋誌）

（f2．4）

（f2．5）

（∫2．6）

（f2．7）

（f2．8）

（f2．9）

（f2．10）

（f2．11）

（f2．12）

ここで、

∂η‡

∂σkl

∂η＊∂η㌫n

∂η㍍∂σki



‘

　　　　　　　　　　　　　　　　　一η⊇（°）（鵠莞＋舞鵠

　　　　　　　　　　　　　　一η『・（°）｛i（δ・n・　6・1　一　16m・6kl）－s劉

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　η∴・　一　nhn（・）（ηL・一ηhn（・））Sm・δkl

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　η＊σ㌫　　　　　3σ㌶

よって、

農一［rδ★1＋M・uhc・｛竃＋η；≒漂L（ηhn一㌶轍1｝1・・P（φ）

｛舞｝について・

ここで、次のように置く。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ηhn（ηh・　一　nhn（。））

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　EMF＝M｝　一
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　η章

　　　　　　　　　　　　　ELF＝ηhn（ηh。　一　nhn（・））　SE＝S－（ηhn一ηhn（。））

　　　　　　　　　　　　　　　　　　SE・＝5m・η㌫，　SE2＝Sm・ηhn（。）

よって、

．　　　舞一蒜竃一舞（∂η池≡＋∂・∴∂St；∂σm∂σkl∂Smn∂σkl）

と書ける。また、

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　∂Φ、－M｝｛舞EM・一ザ響

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　∂ηる　　　G・（EMF）2

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ホ　　　　　　ホ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　∂η＊　　　ηiJ’一η1ゴ（0）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　∂η寿　　η＊

　　　　　　　　　　　　　　∂（EM。）毒｛η∴n（ηhn一η∴n（・））｝η㌔E・・舞

　　　　　　　　　　　　　　　∂η∴　　　　　　　　η’2

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ホ　　　　　ぽ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（2η∴一η∴（。））η＊－E・Fη‘’芸‘」（°）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　η卓2

　　　　　　　　　　　　　∂Φ、－Mテ準EMF＋一
　　　　　　　　　　　　　∂η∴　G・　　　　（EMF）2

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　1蕊一一轟δ却

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　無雲1－一去輸1δ・ゴδ・1）

（f2．13）

（f2．14）

（f2．15）

（∫2．16）

（f2．17）

（f2．18）

（f2．19）

（f2．10）

（f2．21）

（f2．22）

（f2．23）

（f2．24）

（f2．25）



よって・舞は次式で与えられる・

　　　　　　　　；莞一G、（M｝EMF）・ド…η鵠Fδ・・＋（2η∴一η∴（°票擢一坑F割

　　　　　　　　　　　［＋（ηti一惣）EMF＋（2n’「η”（°））η篇（η’「n；’（°））］

（鋤について・

　　　　　　　　　　　　li／llll，i－∂象，（3±句一謬》）』＋允・η嬬））

ここで、次のように置く。

　　　　　　　　　　　　　　　B・・一瓢麗）脇c・・一η罐）

　　　　　　　　　　　　　　　　MES2＝3M’オσ3，　MES＝Mホオσ∴

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　∂竃1（　1　　，δij3σ　　m）一一3誌・6kl

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　t　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ll／le，i－1㌶竃＋舞莞

　　　　　　　　；莞一（　　1MES2）・｛（2ηhn一ηhn（・））MES2－3SE　M’・∴η≒：㌫（°）｝

　　　　　　　　　　；莞一（　　1MES2）・｛一襟ME・・－3SE　M・（2オσ弓）｝

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ll／il，1一蒜舞＋篭舞

　　　　　　　　　　；篇一（　　1MES）・｛±M輌ザ（・∴一η∴（・））M・禦゜）｝

　　　　　　　　　　；篇一（　　1MES）・｛一篇M…（η∴一η∴（・））M・（一蒜＋ザ）｝

よって・（鋤は次式で与えられる・

　　　　　；莞一一毒⑭・一（　　1MES2）・｛（2ηk一ηil（・））咋一33魂η差1≒：差1（°）｝句

　　　　　　　　　　　　一（　1MES2）・｛q’2MES・－3SE　M・（2ずσ㌫一票）｝誌」δ・1

　　　　　　　　　＋（　　1MES）・｛雲S（嫡輌・）一（栖（・）畔：ξξ（°）｝

　　　　　　　　　　一（　　1MES）・｛一きM…（栖（・））M・（一η籔＋ザ）｝1δ・1

　622～
（

　722～
（

28

～　　

（f2．37）



●

（∂ψP可）について・

　　　　　　　　　　　　　ここで、MESI＝M傘η＊σmと置く。

　　　　　　　　　　　　　　器篭Φ・Fkk＋Φ・㌫＋Φ・曙i

　　　　　　筈崇一一毒δ・・一（　　　1MESl）・｛（2ηil一η；t（・））MES1－S晒η走ξヲ』ξ（°）｝

　　　　　　　　　　　一（　　1MESl）、｛n’2MES1－SE　M’（2オ・ITZ一票）｝1　6kt

竃は・（M・14）式，竃は・（m・26）式で与えられる・

以上より、各マトリクスは定式化された。

（f2．38）

（f2．39）



付録5．1　式（5．40）から式（5．42）への展開

　運動量保存の平衡条件式

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　σゴi，ゴ＋ρ9i＝0

（5．32）式にδUiを乗じて体積Vで積分すると、

　　　　　　　　　　　　　　　　　　fv（σゴε，ゴ＋ρ9i）⑭一・

角運動量の平衡条件式

　　　　　　　　　　　　　　　　　　m∫ちゴ＋ρμ偏一e6ゴAσゴk＝o

（5．33）式に回転量δφ6を乗じて体積Vで積分すると、

　　　　　　　　　　　　　　　　fv（m・i，・＋P…一・1ゴk・・k）δφ・dγ一・

（f5．1）式、（f5．2）式より

　　　　　　　　　　抗（・・i，・＋ρ91）dV　＋　f。　6iPi（m・i，・＋ρμ・一・1・剛dγ一・

これを分解して、

　　　fv・”・⑭＋f。　P9・6・・dV＋f。　M・・，」6ipidv＋f。　P…6ip・dV一か・・σ・綱一・

fvσゴi，ゴδiPidV（（f5．3）式左辺第1項）の展開

（σゴiδUi），」ニσ」‘，ゴδUi十σ獅δ叫，ゴ　　より　　σゴちゴδ叫＝（σゴiδUi），ゴーσゴεδμ輌，」

よって、

　　　　　　　　　　　　　fv（・・鋼γ一fv（・輌），・dV一炉岬γ

ガウスの発散定理より

　　　　　　　　　　　　　　　　　∫…δ呼5－fv・・鞠∂γ

コーシーの定理より

　　　　　　　　　　　　　　　　　　1。．　tlδ・ldS－f。　a・・6ui，j・dv

fv　aiゴδUi，ゴdV（（f5．6）式右辺第2項）の展開

εiゴ＝鞠一伊φ£よりUi，ゴ＝ε元」＋eゴthip£

fv・・岬y－f。　alゴδ（・i・＋・・，・ip2）dV

（5．32）

（∫5．1）

（5．33）

（f5．2）

（5．40）

（f5．3）

（f5．4）

（f5．5）

（f5．6）



　　　　　　　　　　　　　　　　　一fvσ・岬γ＋fv・」・δ・…φ£dγ

　　　tσiゴ＝σσ＋Pw　6iゴを考えて、

　　　　　　　　　　　　　　－fv（　σゴi　＋　Pwδiゴ）δ・l」dV　＋　fv・吟・綱

　　　　　　　　　　　　一fv・；翻γ＋ゐ⑭δ・iゴdV＋fv・・1δ・・ik・iPZdV

書き直すと、

　　　　　　　　　　　　　－fv・；輝γ＋f。　P・6ekkdV＋fvσ・・δ劔鋼

ルmゴ‘，ゴδφidγ（（f5．3）式左辺第3項）の展開

（mゴ‘δφ輌），」＝mゴi，ゴδiPi＋mゴiδiPi，ゴ　より　 mゴちゴδφ輌＝（mゴiδφε），ゴーηλ」εδφε，ゴ

よって、

　　　　　　　　　　　　　上・i，・δip・dV－fv（m・・δφ・），・dV一抗・岬γ

ガウスの発散定理より

　　　　　　　　　　　　　　　　　　∫m・卿dS一か・鞠dγ

m‘」πゴ＝死（on　Sm）を考え、φ‘，」＝句）とおくと、

コーシーの定理より

　　　　　　　　　　　　　　　　　　‘。宿δφ・dS一かゴ剃γ　　・

（f5．3）式に（f5．6）式、（f5．10）式を代入すると、

　　　　　　　f。．／x’6・ldS　一　fv・《・dγ＋か9・w＋工酬3一抗・・δん・dγ

　　　　　　　　　　　　　　　　＋f。　Pμ・δiPldV－f。　ei・・…δφ・dγ一・

（f5．11）式の左辺第2項に（f5．7）式を代入して、

　　　　　　ム万δ・・d5－fv・；・δ・i・dV－f。　Pwδ…dV－fv…δ綱£dγ＋f。　P9・6・・dV

　　　　　　　　止酬5一か・綱γ＋f。　Pμ16ip・dV　一　fv・卵δφ・dγ一・

（f5．7）

（f5．8）

（f5．9）

（f5．10）

）115～
（

）215～
（



以上のことから、

　　　　　fv・；i6ei」dV　一一　fv　mi」6ki」dV＋f。　P・δ・k・dV

－／。　P9・6・・dV＋ゐρμ綱＋Lδ叫脇＋ムδ⌒ （5．42）


